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1. 本社債は、1933 年合衆国証券法（その後の改正を含み、以下「合衆国証券法」と

いいます。）に基づき登録されておらず、今後登録される予定もありません。合衆国

証券法の登録義務を免除された一定の取引による場合を除き、合衆国内において、

又は米国人に対し、米国人の計算で、若しくは米国人のために、本社債の募集、売

出し又は販売を行ってはなりません。本段落において使用された用語は、合衆国証

券法に基づくレギュレーション Sにより定義された意味を有しております。 

 

The Notes have not been and will not be registered under the United States 

Securities Act of 1933, as amended (the “Securities Act”), and may not be 

offered or sold within the United States or to, or for the account or benefit 

of, U.S. persons except in certain transactions exempt from the registration 

requirements of the Securities Act.  Terms used in this paragraph have the 

meanings given to them by Regulation S under the Securities Act. 

 

2. 本社債の元利金はニュージーランド・ドルで支払われますので、外国為替相場の

変動により影響を受けることがあります。 
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【本店の所在の場所】 英国 ロンドン市 E14 5HP チャーチル・プレイス 1 
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【代理人の氏名又は名称】 弁護士 平 川  修 
 

【代理人の住所又は所在地】 東京都港区元赤坂一丁目 2番 7号 赤坂Ｋタワー 
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 同  長谷川  敬 洋 
 

【連絡場所】 東京都港区元赤坂一丁目 2番 7号 赤坂Ｋタワー 
アンダーソン・毛利・友常法律事務所 
 

【電話番号】 03-6888-1000 
 

【発行登録の対象とした
売出有価証券の種類】 

 社債 
 
 

【今回の売出金額】 1,500,000 ニュージーランド・ドル（円貨換算額 131,370,000 円）

（上記円換算額は 1 ニュージーランド・ドル＝87.58 円の換算率
（2014 年 3月 27 日現在の株式会社三菱東京 UFJ 銀行の対顧客電信
売買相場の仲値）による。） 
 

【発行登録書の内容】  

 提出日 平成 25 年 7 月 30 日 

 効力発生日 平成 25 年 8 月 7日 

 有効期限 平成 27 年 8 月 6日 

 発行登録番号 25-外 21 

 発行予定額又は発行残高の上限 発行予定額 10,000 億円 

 



 

【これまでの売出実績】 
（発行予定額を記載した場合） 

番号 提出年月日 売出金額 
減額による 
訂正年月日 

減額金額 

25－外 21－1 平成 25 年 8 月 8日 700,000,000 円  

25－外 21－2 平成 25 年 8 月 8日 656,200,000 円  

25－外 21－3 平成 25 年 8 月 9日 700,000,000 円  

25－外 21－4 平成 25 年 8 月 13 日 600,000,000 円  

25－外 21－5 平成 25 年 8 月 20 日 106,210,000 円  

25－外 21－6 平成 25 年 8 月 22 日 700,000,000 円  

25－外 21－7 平成 25 年 8 月 26 日 929,500,000 円  

25－外 21－8 平成 25 年 8 月 26 日 115,800,000 円  

25－外 21－9 平成 25 年 9 月 6日 300,000,000 円  

25－外 21－10 平成 25 年 9 月 6日 402,135,000 円  

25－外 21－11 平成 25 年 9 月 6日 620,000,000 円  

25－外 21－12 平成 25 年 9 月 11 日 600,000,000 円  

25－外 21－13 平成 25 年 9 月 12 日 500,000,000 円  

25－外 21－14 平成 25 年 9 月 13 日 980,000,000 円  

25－外 21－15 平成 25 年 9 月 13 日 1,450,000,000 円  

25－外 21－16 平成 25 年 9 月 18 日 957,000,000 円  

25－外 21－17 平成 25 年 10 月 1 日 800,000,000 円  

25－外 21－18 平成 25 年 10 月 1 日 600,000,000 円  

25－外 21－19 平成 25 年 10 月 1 日 118,800,000 円 該当なし。 

25－外 21－20 平成 25 年 10 月 2 日 1,400,000,000 円  

25－外 21－21 平成 25 年 10 月 2 日 2,110,000,000 円  

25－外 21－22 平成 25 年 10 月 2 日 2,220,000,000 円  

25－外 21－23 平成 25 年 10 月 3 日 203,040,000 円  

25－外 21－24 平成 25 年 10 月 4 日 300,000,000 円  

25－外 21－25 平成 25 年 10 月 4 日 396,810,000 円  

25－外 21－26 平成 25 年 10 月 7 日 7,788,000,000 円  

25－外 21－27 平成 25 年 10 月 7 日 2,838,000,000 円  

25－外 21－28 平成 25 年 10 月 7 日 11,481,000,000 円  

25－外 21－29 平成 25 年 10 月 8 日 700,000,000 円  



 

25－外 21－30 平成 25 年 10 月 9 日 1,143,740,000 円  

25－外 21－31 平成 25 年 10 月 9 日 700,000,000 円  

25－外 21－32 平成 25 年 10 月 16 日 1,062,000,000 円  

25－外 21－33 平成 25 年 10 月 18 日 500,000,000 円  

25－外 21－34 平成 25 年 10 月 18 日 420,000,000 円  

25－外 21－35 平成 25 年 10 月 18 日 930,000,000 円  

25－外 21－36 平成 25 年 10 月 18 日 1,220,000,000 円  

25－外 21－37 平成 25 年 10 月 18 日 4,000,000,000 円  

25－外 21－38 平成 25 年 10 月 18 日 676,000,000 円  

25－外 21－39 平成 25 年 10 月 23 日 500,000,000 円  

25－外 21－40 平成 25 年 10 月 23 日 1,300,000,000 円  

25－外 21－41 平成 25 年 10 月 25 日 400,000,000 円  

25－外 21－42 平成 25 年 10 月 29 日 111,375,000 円  

25－外 21－43 平成 25 年 11 月 1 日 600,000,000 円  

25－外 21－44 平成 25 年 11 月 1 日 1,190,000,000 円  

25－外 21－45 平成 25 年 11 月 6 日 400,000,000 円  

25－外 21－46 平成 25 年 11 月 7 日 999,712,000 円  

25－外 21－47 平成 25 年 11 月 8 日 300,000,000 円  

25－外 21－48 平成 25 年 11 月 8 日 300,000,000 円  

25－外 21－49 平成 25 年 11 月 14 日 500,000,000 円  

25－外 21－50 平成 25 年 11 月 15 日 780,000,000 円  

25－外 21－51 平成 25 年 11 月 15 日 810,000,000 円  

25－外 21－52 平成 25 年 11 月 15 日 1,320,000,000 円  

25－外 21－53 平成 25 年 11 月 18 日 1,660,000,000 円  

25－外 21－54 平成 25 年 11 月 21 日 400,000,000 円  

25－外 21－55 平成 25 年 11 月 22 日 500,000,000 円  

25－外 21－56 平成 25 年 11 月 22 日 300,000,000 円  

25－外 21－57 平成 25 年 11 月 22 日 662,400,000 円  

25－外 21－58 平成 25 年 11 月 29 日 120,185,000 円  

25－外 21－59 平成 25 年 12 月 4 日 176,000,000 円  

25－外 21－60 平成 25 年 12 月 5 日 1,000,000,000 円  

25－外 21－61 平成 25 年 12 月 9 日 1,000,000,000 円  



 

25－外 21－62 平成 25 年 12 月 10 日 2,260,000,000 円  

25－外 21－63 平成 25 年 12 月 13 日 400,000,000 円  

25－外 21－64 平成 25 年 12 月 13 日 425,000,000 円  

25－外 21－65 平成 25 年 12 月 16 日 1,000,000,000 円  

25－外 21－66 平成 25 年 12 月 16 日 1,000,000,000 円  

25－外 21－67 平成 25 年 12 月 17 日 300,000,000 円  

25－外 21－68 平成 25 年 12 月 17 日 300,000,000 円  

25－外 21－69 平成 25 年 12 月 24 日 400,000,000 円  

25－外 21－70 平成 25 年 12 月 24 日 520,000,000 円  

25－外 21－71 平成 25 年 12 月 25 日 460,000,000 円  

25－外 21－72 平成 25 年 12 月 25 日 300,000,000 円  

25－外 21－73 平成 25 年 12 月 27 日 500,000,000 円  

25－外 21－74 平成 25 年 12 月 27 日 300,000,000 円  

25－外 21－75 平成 25 年 12 月 27 日 119,742,000 円  

25－外 21－76 平成 26 年 1 月 6日 558,000,000 円  

25－外 21－77 平成 26 年 1 月 8日 1,335,000,000 円  

25－外 21－78 平成 26 年 1 月 8日 4,475,000,000 円  

25－外 21－79 平成 26 年 1 月 9日 710,000,000 円  

25－外 21－80 平成 26 年 1 月 9日 600,000,000 円  

25－外 21－81 平成 26 年 1 月 10 日 400,000,000 円  

25－外 21－82 平成 26 年 1 月 17 日 200,000,000 円  

25－外 21－83 平成 26 年 1 月 23 日 500,000,000 円  

25－外 21－84 平成 26 年 2 月 21 日 7,155,000,000 円  

25－外 21－85 平成 26 年 2 月 25 日 400,000,000 円  

25－外 21－86 平成 26 年 2 月 25 日 930,000,000 円  

25－外 21－87 平成 26 年 2 月 25 日 2,407,000,000 円  

25－外 21－88 平成 26 年 2 月 27 日 255,330,000 円  

25－外 21－89 平成 26 年 2 月 28 日 835,000,000 円  

25－外 21－90 平成 26 年 3 月 12 日 300,000,000 円  

25－外 21－91 平成 26 年 3 月 12 日 870,000,000 円  

25－外 21－92 平成 26 年 3 月 14 日 300,000,000 円  

25－外 21－93 平成 26 年 3 月 14 日 500,000,000 円  



 

25－外 21－94 平成 26 年 3 月 14 日 500,000,000 円  

25－外 21－95 平成 26 年 3 月 17 日 368,240,000 円  

25－外 21－96 平成 26 年 3 月 25 日 540,000,000 円  

25－外 21－97 平成 26 年 3 月 28 日 3,037,000,000 円  

25－外 21－98 平成 26 年 3 月 28 日 3,716,000,000 円  

25－外 21－99 平成 26 年 3 月 28 日 402,000,000 円  

実績合計額 106,832,219,000 円 減額総額 0 円 

 

【残額】 
（発行予定額－実績合計額－減額総額） 

893,167,781,000 円 

 
（発行残高の上限を記載した場合）  

番号 提出年月日 売出金額 償還年月日 償還金額 
減額による 
訂正年月日 

減額金額 

該当なし。 

実績合計額 該当なし。 償還総額 該当なし。 減額総額 該当なし。 

 
【残高】 
（発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額） 

該当なし。 

  
【安定操作に関する事項】 該当なし。 

 
【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町 2 番 1 号） 
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第一部【証券情報】 

 

第１【募集要項】 

 該当なし。 

 

第２【売出要項】 

１【売出有価証券】 

【売出社債（短期社債を除く。）】 

銘 柄 
バークレイズ・バンク・ピーエルシー 2019年10月30日満期 ニュージーランド・ドル建社債

（以下「本社債」という。）（注1） 

売出券面額の総額又は 

売出振替社債の総額 

1,500,000ニュージーランド・

ドル 
売出価額の総額 

1,500,000ニュージーランド・

ドル 

記名・無記名の別 無記名式 各社債の金額 1,000ニュージーランド・ドル

償還期限 2019年10月30日（ロンドン時間）（以下「満期日」という。）（注3） 

利 率 年率4.80％ 

売出しに係る社債 

の所有者の住所及び 

氏名又は名称 

楽天証券株式会社 

（以下「売出人」という。） 

東京都品川区東品川4丁目12番3号 

摘 要 

(1) 利払日 

利息は2014年4月30日（以下「利息開始日」という。）（その日を含む。）から満期日

（その日を含まない。）までの期間について、上記利率を付し、2014年10月30日を初回と

して、満期日（その日を含む。）までの期間、毎年4月30日及び10月30日（ロンドン時間）

（以下「利払日」という。）に、利息開始日（その日を含む。）又は（場合により）直前

の利払日（その日を含む。）から翌利払日（その日を含まない。）までの期間（以下「利

息計算期間」という。）について、ニュージーランド・ドルで後払いする。 

利払日が営業日（以下に定義される。）でない場合には、当該利払日は「修正翌営業

日調整」（以下に定義される。）により調整される。但し、かかる調整の結果、社債権者

に対して支払われるべき金額が増額又は減額されることはない。 

 

(2) 信用格付 

本社債に関し、金融商品取引法第66条の27に基づく登録を受けた信用格付業者から提

供され、又は閲覧に供される信用格付はない。 

 

(3) その他 

その他の本社債の条件については、「２ 売出しの条件」を参照のこと。 

 
 

（注1）本社債は、バークレイズ・バンク・ピーエルシーにより、発行会社の2013年4月18日付グローバル・ストラクチャード・セキュリ

ティーズ・プログラム及び下記（注2）に記載のマスター代理人契約に基づき、2014年4月28日に発行される予定である。本社債が

証券取引所に上場される予定はない。 

（注2）本社債は、発行会社、計算代理人兼フレンチ・クリアードIPAとしてのバークレイズ・バンク・ピーエルシー、発行・支払代理人

兼名義書換代理人兼交換代理人としてのザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン（発行・支払代理人兼名義書換代理人兼交換代
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理人としてのザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロンを以下「発行・支払代理人」、「名義書換代理人」又は「交換代理人」と

いい、文脈上必要な場合は、ルクセンブルク代理人（以下において定義する。）、フランクフルト代理人（以下において定義する。）

及び発行会社により任命されることのある追加の支払代理人と併せて「支払代理人」といい、また文脈上必要な場合は、ニューヨ

ーク代理人（以下において定義する。）及び発行会社により任命されることのある追加の名義書換代理人と併せて「名義書換代理

人」という。）、ニューヨークにおける登録機関（以下「ニューヨーク登録機関」という。）兼米国における主たるワラント代理

人（以下「米国における主たるワラント代理人」という。）兼ニューヨーク市における代理人（以下「ニューヨーク代理人」とい

う。）としてのザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン、フランクフルトにおける代理人（以下「フランクフルト代理人」とい

う。）としてのザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン、ルクセンブルクにおける代理人（以下「ルクセンブルク代理人」とい

う。）兼ルクセンブルクにおける登録機関（以下「ルクセンブルク登録機関」といい、ニューヨーク登録機関と併せて、また個別

に「登録機関」という。）としてのザ・バンク・オブ・ニューヨーク（ルクセンブルク）エスエー、計算代理人としてのバークレ

イズ・キャピタル・セキュリティーズ・リミテッド、フランスIPAとしてのビーエヌピー・パリバ・セキュリティーズ・サービシ

ズ、スイスIPAとしてのビーエヌピー・パリバ・セキュリティーズ・サービシズ、スウェーデンIPAとしてのスベンカ・ハンデルス

バンケンＡＢ（publ）、フィンランドIPAとしてのスカンディナビスカ・エンスキルダ・バンケンＡＢ（publ）、ノルウェーIPAと

してのスカンディナビスカ・エンスキルダ・バンケンＡＢ（publ）、デンマークIPAとしてのスカンディナビスカ・エンスキルダ・

バンケンＡＢ（publ）、並びにCREST代理人としてのコンピューターシェア・インベスター・サービシズ・ピーエルシーの間にお

いて2013年4月18日付で締結された代理人契約（以下「マスター代理人契約」という。この用語には、随時更新又は補足される代

理人契約を含む。）に従い、マスター代理人契約の利益を享受して発行される社債券（以下「本社債券」又は「本社債」といい、

この用語は、(ⅰ)包括形式により表章される本社債券（以下「包括社債券」又は「包括社債」という。）に関して、当該本社債券

の指定通貨における最低の指定券面額の単位（適用ある条件決定補足書に規定する。）、(ⅱ)包括社債券との交換（又は一部交換）

により発行される確定社債券、及び(ⅲ)包括社債券を意味する。）のシリーズの1つである。 

 本社債券の所持人（以下「本社債権者」という。）及び利付無記名式確定社債券に付された利息の支払のための利札（以下「利

札」という。）の所持人（以下「利札所持人」という。）は、マスター代理人契約及び適用ある条件決定補足書の諸条項のすべて

について通知を受けているものとみなされ、それらの利益を享受し、それらに拘束されるものである。下記「２ 売出しの条件、

社債の要項の概要」における記載の一部は、マスター代理人契約の詳細な条項の概要であり、その詳細な条項に基づくものである。 

 本社債権者及び利札所持人は、2013年4月18日付で発行会社により発行された約款（Deed of Covenant）（本社債の発行日まで

になされた変更及び/又は補足及び/又は修正再表示を含む。）の利益を享受する権利を有する。 

（注3）満期日が営業日でない場合には、当該満期日は修正翌営業日調整により調整される。 

 

２【売出しの条件】 

売出価格 
額面金額の100.00％ 

（注1） 
申込期間 

2014年4月1日から 

2014年4月28日まで 

申込単位 
額面1,000ニュージーランド・ドル以上

額面1,000ニュージーランド・ドル単位
申込証拠金 なし 

申込受付場所 
売出人の日本における 

本店及び所定の営業所（注2） 
受渡期日 

2014年4月30日 

（日本時間） 

売出しの委託を 

受けた者の住所 

及び氏名又は名称 

該当なし 
売出しの委託契約の 

内容 
該当なし 

 

（注1）本社債の申込人は、受渡期日に売出価格をニュージーランド・ドル又は相当する円貨額にて支払う。 

（注2）本社債の申込及び払込は、売出人の定める「外国証券取引口座約款」（以下「約款」という。）に従ってなされる。各申込人は、

売出人からあらかじめ約款の交付を受け、約款に基づく取引口座の設定を申込む旨記載した申込書を提出する必要がある。売出人

との間に開設した外国証券取引口座を通じて本社債を取得する場合、約款の規定に従い本社債の券面の交付は行わない。 

（注3）本社債は、1933年合衆国証券法（その後の改正を含み、以下「合衆国証券法」という。）に基づき登録されておらず、今後登録

される予定もない。本社債は、合衆国税法の適用を受ける。合衆国証券法の登録義務を免除された一定の取引による場合を除き、

合衆国内において、又は米国人（U.S. Person）に対し、米国人の計算で、若しくは米国人のために、本社債の募集、売出し又は

販売を行ってはならない。この（注3）において使用された用語は、合衆国証券法に基づくレギュレーションＳにより定義された

意味を有する。 
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社債の要項の概要 

１．利息 

(1) 本社債には、年率4.80％の利率で、2014年4月30日（以下「利息開始日」という。）（その日を含む。）から満期日

（その日を含まない。）までの期間について、額面に対して利息が付され、かかる利息は、本社債が以下に規定さ

れるとおり期限前に償還されない限り、2014年10月30日（その日を含む。）から満期日（その日を含む。）までの

各年4月30日及び10月30日（ロンドン時間）（以下「利払日」という。）に、利息開始日（その日を含む。）又は（場

合により）直前の利払日（その日を含む。）から翌利払日（その日を含まない。）までの期間（以下「利息計算期

間」という。）について後払いされる。額面金額1,000ニュージーランド・ドルの各本社債における利息額は、利息

開始日（その日を含む。）から満期日（その日を含まない。）までの各利息計算期間について24.00ニュージーラン

ド・ドルとする。利払日が営業日でない場合には、当該利払日は修正翌営業日調整により調整される。但し、かか

る調整の結果、社債権者に対して支払われるべき金額が増額又は減額されることはない。 

「営業日」とは、ロンドン、東京、オークランド及びウェリントンにおいて商業銀行及び外国為替市場が支払の決

済を行い、通常の業務（外国為替及び外貨預金取引を含む。）を営んでいる日をいう。 

「修正翌営業日調整」とは、当該日が営業日でない場合に、翌営業日が当該日となる（但し、それにより翌暦月に

ずれ込む場合には、当該日は直前の営業日に繰り上げられる。）調整方法をいう。 

(2) 利息は、毎月30日の12か月で構成される1年360日を基準として計算されるものとし、1か月に満たない期間は、実際

に経過した日数による。但し、1ニュージーランド・セント未満は四捨五入する。 

(3) 利息は本要項第3項の規定に従って支払われる。利息の発生は、本社債が償還される日（期限前に償還される日を含

む。）に停止する。但し、各本社債の適式な呈示に対し、元本の支払が不当に留保又は拒否された場合はこの限り

でない。 

２．償還及び買入れ 

(1) 満期償還 

後記の規定に従い期限前に期限前償還、買入れ又は消却される場合を除き、本社債は、発行会社によって、満期日

に、その額面金額でニュージーランド・ドルにより償還される。 

(2) 法の変更、通貨障害事由、発行会社課税事由、ヘッジ障害及びヘッジ費用の増加の発生後の期限前償還又は調整 

発行会社は、「法の変更」（以下に定義される。）及び/又は「通貨障害事由」（以下に定義される。）及び/又は

「発行会社課税事由」（本要項第5項に定義される。）及び/又は「ヘッジ障害」（以下に定義される。）及び/又は

「ヘッジ費用の増加」（以下に定義される。）が発生した場合、その単独かつ絶対的な裁量により、以下を行うこと

ができる。 

(a) 計算代理人に、計算代理人の単独かつ絶対的な裁量により、かかる事由が本社債に及ぼす経済的効果を考慮す

るため、また当該本社債を保有することによる社債権者に対する経済的効果を実質的に維持するために本要項

及び本社債に関連するその他の規定に対して適当な調整を行うことの可否を判断するよう要請すること。計算

代理人が、かかる調整が可能であると判断した場合、発行会社はかかる調整の発効日を決定し、かかる調整を

実施するために必要な手続をとる。発行会社は、調整の内容及び発効日が決定された後、合理的な範囲で可及

的速やかに、本要項第10項に従いかかる調整について社債権者に通知する。計算代理人が、商業上合理的な結

果をもたらし、かつ当該本社債を保有することによる社債権者に対する経済的効果を実質的に維持することが

できるような調整を行うことが不可能と判断した場合には、計算代理人はその旨発行会社に通知し、いかなる

調整も行われない。計算代理人、発行会社又はその他の当事者のいずれも、計算代理人及び/又は発行会社によ

りなされた判断及び/又は調整につき所持人、社債権者又はその他の者に対して責任を負わない。 

(b) 本要項第10項に従い本社債権者に対し10営業日前までに（かかる通知期間を以下「期限前償還通知期間」とい

う。）取消不能の通知（かかる通知を以下「追加障害事由償還通知」という。）を行った上で、期限前償還通

知期間の最終日において「期限前償還額」（以下に定義される。）により当該シリーズの本社債のすべてを償
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還すること。 

「法の変更」とは、本社債の約定日（2014年3月18日）以降、(a)適用される法律若しくは規則（税法を含むがこ

れに限らない。）の採択若しくは公布若しくは変更により、又は(b)正当な管轄権を有する裁判所、法廷若しくは

規制当局による適用される法律若しくは規則の公式又は非公式の解釈の公表、変更若しくは公示（税務当局が講じ

たあらゆる措置を含む。）により、発行会社が、その単独かつ絶対的な裁量にて(ⅰ)約定日において発行会社及び

／又はその関連会社が想定していた発行会社及び/若しくはその関連会社による本社債に関連するヘッジ・ポジシ

ョンの保有、取得、取引、若しくは処分が、30暦日以内（但し、満期日前とする。）に違法となるか、若しくは違

法となることが相当程度見込まれるか、若しくは違法となったか、又は(ⅱ)発行会社若しくはそのいずれかの関連

会社が本社債に基づく自身の義務を履行する上で負担する費用が著しく増加することになる（租税債務の増加、税

制上の優遇措置の減少、その他の当該会社の課税状況に対する不利な影響による場合を含むがこれらに限らない。）

か、又は(ⅲ)発行会社若しくはそのいずれかの関連会社が、約定日時点で本社債及び関連するヘッジ・ポジション

に適用される規制上の資本の取扱いに比べて、本社債及び関連するヘッジ・ポジションに関して著しく不利な規制

上の資本の取扱いの適用を受けると判断した場合をいう。疑義を避けるために付言すれば、前文における「適用さ

れる法律若しくは規則」には2010年ドッド・フランク・ウォールストリート改革及び消費者保護法、同法に基づき

発布される規則及び規制、並びにそれらに類する法律又は規制（以下総称して「ウォールストリート関連法」とい

う。）が含まれ、本書に記載の法の変更の影響は、かかる法、規則又は規制により生じる法の変更にもあてはまる。

さらに、ウォールストリート関連法に関連して課される追加の資本費用又はその他の規制上の自己資本要件は、そ

れが重大なものである場合、本定義の(b)(ⅱ)における「本社債に基づく自身の義務を履行する上で負担する費用

が著しく増加することになる」場合に該当する。 

「通貨障害事由」とは、任意のシリーズの本社債に関して、一つ又は複数の通貨に影響を及ぼす事象の発生又は

かかる事象の公的な宣言で、決済通貨に関する義務を履行し又はその他の方法でかかるシリーズの本社債の支払・

決済又はヘッジを行う発行会社の能力が著しく阻害され又は損われると発行会社がその単独かつ絶対的な裁量に

より判断するものをいう。 

「ヘッジ障害」とは、発行会社及び/又はそのいずれかの関連会社が、商業的に合理的な努力を尽くした上で、(A)

本社債に関する発行及び自身の債務の履行に係る価格リスクをヘッジするために発行会社が必要と判断する取引

若しくは資産の取得、設定、再設定、代替、維持、解約若しくは処分を行うことができない場合、又は(B)かかる

取引若しくは資産による利益を換価、回収若しくは送金することができない事態をいう。 

「ヘッジ費用の増加」とは、発行会社及び/又はそのいずれかの関連会社が(A)本社債に関する発行及び自身の債

務の履行に係る価格リスクをヘッジするために発行会社が必要と判断する取引若しくは資産の取得、設定、再設定、

代替、維持、解約若しくは処分を行うため、又は(B)かかる取引若しくは資産による利益を換価、回収若しくは送

金するために負担する税金、課徴金、費用又は料金（委託売買手数料を除く。）の金額が（本社債の約定日におい

て存在する状況と比較して）著しく増加することになる場合をいう。但し、発行会社の信用力の悪化のみを原因と

して生じた著しい費用の増加は、ヘッジ費用の増加とはみなされない。 

「期限前償還額」とは、本社債の期限前償還又は消却に関して、期限前償還又は消却を発生させた事由の発生後

の当該社債の時価の比例按分額に対して、本社債の期限前償還又は消却にあたり発行会社により（又は発行会社に

代わって）負担される（又は負担されることが予想される）すべての費用、損失、経費及び現地市場費用（ヘッジ

解除費用及び期限前返済手数料を含むが、これにより前記を反復又は制限するものではない。）を考慮した調整を

行った金額として計算代理人が決定した額面金額をいう。計算代理人は、期限前償還額の決定にあたり、実勢市場

価格及び/若しくは独自の価格決定モデルを使用することができ、又は（これらの価格決定方法により商業上合理

的な結果が得られないと思われる場合には、）かかる期限前償還額を商業上合理的な方法により見積もることがで
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きる。期限前償還額は、本社債の期限前償還又は消却を発生させた事由の発生後、合理的な範囲で可及的速やかに、

計算代理人により決定される。計算代理人は、「債務不履行事由」（以下に定義される。）の発生後のいずれかの

時点で期限前償還額を計算する際、かかる債務不履行事由が本社債の時価に及ぼす影響を無視するものとする。 

「ヘッジ・ポジション」とは、発行会社又はその関連会社が個別に又はポートフォリオ・ベースで本社債に関す

る発行会社の義務をヘッジするために購入、売却、加入又は継続する一つ又はそれ以上の①証券、オプション、先

物、デリバティブ若しくは外国為替に関するポジション若しくは契約、②株式貸借契約、又は③その他の商品若し

くは合意をいう。 

「現地市場費用」とは、①参照資産又はヘッジ・ポジションの現地市場において生じた一切の費用、料金、手数

料、発生額、源泉徴収額及び経費、並びに②参照資産又はヘッジ・ポジションの現地市場における外国為替取引の

停止又は決済の遅延若しくは不履行の結果として生じた一切の費用、損失及び経費をいう。計算代理人は、かかる

現地市場費用を決定するにあたり、(i)発行会社又は（場合により）その関連会社がそのヘッジ・ポジションに基

づき受けると思われる支払又は交付の金額及び時期、(ⅱ)ヘッジ・ポジションが非流動資産若しくは非市場性資産

（評価額がゼロとなる可能性があるもの）又はシンセティック・ヘッジ（時価評価がゼロとなる可能性がある場合

又はヘッジ・ポジションの取引相手に対してイン・ザ・マネーの状態にある場合）を含むか否か、並びに(ⅲ)発行

会社又はその関連会社が偶発債務（分配金の返金その他の方法で支払を行う義務を含む。）を負うこととなるか否

かを考慮に入れることができる。 

(3) 買入れ及び消却 

発行会社又はそのいずれかの子会社は随時、公開市場その他において、いかなる価格においても本社債（但し、当

該社債に関する満期が到来していない一切の利札が当該社債券に添付されており、又は当該社債券とともに提出され

ることを条件とする。）を買入れることができる。 

前記のとおり発行会社若しくはそのいずれかの子会社により又は発行会社若しくはそのいずれかの子会社に代わっ

て買入れが行われた本社債はすべて、これを満期が到来していない一切の利札とともに発行・支払代理人に提出する

ことにより消却のために提出することができ（但し、これは義務ではない。）、そのように提出された場合、発行会

社により償還されたすべての本社債とともに、直ちに（当該社債券に添付された、又は当該社債券とともに提出され

た、満期が到来していない一切の利札とともに）消却される。前記のとおり消却のために提出されたあらゆる社債は、

再発行又は再販売することはできず、かかる社債に関する発行会社の義務は免除される。 

３．支払 

 本社債に関する元利金の支払は、以下の規定に従い、米国外に所在する支払代理人の事務取扱店舗において（元本

の支払の場合及び償還後の利息の場合には）関連する社債券又は（償還後の利息以外の利息の場合には）関連する利

札（適宜）を呈示及び提出すること（又は、支払われるべき金額若しくは受取可能資産の一部の支払若しくは交付の

場合には、それらに裏書すること）と引き換えに、また決済条件に従うことを条件として行われ、(a)支払の場合は、

（該当する場合には、非米国実質所有の証明を行うことを条件として）口座開設銀行宛てに振り出される、関連通貨

で支払われる小切手により、又は（所持人の選択により）口座開設銀行における当該通貨建ての口座（日本の非居住

者に対する円貨での支払の場合、非居住者口座とする。）への振込みにより、また(b)交付の場合には、社債権者に通

知される方法により行われる。 

 無記名式の本社債の所持人は、本項に従ってなされる振込みが支払期日後に当該所持人の口座に到達したことによ

りかかる社債につき支払われるべき金額の受領が遅れたことについて、利息その他の支払を受ける権利を有さない。 

 本社債券には、発行・支払代理人により又は発行・支払代理人に代わって、当該社債券についてなされた各支払及

び交付が記録され、かかる記録はその支払又は交付がなされたことの明白な証拠となる。 

 本社債又は利札に関して特定の金額が支払われるべきものと明示されている、又はその他の方法で支払われるべき
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ものと決定されているその日が、(i)営業日、且つ(ii)（確定社債券の場合に限り）社債券又は利札の呈示場所におい

て、商業銀行及び外国為替市場が支払の決済を行い、通常の業務（外国為替及び外貨預金取引を含む。）を営んでい

る土日以外の日でない場合には、その支払は(i)営業日、且つ(ii)（確定社債の場合に限り）社債券又は利札の呈示場

所において、商業銀行及び外国為替市場が支払の決済を行い、通常の業務（外国為替及び外貨預金取引を含む。）を

営んでいる土日以外の日に該当する直後の日まで行われず、かかる社債券又は利札の所持人は、かかる支払遅延につ

いて追加の支払を受ける権利を有さない。 

 なお、当初の発行・支払代理人の名称及びその指定事務取扱店舗は以下に記載するとおりである。 

発行・支払代理人 

ザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン 

(The Bank of New York Mellon) 

英国 ロンドン E14 5AL ワン・カナダ・スクエア  

(One Canada Square, London E14 5AL, United Kingdom) 
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４．本社債の地位 

 本社債及びそれに関する利札は発行会社の無担保かつ非劣後の債務を構成し、本社債間において同順位である。本

社債及びそれに関する利札に基づく発行会社の支払義務は、発行会社のその他の現在及び将来の無担保・非劣後の債

務（強制的かつ一般的に適用される法律の規定により優先権が認められる債務を除く。）と同順位である。本社債は、

発行会社の預金を証明するものではなく、いかなる政府又は政府機関によっても保証されていない。 

５．課税 

 発行会社が租税に関する源泉徴収又は控除を行うことが法律により要求される場合その他本要項に開示されている

場合を除き、社債権者は、利息の支払、利息額、若しくは本社債の所有、譲渡、売却、償還、権利執行若しくは消却、

又は決済金額及び／若しくは本社債に関するその他の支払（適宜）に起因し、或いはそれらに関連して支払われるべ

き一切の租税を支払わなければならない。発行会社は、社債権者が負担するかかる租税について責任を負わず、その

他の方法でかかる租税に関する金額を支払う義務を負わない。 

 本社債に関する支払は全て、英国（又は英国の、若しくは英国内に所在する、課税権限を有する当局若しくは行政

下部機関（それぞれを「税務当局」という。））により賦課、徴収、回収、源泉徴収又は査定されるあらゆる性質の

現在又は将来の租税に関する源泉徴収又は控除のない状態で、かかる源泉徴収又は控除を行うことなく、支払われる。

但し、かかる源泉徴収又は控除が法律上要求される場合はこの限りではない。 

 英国の税務当局が源泉徴収又は控除を要求する場合、発行会社は、かかる源泉徴収又は控除の後で社債権者が受領

できる純額を、かかる源泉徴収又は控除が存在しなければかかる社債権者が受領しえた金額と等しくするために必要

な追加額（以下「追加額」という。）を支払う。前記にかかわらず、以下のいずれかに該当する場合は、本社債につ

いて追加額は支払われない。 

(a) 社債権者が単に本社債又は利札を保有するという事実以外に英国と特定の関係を有することによりかかる社債

について租税の支払義務を負う場合、かかる社債権者又はその代理を務める第三者に対しては、追加額は支払わ

れない。 

(b) 社債権者が、法律上の要件を遵守し若しくはかかる要件を第三者に遵守させることにより、又は、関連する本社

債若しくは利札が支払を受けるために呈示された場所において非居住者である旨の申告その他同様の非課税の

申請を課税当局に対して行い又はかかる申告を第三者に行わせることによりかかる控除又は源泉徴収を合法的

に回避しえたにもかかわらずそのように回避していない場合、かかる社債権者又はその代理を務める第三者に対

しては、追加額は支払われない。 

(c) 米国内国歳入法（その後の改正を含む。）第1471条乃至第1474条、同法に関する現在若しくは将来の規則若しく

は公式解釈、同法第1471条b項に基づき締結される協定、又は同法のこれらの条項の実施に関連して締結される

政府間協定に基づき適用される財務若しくは規制に関する法律、規則若しくは慣習に基づき、かかる控除又は源

泉徴収が要求される場合。 

(d) 社債券が、かかる支払の最初の支払期日（発行・支払代理人が支払われるべき金員の全額をかかる支払期日以前

に適式に受領していない場合には、かかる金員の全額が適式に受領された日）から30暦日を過ぎてから支払を受

けるために呈示された場合。但し、社債権者が当該社債券をかかる30日間の最終日に支払を受けるために呈示し

た場合に追加額を受ける権利を有していたと思われる場合を除く。 

(e) かかる源泉徴収又は控除が特定の個人に対する支払に課されており、欧州理事会指令（2003/48/EC）若しくは貯

蓄所得に対する課税に関する2000年11月26日から27日に開催されたECOFIN理事会の決定を実施するその他の指

令又はかかる指令を実施し若しくは遵守し、若しくはかかる指令に適合させるための法律に従って行う必要があ

る場合。 

(f) 社債券又は利札が、かかる源泉徴収又は控除が適用されない別の支払代理人に当該社債券又は利札を呈示するこ

とによりかかる源泉徴収又は控除を回避しえた社債権者により、或いはかかる社債権者の代理人により、支払を

受けるために呈示された場合。 

(g) 社債券又は利札の呈示を受ける発行・支払代理人又は支払代理人が満足できる限度で、かかる社債権者が適用あ
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る証明、身分証明又は報告要件を充足することにより、或いは非居住者である旨の申告その他同様の非課税の申

請を関連する課税当局に対して行うことによりかかる源泉徴収又は控除を回避することができない旨が証明さ

れていない場合。 

 かかる源泉徴収又は控除が法律により要求される場合、本社債に関する支払に対する源泉徴収又は控除の適用は、

それが発行会社により、若しくは発行会社のために行われる場合は「発行会社課税事由」とみなされる。 

 本要項において(Ⅰ)「元本」は本社債に関して支払われるべきあらゆるプレミアム、決済金額及び本要項第2項に従

って支払われるべき元本の性質を有するその他一切の金額を含むものとみなされ、(Ⅱ)「利息」は一切の利息額及び

本要項第1項（又はこれに対する変更若しくは補足）に従って支払われるべきその他一切の金額を含むものとみなされ、

(Ⅲ)「元本」及び／又は「利息」は本項に基づいて支払われるべきあらゆる追加額を含むものとみなされる。 

６．債務不履行事由 

 以下のいずれかの事由が発生し継続している場合、本社債のいずれかの所持人は、かかる社債が、期限前償還額に

て償還されるべき旨を発行・支払代理人に対してその指定事務取扱店舗宛てに通知することができ、かかる社債はそ

れにより直ちに償還期限が到来する。 

(a) 本社債の利息が支払期日から14暦日以内に支払われていない場合。但し、発行会社は、かかる金額（以下「留保

金額」という。）が強制的な法律、規則又は正当な管轄権を有する裁判所の命令を遵守するために支払われなか

った場合には、債務不履行とはみなされない。かかる法律、規則又は命令の有効性又は適用性について疑義が存

在する場合、発行会社は、かかる14暦日の間に独立した法律顧問から発行会社に与えられた助言に従って行為し

た場合には、債務不履行とはみなされない。 

(b) 発行会社が本社債のその他の条項に違反した場合で、かかる違反が本社債の所持人の利益を実質的に損なう方法

によるものであり、且つ当該違反が、発行済みの本社債の額面金額又は数（適宜）の少なくとも10分の1を保有し、

違反の治癒を要請する社債権者から発行会社が違反の通知を受領してから30暦日以内に治癒されない場合。 

(c) 発行会社を清算する旨の命令がなされた場合又はその旨の有効な決議が可決された場合（かかる社債の所持人の

特別決議により事前に承認された条件での再建、合併又は吸収合併の計画に関連する場合を除く。）。 

７．時効 

 発行会社に対する、本社債及び/又は利札（本項においては利札引換券は含まれない。）にかかる支払又は交付に関

する請求は、それらについての適切な支払日から10年（元本の場合）又は5年（利息の場合）以内に行われない限り、

時効消滅し、無効となる。 
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８．社債券の交換 

 社債券又は利札が紛失、盗失、毀損、汚損又は破損した場合、かかる社債券又は利札は、適用される一切の法令及

び関連証券取引所又はその他の関連当局の規制要件に従って、発行・支払代理人、又は発行会社が随時かかる目的の

ために指定し、その指定につき社債権者に通知するその他の支払代理人若しくは名義書換代理人の指定事務取扱店舗

において、交換に関して発生する料金、経費及び租税を請求者が支払った上で、また発行会社が要求する証拠、担保

及び補償その他の条件に従って、交換することができる。本社債券又は利札が毀損又は汚損した場合には、代わりの

社債券又は利札が発行される前に当該社債券又は利札を提出しなければならない。 

９．追加の発行 

 発行会社は随時その自由裁量で、社債権者又は利札所持人の同意を得ることなく、本社債と同様の条件が適用され

るあらゆるシリーズの追加の社債を設定及び発行することができ、かかる社債は当該シリーズの社債に統合され、そ

れらとともに一つのシリーズを構成する。 

10．通知 

(1) 社債権者に対する通知 

社債権者に対するあらゆる通知は、以下のいずれかに従ってなされた場合に、適式になされ効力を有するものとみ

なされる。 

 (a) 英国で一般に刊行されている日刊新聞（「フィナンシャル・タイムズ」となる予定）において公告された場

合。この場合、最初に公告された日において通知がなされたものとみなされる。 

 (b) （本社債が関連証券取引所に上場されており、又は関連当局により取引を認められている場合は）当該証券

取引所又はその他の関連当局の規則及び規制に従って通知がなされた場合。この場合、かかる規則及び規制に

従って最初に送信又は公告がなされた日に通知がなされたものとみなされる。 

 (c) 上記で要求されている公告又は郵送に代えて、社債権者に対する通知を関連決済システムに対して送付する

ことができるが、適用ある場合には、前(b)項に従って要求される公告その他の要件も遵守することを条件とす

る。この場合、（その後の公告又は郵送にかかわらず、）該当する関連決済システムに転送されるよう発行・

支払代理人に対して最初に送信された日において通知がなされたものとみなされる。 

前(a)項又は(b)項に従って要求される公告を行うことができない場合、通知は、欧州で刊行されているその他の主

要な英文の日刊新聞において公告された場合に、その最初の公告日において有効に行われたものとみなされる。 

利札の所持人は、あらゆる目的上、本項に従って社債権者に送付された通知の内容について通知を受けたものとみ

なされる。 

(2) 発行会社及び代理人に対する通知 

あらゆるシリーズの本社債について、発行会社及び/又は代理人に対する一切の通知は、マスター代理人契約に規定

された住所に宛てて、又は本項に従って社債権者に送付される通知により発行会社及び/又は代理人が指定するその

他の者又は場所に宛てて送付されるものとする。 

(3) 通知の有効性 

いずれかの通知が有効であり又は適式に完成され、適切な様式でなされているか否かについての判断は、発行会社

及び関連決済システムにより、発行・支払代理人と相談の上でなされ、かかる判断は発行会社、諸代理人及び社債権

者に対して決定的かつ拘束力を有するものである。 

無効、不完全又は適切な様式でないと判断された通知は、発行会社及び関連決済システム（該当する場合）が別途

合意しない限り、無効となる。本規定は、新たな又は訂正された通知を交付するために通知を交付する者の権利を損

なうものではない。 

発行会社、支払代理人、登録機関又は名義書換代理人は、かかる通知が無効、不完全又は適切な様式でないと判断

された場合には、当該通知を提出した社債権者に迅速にその旨を通知するべく、一切の合理的な努力を尽くす。自身
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の側に過失又は故意の不正行為がない場合には、発行会社、関連決済システム又は代理人（適宜）のいずれも、通知

が無効、不完全若しくは適切な様式でない旨の社債権者に対する通知又は判断に関連して自身が行った行為又は不作

為につきいかなる者に対しても責任を負わない。 

11．変更及び集会 

(1) 本要項の変更 

発行会社は、社債権者の同意を得ることなく、本要項に対して、発行会社の単独の意見において社債権者の利益を

実質的に損なわない変更、或いは形式的、軽微若しくは技術的な性質の変更、又は明白な誤りを訂正するため若しく

は発行会社が設立された法域における強制的な法律の規定を遵守するため若しくは本要項中に含まれる瑕疵ある規

定を是正、訂正若しくは補足するための変更を行うことができる。 

かかる変更の一切は社債権者に対して拘束力を有し、かかる変更の一切は、本要項第10項に従ってその後可及的速

やかに社債権者に通知される。かかる通知を送付しなかった或いはかかる通知を受領しなかったとしても、それらは

かかる変更の有効性に影響しない。 

(2) 社債権者集会 

マスター代理人契約には、特別決議（マスター代理人契約に定義される。）による本要項又はマスター代理人契約

の変更の承認を含め、社債権者の利益に影響する事項を審議するための社債権者の集会の招集に関する規定が含まれ

ている。社債権者には、少なくとも21暦日（通知が送付された日及び集会が開催されることとなっている日を除く。）

前に、集会の日時及び場所を明記した通知が送付される。 

かかる集会は、発行会社又は当該時点において発行済みの本社債の額面金額の10％以上を保有する社債権者により、

招集することができる。社債権者集会の定足数（特別決議（以下において定義する。）を可決するための集会の場合

を除く。）は、本社債の過半数（保有又は代表される本社債の額面金額又は数量を基準として）を保有又は代表する

2名以上の者とする。但し、かかる集会の議事に（とりわけ）下記(ⅰ)乃至(ⅷ)の議案の審議が含まれる場合には、

定足数は当該時点において発行済みの本社債の額面金額の75％以上又は（延会の場合は）25％以上を保有又は代表す

る2名以上の者とする。(ⅰ)本社債の満期日若しくは償還日、本社債の行使日若しくは失効日、或いは本社債に関す

る利息若しくは利息額の支払日を変更すること、(ⅱ)本社債の額面金額若しくは本社債の償還若しくは行使につき支

払われるべきプレミアムを減額若しくは消却すること、(ⅲ)本社債に関する利率を引き下げ、若しくは本社債に関す

る利率若しくは利息の金額を算定する方法若しくは基準、若しくは本社債に関する利息額を算定する基準を変更する

こと、(ⅳ)適用ある条件決定補足書に、利率の上限及び/若しくは下限、若しくは取引可能金額若しくは受領可能資

産の上限及び/若しくは下限が定められている場合には、かかる上限及び/若しくは下限を引き下げること、(ⅴ)決済

金額若しくは受領可能資産を算定する方法若しくは基準を変更すること（要項に定められている変更を除く。）(ⅵ)

本社債の支払通貨若しくは表示通貨を変更すること、又は(ⅶ)社債権者集会に必要な定足数若しくは特別決議の可決

に必要な過半数に関する規定を変更すること。マスター代理人契約には、発行済みの本社債の額面金額の90％以上を

保有する所持人により、又はかかる所持人に代わって署名された書面による決議は、あらゆる目的上、適式に招集及

び開催された社債権者集会において可決された特別決議と同様に効力を有するものとみなされる旨規定されている。

かかる書面による決議は一つの文書として作成することも、同じ形式の複数の文書として作成することもでき、各文

書は1名又は複数名の社債権者により又はかかる社債権者に代わって署名されるものとする。 

マスター代理人契約の条件に従い適式に招集及び開催された集会において、かかる集会で投じられた票の75％以上

の過半数により可決された決議を特別決議とする。かかる集会において適式に可決された特別決議は、自身が集会に

出席していたか否かにかかわらず、償還されていない本社債を除いて、すべての社債権者に対して拘束力を有する。 
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12．諸代理人 

(1) 諸代理人の任命 

発行・支払代理人、支払代理人、登録機関、名義書換代理人及び計算代理人は、発行会社の代理人としてのみ行為

するものであり、社債権者に対していかなる義務も負わず、また社債権者のために或いは社債権者との間で、代理人

又は信託の関係を有さない。発行会社は随時、既に任命した発行・支払代理人、その他の支払代理人、登録機関、名

義書換代理人又は計算代理人を変更又は解任し、追加の又は別の支払代理人又は名義書換代理人を任命する権利を有

する。但し、発行会社が常に、(a)発行・支払代理人1名、(b)（記名式社債券に関しては）登録機関1名、(c)（記名

式社債券に関しては）名義書換代理人1名、(d)（本要項により要求される場合には）1名又は複数の計算代理人、(e)

欧州の主要都市2つ以上に指定事務取扱店舗を有する支払代理人、(f)本社債が上場されるその他の証券取引所により

要求されるその他の代理人、及び(g)（（e）又は（f）に従って条件が既に満たされている場合を除き）EC理事会指

令（2003/48/EC）若しくは2000年11月26日から27日に開催されたECOFIN理事会の決定を実施するその他の指令又はか

かる指令を施行若しくは遵守する法律若しくはかかる指令に従うために導入される法律に従って税金の源泉徴収又

は控除を行う義務を負わない、欧州連合加盟国内に指定事務取扱店舗を有する支払代理人1名を擁していることを条

件とする。代理人の解任及び代理人の指定事務取扱店舗の変更に関する通知は、本要項第10項に従って社債権者に送

付される。 

(2) マスター代理人契約の変更 

発行会社は、それが社債権者の利益を実質的に損うものでないと発行会社が判断した場合、又はかかる変更が形式

的、軽微若しくは技術的な性質のものであるか、明白な誤りを訂正するため、適用法の強制的な規定を遵守するため、

或いはマスター代理人契約に含まれる瑕疵ある規定を是正、訂正若しくは補足するために変更が行われる場合に限り、

マスター代理人契約の変更を認め、又は同契約に対する違反若しくは違反の予定、若しくは同契約の不遵守を宥恕若

しくは承認することができる。 

かかる変更は社債権者に対して拘束力を有し、変更後可及的速やかに本要項第10項に従って社債権者に通知される。

但し、かかる通知が送付されなかった又は社債権者により受領されなかった場合でも、かかる変更の有効性又は拘束

力に影響を及ぼすものではない。 

(3) 発行会社及び諸代理人の責任 

発行・支払代理人及び計算代理人（場合に応じて）は、本要項に基づいて行なわれた計算及び決定又は行為の誤り

又は懈怠について、いかなる者に対しても責任又は債務を負わず、かかる計算及び決定はすべて（明白な誤りの場合

を除く。）、発行会社、諸代理人及び社債権者に対して最終的で拘束力を有するものとする。 

発行会社又は代理人のいずれも、（国内外の）法律の制定、（国内外の）公共機関の介入、戦争、ストライキ、封

鎖、ボイコット又はロックアウトその他同様の事象又は状況に起因する損失又は損害につき、責任を負わない。スト

ライキ、封鎖、ボイコット及びロックアウトに関する責任の制限は、当事者のいずれかがかかる措置を講じた場合又

はそれらの対象となった場合にも適用されるものとする。発行会社又は代理人はいかなる場合でも（自身の側に詐欺

行為があった場合を除く。）、社債権者が被った損失、損害、債務、費用、請求、訴訟又は要求につき、社債権者に

損害賠償金を支払う義務を負わない。また、発行会社又は代理人はいかなる場合でも、逸失利益、間接的損失若しく

は損害、又は結果的損失若しくは損害につき、（かかる損失が生じる可能性について事前に通知を受けていたか否か

にかかわらず）社債権者に対して責任を負わない。 

発行会社又は諸代理人のいずれかが、（国内外の）法律の制定、（国内外の）公共機関の介入、戦争、ストライキ、

封鎖、ボイコット又はロックアウトその他同様の事象又は状況により支払又は交付の実施を妨げられる場合、当該事

象又は状況が解消されるまでの間、かかる支払又は交付を延期できるものとし、この場合、かかる延期につき追加額

の支払又は交付を行う義務は生じない。 

13．1999年（第三者の権利に関する）契約法 

 いかなる者も、1999年（第三者の権利に関する）契約法に基づいて本社債の条件を実施する権利を有さない。 
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14．準拠法及び管轄 

(1) 関連する別紙の規定に従うことを条件として、本社債、利札及びマスター代理人契約、並びにそれらに起因又は関

連して生じる一切の契約外の義務は、イングランド法に準拠し、同法に従って解釈される。 

(2) 関連する別紙の規定に従うことを条件として、本社債、利札及び/又はマスター代理人契約に起因又は関連して生じ

る一切の紛争については、イングランドの裁判所がその専属的管轄権を有し、したがってそれらに起因又は関連し

て生じるあらゆる訴訟又は法的手続（以下「法的手続」という。）はかかる裁判所に提起される。 

15．様式、額面、所有権及び譲渡 

(1) 様式、額面 

本社債は、各本社債の額面1,000ニュージーランド・ドルの無記名式で発行され、記名式社債券に交換することはで

きない。 

本社債は当初、包括様式により発行され、特定の事由が生じた場合に限り確定様式の本社債券に交換することがで

き、包括様式の社債券は当該包括社債券の要項に従って確定社債券に交換される。かかる事由が生じた場合、発行会

社は本要項第10項に従って迅速に社債権者に通知する。 

(2) 所有権 

社債券及び利札の所有権はマスター代理人契約の規定に従って交付により移転する。 

発行会社及び関連する諸代理人は、（法律により別途要求されるか、又は正当な管轄権を有する裁判所により別途

命令を受けた場合を除き）あらゆる無記名式社債券又は利札の所持人（以下において定義される。）を、あらゆる目

的上（かかる社債券の支払期日超過の有無を問わず、また所有権、信託若しくはかかる社債券に対する持分に関する

通知、かかる社債券面上（又はそれを表章する包括社債券面上）の書き込み、又はかかる社債券の盗失若しくは紛失

にかかわらず）その完全な所有者とみなし、そのように扱い、いかなる者も所持人をそのように扱うことにつき責任

を負わない。 

本要項において、「社債権者」とは、無記名式社債券の持参人又は記名式社債券がその名義において登録されてい

る者をいい、「所持人」とは、無記名式社債券又は利札に関しては当該無記名式社債券又は利札の持参人をいい、記

名式社債券に関しては記名式社債券がその名義において登録されているものをいう。 

(3) 無記名式社債券の譲渡 

前記の規定に従うことを条件として、無記名式本社債券及び利札の所有権は、交付により移転する。 

 

課税上の取扱い 

課税一般について 

 以下に記載された情報は、現在本社債について適用される税法及び慣行の完全な要約ではない。本社債に関する

取引（購入、譲渡、償還、消却及び/又は行使を含む）、本社債に対する金利又はプレミアムの発生又は受領、受

領可能資産の交付及び本社債の所持人の死亡は、潜在的な買主に税務上の影響を与える可能性がある。税務上の影

響は、とりわけ潜在的な買主の税務上の居住地及び/又は地位によって異なりうる。それゆえ本社債の潜在的な買

主は、本社債に関する取引により生ずる税務上の取扱い、又は買主が税務上居住者とされる、若しくは納税の義務

を負っている法域における税法上の影響について、各自の税務顧問に助言を求めるべきである。とりわけ、関係課

税当局が本社債に基づく支払をどのように特徴付けるかについては、いかなる表明もなされない。 

 本社債の買主及び/又は売主は、本社債の発行価格又は購入価格（異なる場合）に加えて、印紙税及びその他の税

の支払を要求される可能性がある。 

１．英国の租税 

 以下は、英国の現行の税法及び英国歳入税関庁の公表済みの実務に基づく一般的な記載であり、英国の課税に関
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する特定の側面のみに関連して、当行が英国の現行の法律及び実務につき理解している事項を要約したものである。

下記は、すべての事項を網羅したものではない。また、本社債の実質的所有者のみに関するものであり、特別規則

の適用対象となる、特定のクラスの納税者（本社債の取引を業とする者、特定のプロ投資家及び発行会社又は保証

会社と関係を有する者）に対しては適用されない。 

 本社債の保有者になろうとする者で、英国以外の法域で課税される可能性のある者又は課税状況について確信が

持てない者は、各自で専門家の助言を受けるべきである。 

(1) 本社債に対する利息の支払 

(ⅰ) 発行会社による利息の支払 

 発行会社は、発行会社が 2007 年所得税法（以下「本件法」という。）の第 991 条に定義される銀行である限

り、かつ、本社債に対する利息が本件法第 878 条に定義される通常の業務過程において支払われる限り、英国

の租税に関して源泉徴収又は控除を行うことなく利息を支払うことができる。 

(ⅱ) 特定の本社債権者への利息の支払 

 本社債の利息は、その支払が行われる時点において発行会社が以下のいずれかに該当すると合理的に確信で

きる場合には、英国の租税に関して源泉徴収又は控除を行うことなくこれを支払うことができる。 

(a) 本社債につき支払われる利息を実質的に受ける権利を有する者が、かかる利息の支払に関して英国法人税

の課税対象となっていること。 

(b) 支払が本件法第 936 条に記載の課税が免除される団体又は者の区分の一つに対してなされること。 

 但し、英国歳入税関庁が、（かかる利息の支払が、支払が行われる時点において「除外される支払」に該当

しないと同庁が確信する合理的な根拠を有する場合において）税金を控除した上で利息を支払うよう指示した

場合はこの限りではない。 

(ⅲ) その他の源泉徴収 

 その他の場合には、他の非課税若しくは免除規定を利用できる場合、又はかかる免除について適用される二

重課税防止条約により英国歳入税関庁から別途の指示を受けた場合を除いて、基準税率により、本社債の利息

の支払から英国の所得税に関して一定の額の源泉徴収を行うことを要する場合がある。 

 さらに、他の非課税若しくは免除規定を利用できる場合、又はかかる免除について適用される二重課税防止

条約により英国歳入税関庁から別途の指示を受けた場合を除いて、英国の課税上、かかる支払が利息に該当し

ないものの、年次の支払又は（現物決済が可能な社債券の場合は）「マニュファクチャード・ペイメント」の

いずれかに該当する場合には、基準税率により、本社債の支払から英国の所得税に関して一定の額の源泉徴収

を行うことを要する場合がある。 

(2) 報告要件 

 英国内の者で、個人である他者に利息を支払うか又はかかる他者に代わって利息を受領する者は、受取人又は利

息を受領する権利を有する者の身元に関して英国歳入税関庁に一定の情報を提供することを要求される可能性があ

る。特定の状況においては、かかる情報が他国の税務当局との間で交換される場合がある。 

 上記の規定は、特定の状況においては、「割引率の高い有価証券」（2005 年所得税（取引その他の収入）法第 4

部第 8章に定義される。）に該当する本社債の償還時に支払われるべき金額の支払にも適用される可能性がある。

しかしながら、英国歳入税関庁の公表済みの実務によれば、かかる情報は、2011 年 4 月 5日より前に支払われたか

かる償還金額については必要とされないことになっている。 

 本社債の見込み所持人においては、貯蓄所得に対する課税に関する EU 指令に関する下記の開示も参照されたい。 

 

貯蓄所得に対する課税に関する EU 指令 

 貯蓄所得に対する課税に関する欧州理事会指令（2003/48/EC）（以下「本件指令」という。）に基づき、EU の各
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加盟国は、その法域内の者から別の加盟国に居住する個人に対して行われた利息若しくはこれに類する所得の支払、

又はその法域内の者が別の加盟国に居住する個人のために回収した支払について、その支払の詳細をかかる別の加

盟国の税務当局に提供することを要求される。但し移行期間中は、オーストリア及びルクセンブルグは、（それぞ

れが別途の選択を行わない限り）この要件に代えて、かかる支払について時の経過に伴い 35％まで増加する率にて

税額を差し引く源泉徴収制度を適用する。移行期間は、一定の非 EU 地域がかかる支払に関して情報の交換に同意

した後、最初の 12 カ月間の会計年度が終了した時点で終了する予定である。 

 また、多数の非 EU 加盟国（スイスを含む。）及び特定の加盟国内の独立した地域又は特定の加盟国に関係する地

域が、その法域内の者から加盟国内の個人若しくは加盟国内の一定のその他の者に対して行われた支払、又はその

法域内の者が加盟国内の個人若しくは加盟国内の一定のその他の者のために回収した支払に関して、同様の手法（情

報の提供又は移行的な源泉徴収のいずれか）を採用している。さらに、加盟国は、かかる独立した地域又は関係す

る地域の一部との間で、加盟国内の者からかかる地域の一つに居住する個人に対して行われた支払、又は加盟国内

の者がかかる地域の一つに居住する個人のために回収した支払に関して、情報の相互提供又は移行的な源泉徴収に

関する取り決めを行った。 

 本社債の見込み所持人においては、欧州委員会が本件指令を改正する提案を公表済みである点に留意されたい。

提案されている改正が実施された場合、とりわけ、本件指令の適用範囲が(ⅰ)EU 加盟国に居住する個人を最終的な

受益者とする一定の中間的組織（加盟国において設立された組織であるか否かを問わない。）を通じて行われた支

払及び(ⅱ)利息に類するより広範囲の所得、に拡大される可能性がある。 

２．日本国の租税 

 本社債に投資しようとする申込人は、各申込人の状況に応じて、本社債に投資することによるリスクや本社債に

投資することが適当か否かについて各自の財務・税務顧問に相談する必要がある。 

 日本国の居住者及び内国法人が支払を受ける本社債の利息及び本社債の償還により支払を受ける金額が本社債の

発行価額を超える場合の差額は、日本国の租税に関する現行法令の定めるところにより一般的に課税対象となる。

なお、本社債の譲渡により生ずる所得については、譲渡人が法人である場合は益金となるが、個人である場合には

（一定の例外を除き）日本国の租税は課されない。上記にかかわらず、日本国の居住者である個人が2016年1月1日

以後に本社債を譲渡した場合には、その譲渡により生ずる所得は、課税対象となる。 

 日本国の非居住者及び外国法人が本社債を日本国内において譲渡したことにより生ずる所得については、譲渡人

が日本国内に恒久的施設を有する外国法人である場合を除いて、原則として日本国の租税は課されない。ただし、

かかる外国法人の納税義務は、適用される租税条約の規定により、さらに限定され又は免除されることがある。 

 

本社債に関するリスク要因 

 本社債への投資には一定のリスクが伴う。各投資家は、本社債へ投資することが適切か否か判断するにあたり、以下

に記載されるリスク要因及びその他のリスク要因を検討すべきである。但し、以下の記載は本社債に関連するすべての

リスクを完全に網羅することを意図したものではない。 

本社債につき支払われる金額 

 本社債の元金及び利息はニュージーランド・ドルにより支払われる。かかる支払額の日本円相当額は、支払日に有効

な日本円・ニュージーランド・ドル間の為替レートにより異なる。そのため、元金及び利息の支払額の日本円建での相

当価値は変動する場合があり、日本円により投資を行った者は、本社債に対する日本円による投資額を全額回収するこ

とができない場合がある。 

日本円・ニュージーランド・ドル間の為替レート 

 上述のとおり、日本円・ニュージーランド・ドル間の為替レートの変動は、ニュージーランド・ドルによる利息支払

額及び元金支払額の日本円相当額に影響を及ぼし、したがって、利息支払の日又は償還期限前の本社債の価値にも影響

を及ぼす。通常の状況のもとでは、本社債の日本円建での相当価値は、ニュージーランド・ドルが日本円に対し強くな

る場合には上昇し、逆の場合には下落することが予想される。 

- 14 -



 

金利 

 本社債については、ニュージーランド・ドルによる一連の固定利息の支払が行われる。したがって、各本社債の価値

はニュージーランド・ドルの金利の変動の影響を受ける。通常の状況のもとでは、本社債の価値は、ニュージーランド・

ドルの金利が低下する場合には上昇し、逆の場合には下落することが予想される。 

発行会社の格付、財務状況及び業績 

 発行会社の信用格付、財務状況若しくは業績が実際に変化した場合又はその変化が予想される場合、本社債の市場価

値に影響を及ぼすことがある。 

信用リスク 

 本社債の償還の確実性は、発行会社の信用力に依拠する。発行会社の信用状況が損なわれた場合、本社債を購入した

投資家に投資元本割れ等の損失が生じる可能性がある。 

流動性及び市場性 

 本社債についてその流通性や市場性は必ずしも保証されるものではなく、償還前の売却が困難になった場合、そのこ

とが売却価格に悪影響を及ぼすおそれがある。 

時価評価 

 償還前の本社債の価格は、金利の変動、発行会社の経営・財務状況の変化及びそれに伴う外部信用評価の変化（例え

ば格付機関による格付の変更）等により上下するため、時価評価の対象とされている場合、本社債の時価が投資元本を

下回る場合には償還前においても損失を被り、また、実際に償還前に売却する場合、売却金額が投資元本を割り込むこ

とがある。 

発行会社の格付け 

 一般的に発行会社の格上げが行われると本社債の価格は上昇し、格下げが行われると本社債の価格は下落すると予想

される。 

税制 

 将来において、本社債についての課税上の取扱いが変更される可能性がある。よって、本社債を保有しようとする者

は、本社債の購入、所有若しくは売却に関する税金面での取扱いにつき、必要に応じて税務顧問の助言を受けることが

望ましい。 

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】 

 該当なし。 

 

第二部【公開買付けに関する情報】 

 

 該当なし。 
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第三部【参照情報】 

 

第１【参照書類】 

  会社の概況及び事業の概況等法第5条第1項第2号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照すること。 

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】 

 

  事業年度 2012年度（自平成24年1月1日 至平成24年12月31日） 

  平成25年6月28日 EDINETにより関東財務局長に提出 

 

２【四半期報告書又は半期報告書】 

 

  事業年度 2013年度中（自平成25年1月1日 至平成25年6月30日） 

  平成25年9月30日 半期報告書をEDINETにより関東財務局長に提出 

 

３【臨時報告書】 

 

  該当なし。 

 

４【外国会社報告書及びその補足書類】 

 

  該当なし。 

 

５【外国会社四半期報告書及びその補足書類並びに外国会社半期報告書及びその補足書類】 

 

  該当なし。 

 

６【外国会社臨時報告書】 

 

  該当なし。 

 

７【訂正報告書】 

 

  訂正報告書（上記１の有価証券報告書の訂正報告書）を平成25年9月30日に関東財務局長に提出 

 

第２【参照書類の補完情報】 

 

  該当なし。 

 

第３【参照書類を縦覧に供している場所】 

 

  株式会社東京証券取引所 

  （東京都中央区日本橋兜町2番1号） 
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第四部【保証会社等の情報】 

 

 該当なし。 
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「参照方式」の利用適格要件を満たしていることを示す書面 

 
会社名  バークレイズ・バンク・ピーエルシー 

代表者の役職氏名 グループ財務担当取締役 クリストファー・ルーカス 

 

1 当社は 1年間継続して有価証券報告書を提出しております。 

 

2 当社は、本邦において本発行登録書の提出日（平成 25 年 7月 30 日）以前 5年間にその募集又は売出し

に係る有価証券届出書又は発行登録追補書類を提出することにより発行し、又は交付された社債券の券

面総額又は振替社債の総額が 100 億円以上であります。 

（参考） 

  （平成 21 年 7月 14 日（発行日）の募集） 

   バークレイズ・バンク・ピーエルシー第 3回円貨社債(2009) 

    券面総額又は振替社債の総額                 192 億円 
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有価証券報告書に記載すべき事項に関し重要な事実が発生したことを示す書面 
 

年次決算 
バークレイズ・バンク・ピーエルシーは、2014 年２月 11 日に年次決算を発表した。以下はその抄訳で

ある。 

作成の基礎 

バークレイズ・バンク・ピーエルシーはバークレイズ・ピーエルシーの完全所有子会社であり、バークレイズ・ピーエ

ルシーは当グループの最終的な親会社である。バークレイズ・バンク・ピーエルシーとバークレイズ・ピーエルシーの

連結財務書類は、ほぼ同じであり、国際財務報告基準（以下「IFRS」という。）に準拠した主な相違点は、以下の通り

である。 

・ バークレイズ・バンク・ピーエルシーが発行した優先株式は、バークレイズ・バンク・ピーエルシーの株式資本及

び株式払込剰余金に含まれているが、バークレイズ・ピーエルシーの非支配持分を表している。 

・ バークレイズ・バンク・ピーエルシーが発行した特定のキャピタル・ノートは、バークレイズ・バンク・ピーエル

シーのその他の株主資本に含まれているが、バークレイズ・ピーエルシーの非支配持分を表している。 

・ 従業員株式制度のため及びトレーディング目的で保有するバークレイズ・ピーエルシー株式は、バークレイズ・バ

ンク・ピーエルシーにおいて、それぞれ売却可能投資及びトレーディング・ポートフォリオ資産として認識される。

バークレイズ・ピーエルシーにおいては、株主資本からこれらの自己株式を控除する。 

・ 従業員株式制度の株式報奨の資金調達目的でバークレイズ・ピーエルシーが発行した株式は、決済されるまでの間、

バークレイズ・バンク・ピーエルシーにおいて負債、すなわちバークレイズ・ピーエルシーに対する未払金として

保有される。これらは、バークレイズ・ピーエルシーにおいて株式資本及び株式払込剰余金として計上される。 

・ バークレイズ・ピーエルシーが発行したトレーディング目的で保有するその他の資本性金融商品は、バークレイ

ズ・バンク・ピーエルシーにおいて、トレーディング・ポートフォリオ資産として認識される。バークレイズ・ピ

ーエルシーにおいては、株主資本からこれらの金融商品を控除する。 

・ 当グループでは、コンティンジェント・コンバーチブル・キャピタル・セキュリティ（以下「CCS」という。）の２

回の発行とコンティンジェント・キャピタル・ノート（以下「CCN」という。）の２回の発行が行われた。CCN によ

って、バークレイズ・ピーエルシーとバークレイズ・バンク・ピーエルシーには差異が生じる。CCN はいずれもバ

ークレイズ・バンク・ピーエルシーが発行したもので、保有者に利息と元本を支払う。ただし、バークレイズ・ピ

ーエルシーの連結上の CET１比率が７％を下回った場合には、いずれの債券も連結上、消却される。CCN の支払クー

ポンは、このようなリスクのない類似債券に対する市場金利を上回る金利である。これらの金融商品の会計処理は、

バークレイズ・ピーエルシーの連結財務書類とバークレイズ・バンク・ピーエルシーの連結財務書類では、以下の

点で異なる。 

－ CCN のうち第１回目の発行（2012 年度第４四半期）の場合、消却は、保有者からバークレイズ・ピーエルシー

への自動的な法的移転によって行われる。この状況において、バークレイズ・バンク・ピーエルシーには、引

き続きバークレイズ・ピーエルシーに対する債務が存在する。バークレイズ・バンク・ピーエルシーは、この

消却の仕組みによって利益を得ることはないが、類似債券に対する市場金利を上回る金利を支払うため、認識

されるこの債券の当初公正価値は額面を上回る。公正価値と額面の差額は、徐々に損益計算書上で償却される。 

－ 第２回目の CCN の発行（2013 年度第２四半期）の場合、消却は直接バークレイズ・バンク・ピーエルシーに影

響を及ぼす。バークレイズ・バンク・ピーエルシーにとって、消却の仕組みは、組込デリバティブとして、負

債本体から分離して評価され、公正価値の変動は損益計算書に計上される。負債本体の当初公正価値は、デリ

バティブの当初公正価値の金額分、額面を上回ったが、差額は、徐々に損益計算書上で償却される。 

別紙記載の 2013 年 12 月 31 日終了事業年度のバークレイズ・ピーエルシー決算報告書には、より広範囲にわたる開示が

含まれており、リスク・エクスポージャーや業績についても含まれているが、これらの内容はバークレイズ・バンク・

ピーエルシーのものとほぼ同じである。 

会計方針 

決算報告書は、以下の 2013 年１月１日にバークレイズ・バンク・ピーエルシー・グループが適用を開始した会計基準を

除き、2012 年度年次報告書に用いられたのと同じ会計方針及び計算方法を用いて作成されている。 

- 19 -



 

 
 

IFRS 第 10 号「連結財務諸表」 

IFRS 第 10 号は、IAS 第 27 号「連結及び個別財務諸表」及び SIC 第 12 号「連結－特別目的事業体」の規定に代わるもの

である。この基準は、バークレイズ・バンク・ピーエルシー・グループが持分を保有する事業体を連結すべきかを判断

する新しい定義を導入するものである。IFRS 第 10 号の適用開始に伴い、バークレイズ・バンク・ピーエルシー・グル

ープは、従来連結していなかった複数の事業体を連結し、従来連結していた複数の事業体の連結を中止したが、主にイ

ンベストメント・バンクの信用市場に対するエクスポージャーを有する事業体を新たに連結することになった。 

IAS 第 19 号「従業員給付」（2011 年改訂） 

IAS 第 19 号（2011 年改訂）では、特に、確定給付年金制度から生じる保険数理上の損益を全額認識することを求めてい

る。従来、バークレイズ・バンク・ピーエルシー・グループでは、これらの損益を従業員の残存平均勤務期間にわたり

繰延べていた（「コリドー」法）。 

比較数値は、移行の規定に準拠して、IFRS 第 10 号及び IAS 第 19 号の基準について全額修正再表示されている。IFRS 第

10 号は、初度適用の期間の直前の期間についてのみ修正再表示された比較数値の表示を求めている。当グループは、

IFRS 第 10 号と IAS 第 19 号の財務上の影響について記載した修正再表示の文書を 2013 年４月 16 日に公表した。 

IFRS 第 10 号及び IAS 第 19 号が適用されていた場合の 2012 年 12 月 31 日終了事業年度のバークレイズ・バンク・ピー

エルシー・グループの財務上の影響は下表の通りである。 
 

会計上の修正再表示の影響  修正再表示に伴う調整   

  
2012年度

公表額
IFRS第10号 IAS第19号  

2012年度

修正再表示

（百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド）  （百万ポンド）

損益計算書      

税引前利益/(損失) 99 573 (22)  650 

税金 (483) (134) -  (617) 

税引後(損失)/利益 (384) 439 (22)  33 

      

貸借対照表  

資産合計 1,490,747 (144) (1,842)  1,488,761 

負債合計 1,427,853 333 652  1,428,838 

株主資本合計 62,894 (477) (2,494)  59,923 

 

IFRS 第 13 号「公正価値測定」 

IFRS 第 13 号は、金融及び非金融の資産の公正価値の計算方法に関する包括的な指針を提供するものである。IFRS 第 13

号の適用によるバークレイズ・バンク・ピーエルシー・グループへの重大な財務上の影響はなかった。 

今後の会計基準 

IFRS 第９号「金融商品」 

IFRS 第９号は、分類を変更し、それにより、バークレイズ・バンク・ピーエルシー・グループの金融資産の測定、減損

の認識及びヘッジ会計を変更するものである。これらの変更の他に、バークレイズ・バンク・ピーエルシー・グループ

が損益を通じて公正価値で測定すると指定した金融負債の公正価値に対する、バークレイズ・バンク・ピーエルシー・

グループの信用リスクの変動による影響は、損益計算書ではなく、その他の包括利益に含まれるようになる。複数の重

要な提案について最終決定していないため、財務上の影響を見積ることはまだ不可能である。IFRS 第９号の発効日は、

まだ決定していない。 

IAS 第 32 号「金融商品：表示」 

IAS 第 32 号の修正「金融資産と金融負債の相殺」は、2014 年１月１日から発効する。相殺が認められる場合が明確にさ

れており、特に、現時点で法的に強制可能な相殺の権利とは何か、また、総額決済が純額決済と同等とみなされる可能
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性がある場合が明確になっている。この修正により、従来は純額ベースで報告されていた貸借対照表上の金融資産と金

融負債の一部が総額ベースで表示されるようになるが、株主資本、損益、その他の包括利益、又はキャッシュフローに

対する影響はなく、普通株式 Tier１比率や CRD IV レバレッジ比率に対する重要な影響もない。 

継続企業の前提 

バークレイズ・バンク・ピーエルシー・グループの事業活動及び財政状態、将来の発展及び業績に影響を及ぼす可能性

の高い要因、グループがさらされている金融リスクを管理する目的及び方針、並びに資本に関しては、バークレイズ・

ピーエルシー決算報告書の「事業部門別業績」、「業績管理」及び「リスク管理」のセクション（英語原文）で論じら

れている。取締役は、予見できる将来において、バークレイズ・バンク・ピーエルシー・グループが事業を継続するに

あたり十分な資金源を有していることを確認している。このため、財務書類の作成において継続企業の前提を引き続き

適用している。 
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要約連結財務書類 

要約連結損益計算書      

継続事業 
 2013年12月31日 

終了事業年度 

2012年12月31日

終了事業年度

 注記１ （百万ポンド） （百万ポンド）

利息収入純額  11,653 11,650 

手数料収入純額  8,752 8,536 

トレーディング収益純額  6,548 3,350 

投資収益純額  680 690 

保険契約に基づく保険料収入純額  732 896 

その他の収益  98 335 

収益合計  28,463 25,457 

保険契約に基づく保険金及び給付金純額  (509)  (600)  

保険金控除後の収益合計  27,954 24,857 

信用に関する減損費用及びその他の引当金繰入額  (3,071)  (3,340) 

営業収益純額  24,883 21,517 

    

人件費  (12,155)  (11,467) 

一般管理費  (7,819)  (7,090) 

営業費用(支払保障保険及び金利ヘッジ商品に関する補償引当金を除く)  (19,974) (18,557) 

支払保障保険に関する補償引当金  (1,350) (1,600)  

金利ヘッジ商品に関する補償引当金  (650) (850)  

営業費用  (21,974) (21,007) 

    

事業売却(損)/益、並びに関連会社及び合弁企業の損益に対する持分  (50) 138 

買収に係る利益  26 2 

税引前利益  2,885 650 

税金  (1,577)  (617) 

税引後利益  1,308 33 

      

以下に帰属するもの：    

親会社の株主  963 (306) 

非支配持分 １ 345 339  

税引後利益  1,308 33 

 

１ バークレイズ・バンク・ピーエルシーに固有の注記は英語原文８ページ、バークレイズ・ピーエルシーにも関連する注記は

バークレイズ・ピーエルシー決算報告書の英語原文 99 ページから 122 ページを参照のこと。 
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要約連結包括利益計算書   

  
2013年12月31日 

終了事業年度 

2012年12月31日

終了事業年度

  （百万ポンド） （百万ポンド）

税引後利益 1,308 33 

    

損益に振替えられる可能性のあるその他の包括(損失)/利益：   

為替換算差額 (1,767) (1,548) 

売却可能金融資産 (378) 700  

キャッシュフロー・ヘッジ (1,890) 662  

その他 (37) 96 

損益に振替えられる可能性のあるその他の包括損失 (4,072) (90)  

損益に振替えられないその他の包括損失：   

退職給付の再測定 (515) (1,235) 

当期包括利益合計 (3,279) (1,292) 

    

以下に帰属するもの：   

親会社の株主 (2,979) (1,422) 

非支配持分 (300) 130  

当期包括利益合計 (3,279) (1,292) 
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要約連結貸借対照表    

 
 2013年 

12月31日現在 

2012年

12月31日現在

資産 注記１ （百万ポンド） （百万ポンド）

現金及び中央銀行預け金   45,687 86,191 

他銀行から取立中の項目   1,282 1,473 

トレーディング・ポートフォリオ資産  133,089 146,352 

公正価値で測定すると指定された金融資産  38,968 46,629 

デリバティブ   324,495 469,156 

売却可能金融投資   91,788 75,133 

銀行に対する貸付金   38,253 40,871 

顧客に対する貸付金   430,411 423,906 

リバース・レポ取引及びその他類似の担保付貸付  186,779 176,522 

前払金、未収収益及びその他の資産   4,413 4,362 

関連会社及び合弁企業に対する投資   653 633 

有形固定資産  4,216 5,754 

のれん及び無形資産   7,685 7,915 

未収還付税  181 3,559 

繰延税金資産  4,807 252 

退職給付資産  133 53 

資産合計  1,312,840 1,488,761 

    

負債    

銀行預り金   54,834 77,012 

他銀行への未決済項目   1,359 1,587 

顧客預り金   427,936 385,500 

レポ取引及びその他類似の担保付借入   196,748 217,178 

トレーディング・ポートフォリオ負債  53,464 44,794 

公正価値で測定すると指定された金融負債   64,796 78,561 

デリバティブ    320,634 462,721 

発行債券   86,693 119,525 

劣後負債   22,249 24,422 

未払金、繰延収益及びその他の負債   13,673 12,532 

引当金   3,886 2,766 

未払税金  1,042 617 

繰延税金負債   348 341 

退職給付債務   1,958 1,282 

負債合計  1,249,620 1,428,838 

      

株主資本    

払込済株式資本及び株式払込剰余金 ３ 14,494 14,494 

その他の資本性金融商品   2,078 - 

その他の剰余金    (233) 3,329 

利益剰余金  44,670 39,244 

非支配持分を除く株主資本  61,009 57,067 

非支配持分 １ 2,211 2,856 

株主資本合計  63,220 59,923 

      

負債及び株主資本合計  1,312,840 1,488,761 

 

１ バークレイズ・バンク・ピーエルシーに固有の注記は英語原文８ページ、バークレイズ・ピーエルシーにも関連する注記は

バークレイズ・ピーエルシー決算報告書の英語原文 99 ページから 122 ページを参照のこと。 
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要約連結株主資本変動表 

 

払込済株式資

本及び株式払

込剰余金１ 

その他の  

資本性金融

商品

その他の

剰余金 利益剰余金 合計 非支配持分１ 株主資本合計

 (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド)

2013年１月１日現在残高 14,494  - 3,329 39,244 57,067 2,856 59,923 

税引後利益 - - - 963 963 345 1,308 

為替換算の変動 - - (1,201) -  (1,201) (566) (1,767) 

売却可能投資 - - (375) -  (375) (3) (378) 

キャッシュフロー・ヘッジ - - (1,826) -  (1,826) (64) (1,890) 

退職給付の再測定 - - - (503) (503) (12) (515) 

その他 - - - (37) (37)  -  (37) 

当期包括損失/(利益)合計 - - (3,402) 423 (2,979) (300) (3,279) 

その他の資本性金融商品の発

行 
- 2,078 - - 2,078 - 2,078 

持分決済型株式制度 - - - 689 689 -  689 

株式報酬制度に基づくバーク

レイズ・ピーエルシー株式

の権利確定 

- - - (1,047) (1,047) -  (1,047) 

普通株式配当金１ - - - (734) (734) (342) (1,076) 

優先株式及びその他の株主資

本に係る配当金 
- - - (471) (471) -  (471) 

資本準備商品の償還 - - (100) - (100) - (100) 

バークレイズ・ピーエルシー

からの資本拠出１ 
- - - 6,553 6,553 - 6,553 

その他の剰余金の変動 - - (60) 13 (47)  (3)  (50) 

2013年12月31日現在残高 14,494  2,078 (233) 44,670 61,009 2,211 63,220 

        

2012年１月１日現在残高 14,494  - 3,308  42,093 59,895 3,092  62,987 

税引後(損失)/利益 - - - (306) (306) 339  33 

為替換算の変動 - - (1,289) -  (1,289)  (259)  (1,548) 

売却可能投資 - - 656  -  656  44  700  

キャッシュフロー・ヘッジ - - 657  -  657  5  662  

退職給付の再測定 - - - (1,235) (1,235) - (1,235) 

その他 - - 1  94 95 1  96 

当期包括利益/(損失)合計 - - 25 (1,447) (1,422) 130  (1,292) 

持分決済型株式制度 - - - 717  717   717  

株式報酬制度に基づくバーク

レイズ・ピーエルシー株式

の権利確定 

- - - (946) (946)   (946) 

普通株式配当金１ - - - (696) (696)  (229)  (925) 

優先株式及びその他の株主資

本に係る配当金 
- - - (465) (465)  -  (465) 

資本準備商品の償還 - - - - - - - 

その他の剰余金の変動 - - (4) (12) (16)  (137)  (153) 

2012年12月31日現在残高 14,494  - 3,329  39,244 57,067 2,856  59,923 

        

 

１ 英語原文８ページに記載されている注記を参照のこと。 
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要約連結キャッシュフロー計算書   

継続事業 
2013年12月31日 

終了事業年度 

2012年12月31日

終了事業年度

 （百万ポンド） （百万ポンド）

税引前利益 2,885 650 

非現金項目の調整 5,713 12,150 

営業資産及び負債の変動 (32,554) (26,405) 

法人税等支払額 (1,558) (1,516)  

営業活動からのキャッシュ純額 (25,514) (15,121) 

投資活動からのキャッシュ純額 (22,655) (6,718) 

財務活動からのキャッシュ純額 6,260 (1,923)  

現金及び現金同等物に係る為替レートの影響 198 (4,111) 

現金及び現金同等物の純減少額 (41,711) (27,873) 

現金及び現金同等物 期首現在 121,896 149,769 

現金及び現金同等物 期末現在 80,185 121,896 

 

 

- 26 -



 

 
 

注記 

１ 非支配持分 
 

 非支配持分に帰属する利益 非支配持分に帰属する株主資本 

 
2013年12月31日

終了事業年度

2012年12月31日

終了事業年度

2013年12月31日

終了事業年度
 
2012年12月31日

終了事業年度

 （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド）  （百万ポンド）

バークレイズ・アフリカ・グルー

プ・リミテッド 
343 304  2,204  2,737  

その他の非支配持分 2 35  7  119  

合計 345 339  2,211  2,856  

非支配持分に帰属するバークレイズ・アフリカ・グループ・リミテッドの株主資本が 2,204 百万ポンド（2012 年：

2,737 百万ポンド）に減少したが、これは主に、英ポンドに対するアフリカ各国通貨の下落 566 百万ポンド及び配当金

支払額 342 百万ポンドに起因しており、留保利益 343 百万ポンドと相殺された。 

 

２ 普通株式配当金 
 

 
2013年12月31日

終了事業年度

2012年12月31日

終了事業年度

期中に支払われた配当金 （百万ポンド） （百万ポンド）

期中に支払われた最終配当金 373  344  

期中に支払われた中間配当金 361  352  

合計 734  696  

 

普通株式配当金は、バークレイズ・ピーエルシーがその株主に支払う配当金の資金源として支払われた。 

 

３ 払込済株式資本 

普通株式 

2013 年 12 月 31 日現在、バークレイズ・バンク・ピーエルシーの発行済普通株式資本は、１株１ポンドの普通株式

2,342 百万株（2012 年：2,342 百万株）で構成されていた。 

優先株式 

2013 年 12 月 31 日現在、バークレイズ・バンク・ピーエルシーの発行済優先株式資本は、１株１ポンドのポンド建優先

株式 1,000 株（2012 年：1,000 株）、１株 100 ユーロのユーロ建優先株式 240,000 株（2012 年：240,000 株）、１株

100 ポンドのポンド建優先株式 75,000 株（2012 年：75,000 株）、１株 100 米ドルの米ドル建優先株式 100,000 株

（2012 年：100,000 株）、及び 1株 0.25 米ドルの米ドル建優先株式 237 百万株（2012 年：273 百万株）で構成されてい

た。 

 

４ バークレイズ・ピーエルシーからの資本拠出 

2013 年度第４四半期のバークレイズ・ピーエルシー新株予約権無償割当に伴う発行後に、バークレイズ・ピーエルシー

は、バークレイズ・バンク・ピーエルシーに 5,803 百万ポンドの投資を行った。他に、2013 年度第２四半期のバークレ

イズ・ピーエルシーのワラントの転換後に、750 百万ポンドの投資も行った。 
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【補足情報】 

バークレイズ・ピーエルシー年次決算（2014 年２月 11 日発表）（抄訳） 

 

業績ハイライト 

 
「2013 年はバークレイズにとって大きな変化の年となった。信頼回復への取り組み、共通の文化の明確化とその実行、
将来に向けた事業の再配置、そして当グループのバランスシートの改善といった施策が進展したことに私は満足してい
る。 
 
バークレイズを全てのステークホルダーから「選ばれる銀行（’Go-To’ Bank）」へと変革するための計画が始動して
から１年が経過し、当グループの置かれている状況は大きく改善し、今後の見通しについても私は自信を持っている。 
 
このたび発表した 2013 年度決算報告書が示すように、厳しい環境にもかかわらず、当グループの業績の基調は回復力に
富み、勢いを増している。 
 
バークレイカードの力強い伸びが続くとともに、英国リテール・バンキング及びコーポレート・バンキング事業の業績
が好調に推移した。インベストメント・バンクでは株式業務及びインベストメント・バンキング業務がひときわ好調に
推移したことで、債券・為替及びコモディティ事業の収益の減少を一部相殺した。また、アフリカ、欧州、ウェルス各
事業のリターンの改善に向けた再配置も重要な進展が見られ始めた。こうした結果、2013 年度の収益は 282 億ポンド、
調整後税引前利益は 52 億ポンドとなった。 
 
一方、利益面では 2013 年度中に完了した事業再構築やリスク圧縮に向けた施策の影響が現われた。具体的には、一部の
事業からの撤退、オペレーションを変革するための投資、過去の行為及び訴訟に関わる問題の解決などである。こうし
た施策の費用から 2013 年度の法定利益は 29 億ポンドに抑えられたが、長期的には当グループ株主の皆様の利益になる
ものと考えている。 
 
更に資本基盤の強化については、新株予約権無償割当及び追加的 Tier1 証券の発行により、前年度比で目覚ましい進捗
が見られた。下半期に十分なレバレッジ圧縮策を実施したこともあり、プルーデンス（健全性）規制機構（以下「PRA」
という。）レバレッジ比率期待値を 2014 年６月に達成する計画は前倒しで進んでいる。 
 
「選ばれる銀行（’Go-To’ bank）」になるという目標を達成するには更なる取り組みが必要だが、当グループはここ
何年もの状況に比べて良好な状態で 2014 年を迎えると私は確信している。」 
 

グループ最高責任者 アントニー・ジェンキンズ 
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損益計算書 

 2013 年度の調整後税引前利益は Transform 達成費用の計上及び４％の減収を受け、32％減少し、5,167 百万ポンド

となった。2013 年度第４四半期の調整後税引前利益はインベストメント・バンク部門の訴訟及び規制関連の制裁

金の費用 331 百万ポンド、英国銀行税 504 百万ポンド（2013 年度第３四半期：０ポンド）、Transform 達成費用

468 百万ポンド（2013 年度第３四半期：101 百万ポンド）の影響を含め、2013 年度第３四半期と比べて 1,194 百万

ポンド減少し、191 百万ポンドとなった。 

 法定税引前利益は、当グループ自身の信用度に関連する費用が 220 百万ポンドに減少したのを受け（2012 年：

4,579 百万ポンド）、2,868 百万ポンドに改善した（2012 年：797 百万ポンド）。 

収益 

 調整後収益はインベストメント・バンク部門での 1,042 百万ポンドと本社部門での 480 百万ポンドの減収を受け、

４％減少し、28,155 百万ポンドとなった。 

 インベストメント・バンク部門の収益は９％減少し、10,733 百万ポンドとなった。株式及びプライム・サービス

事業、並びにインベストメント・バンキング事業の増収により一部相殺されたものの、2013 年度第４四半期の訴

訟問題に関連する 111 百万ポンドの収益の当年度の解消を含め、FICC 事業及び撤退対象事業資産からの収益が減

収となったためである。 

信用に関する減損 

 信用に関する減損費用は８％改善し、3,071 百万ポンドとなり、貸倒率は 64 ベーシス・ポイントとなった（2012

年：70 ベーシス・ポイント）。2012 年に発生した引当金戻入れとバークレイカードにおける事業取得を一因とす

るバークレイカード及び英国リテール・アンド・ビジネス・バンキング（以下「RBB」という。）部門の減損増加

により一部相殺されたものの、コーポレート・バンキング部門とアフリカ RBB 部門の改善を主に反映している。 

コスト 

 調整後営業費用は Transform 達成費用 1,209 百万ポンド、主に米国住宅モーゲージ関連業務に関連してインベスト

メント・バンク部門において 2013 年度第４四半期に発生した訴訟関連引当金及び規制関連の制裁金の 220 百万ポ

ンド、並びに英国銀行税を反映し、1,331 百万ポンド増加し、19,893 百万ポンドとなった。 

 報酬費用合計は１％減少し、9,616 百万ポンドとなった。インベストメント・バンク部門の報酬費用合計は 4,634

百万ポンドと概ね横ばいであった（2012 年：4,667 百万ポンド）。インベストメント・バンク部門の収益に対する

報酬の比率は主に減収を反映し、43.2％に上昇した（2012 年：39.6％）。 

貸借対照表、レバレッジ、資本管理 

 推定 PRA レバレッジ・エクスポージャーは 2013 年６月 30 日と比べ 1,960 億ポンド減少し、13,630 億ポンドとな

った。約 550 億ポンドの PRA レバレッジ・エクスポージャーの減少は外国為替の変動に関連するものである。 

 改正資本要件指令（以下「CRD IV」という。）ベースのリスク調整後資産は撤退対象事業のリスク調整後資産の減

少を主因に、2012 年度と比べて 320 億ポンド、2013 年度第３四半期と比べて 120 億ポンド減少し、4,360 億ポン

ドとなった。 

 CRD IV 完全施行ベースの普通株式等 Tier1（以下「CET1」という。）資本は 2013 年９月 30 日と比べて 30 億ポン

ド増加し、404 億ポンドとなった。外国為替の変動による８億ポンド及び予測し得る配当に係る新規の控除を含め

た規制上の控除の増加により一部相殺されたものの、新株予約権無償割当による新株発行を主に反映している。 

 CRD IV 完全施行ベースの CET1 比率は 9.3％ であった（2013 年９ 月 30 日：8.4％、新株予約権無償割当後の見

積ベースで 9.6％）。 

 推定 PRA レバレッジ比率は PRA レバレッジ・エクスポージャーの 1,960 億ポンドの減少と適格 PRA 調整後 Tier1 資

本の 405 億ポンドへの増加（2013 年６月 30 日：342 億ポンド）を反映し、3.0％弱に上昇した（2013 年６月 30

日：2.2％）。これは新株予約権無償割当を通じた株式資本 58 億ポンド、追加的 Tier1（以下「AT1」という。）

証券 21 億ポンド、並びに健全性評価調整（以下「PVA」という。）のための追加的な PRA アドオンの減少を主因

に、CET1 資本に対する PRA 調整が 19 億ポンド減額し 22 億ポンドとなったことなどによる。CRD IV 完全施行ベー

スの推定レバレッジ比率は 3.1％に上昇した（2013 年６月 30 日：2.5％）。 

 １株当たりの純資産価額は 331 ペンス（2012 年：414 ペンス）、１ 株当たりの正味有形資産価額は 283 ペンス

（2012 年：349 ペンス）であった。この減少は新株予約権無償割当に伴う株式発行とキャッシュフロー・ヘッジ再

評価差額及び為替換算再評価差額の減少が主因である。 

リターン 

 調整後平均株主資本利益率は主に税引前利益の減少、スペインに係る繰延税資産の 440 百万ポンドの償却、2013

年度第４四半期に実施した新株予約権無償割当による 58 億ポンドの増資を反映し、4.5％に低下した（2012 年：

9.0％）。調整後平均有形株主資本利益率は 5.3％に低下した（2012 年：10.6％）。法定平均株主資本利益率は

1.0％に上昇した（2012 年：マイナス 1.2％）。 
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当グループの業績（未監査）1
 

調整後ベース 法定ベース 

   
2013 年

12 月 31 日

2012 年

12 月 31 日
 

2013 年 

12 月 31 日 

2012 年

12 月 31 日

   
（百万ポンド） （百万ポンド）

増減率

（％）
 

（百万ポンド） （百万ポンド）

増減率

（％）

保険金控除後の収益合計 28,155 29,361 (4) 27,935  25,009 12 

信用に関する減損費用及びその他の引当金繰入額 (3,071) (3,340) (8) (3,071) (3,340) (8)

営業収益純額   25,084 26,021 (4) 24,864  21,669 15 

営業費用（英国銀行税及び Transform 達成費用を除

く） 
(18,180) (18,217) - (20,259) (20,667) (2)

英国銀行税 (504) (345) 46 (504) (345) 46 

Transform 達成費用 (1,209) - (1,209) - 

営業費用  (19,893) (18,562) 7 (21,972) (21,012) 5 

その他純（費用）／利益純額   (24) 140 (24) 140 

税引前利益 5,167 7,599 (32) 2,868  797 

税金 (2,015) (2,159) (7) (1,571) (616)

税引後利益    3,152 5,440 (42) 1,297  181 

非支配持分 (757) (805) (6) (757) (805) (6)

株主帰属利益２  2,395 4,635 (48) 540  (624)
      

パフォーマンス指標    

平均有形株主資本利益率  5.3％ 10.6％ 1.2％ (1.4％)

平均株主資本利益率  4.5％ 9.0％ 1.0％ (1.2％)

平均リスク調整後資産利益率 0.8％ 1.4％ 0.3％ - 

収益に対する費用の比率 71％ 63％ 79％ 84％

貸倒率（ベーシス・ポイント） 64bps 70bps 64bps 70bps
     

基本的１株当たり利益 16.7p 35.5p 3.8p (4.8p)

１株当たり配当金 6.5p 6.5p 6.5p 6.5p
     

バランスシート及びレバレッジ   
2013 年 

12 月 31 日 

2012 年

12 月 31 日

１株当たりの資産純額３     331p 414p (20)

１株当たりの有形資産純額３     283p 349p (19)

推計 PRA レバレッジ・エクスポージャー  13,630 億ポンド 
     

資本及び貸借対照表 
2013 年 

12 月 31 日 

2012 年

12 月 31 日

CRD III     

     コア Tier1 比率  13.2％ 10.8％

     コア Tier1 資本 468 億ポンド 417 億ポンド 12 

     リスク調整後資産 3,550 億ポンド 3,870 億ポンド (8)

CRD IV 完全施行ベース   

     普通株式等 Tier 1 比率 9.3％ 

  普通株式等 Tier 1 資本 404 億ポンド 

     リスク調整後資産 4,360 億ポンド 4,680 億ポンド (7)

     推計レバレッジ比率  3.1％ 

     推計 PRA レバレッジ比率  3.0％ 
  

 

    
 

     

調達及び余剰流動性  
2013 年 

12 月 31 日 

2012 年

12 月 31 日

グループ余剰流動性   1,270 億ポンド 1,500 億ポンド

預貸率   101％ 110％

推計流動性カバレッジ比率４  102％ 126％

推計安定調達比率４  110％ 112％
 

調整後利益の分析  

調整後税引前利益 5,167  7,599 

当グループ自身の信用度に関連する利益／（損失）    (220) (4,579)

ブラックロック社に対する投資に係る利益     -  227 

支払保障保険（PPI）に係る補償引当金     (1,350) (1,600)

金利ヘッジ商品に係る補償引当金     (650) (850)

のれんの減損    (79) - 

法定税引前利益 2,868  797 
 
 

 

 

 

１ 英語原文３ページから 49 ページの比較数値は、国際財務報告基準（以下「IFRS」という。）第 10 号「連結財務諸表」及び国際会計基準（以下「IAS」
という。）第 19 号「従業員給付」（2011 年改訂）の適用、本社の業績の構成要素の事業部門への再配分並びに事業部門間のポートフォリオの修正を
反映し、修正再表示した数値である。この修正再表示の詳細については、ウェブサイト上の 2013 年４月 16 日付発表を参照のこと。http：
//group.barclays.com/about-barclays/investor-relations/investor-news  

２ 株主帰属利益には税金及び非支配持分帰属利益を控除後の利益が含まれる。 
３ １株当たりの資産純額は、非支配持分及びその他資本持分を控除した株主資本を発行済普通株式数で除して計算されている。１株当たりの有形資産

純額は、非支配持分及びその他資本持分を控除した株主資本からのれんと無形資産を差し引いた金額を発行済普通株式数で除して計算されている。 
４ 計算基準については英語原文 61 ページを参照のこと。  
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 調整後ベース  法定ベース 

事業部門別利益 
2013 年

12 月 31 日

2012 年

12 月 31 日
  

2013 年 

12 月 31 日 

2012 年

12 月 31 日
 

 （百万ポンド） （百万ポンド）
増減率
（％） （百万ポンド） （百万ポンド）

増減率
（％）

英国リテール・アンド・ビジネス・バンキング

（RBB） 4,523 4,384 3  4,523  4,384 3 

欧州 RBB 666 708 (6) 666  708 (6)

アフリカ RBB 2,617 2,928 (11) 2,617  2,928 (11)

バークレイカード 4,786 4,344 10  4,786  4,344 10 

インベストメント・バンク 10,733 11,775 (9) 10,733  11,775 (9)

コーポレート・バンキング 3,115 3,046 2  3,115  3,046 2 

ウェルス・アンド・インベストメント・マネジ

メント 
1,839 1,820 1  1,839  1,820 1 

本社及びその他事業 (124) 356  (344) (3,996) (91)

利益合計 28,155 29,361 (4) 27,935  25,009 12 

      
               

  調整後ベース 法定ベース 

事業部門別税引前利益／（損失） 
2013 年

12 月 31 日

2012 年

12 月 31 日
 

2013 年 

12 月 31 日 

2012 年

12 月 31 日
 

  
（百万ポンド） （百万ポンド）

増減率
（％） （百万ポンド） （百万ポンド）

増減率
（％）

英国リテール・アンド・ビジネス・バンキング

（RBB） 1,195 1,225 (2) 535  45  

欧州 RBB (996) (343)  (996) (343)  

アフリカ RBB 404 322 25  404  322 25 

バークレイカード 1,507 1,482 2  817  1,062 (23)

インベストメント・バンク 2,523 3,990 (37) 2,523  3,990 (37)

コーポレート・バンキング 801 460 74  151  (390)  

ウェルス・アンド・インベストメント・マネジ

メント 
(19) 274  (98) 274  

本社及びその他事業 (248) 189  (468) (4,163) (89) 

税引前利益合計 5,167 7,599 (32) 2,868  797  
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グループ最高責任者によるご挨拶 

Transform プログラムにわれわれが着手し、バークレイズを全てのステークホルダーの皆様から「選ばれる銀行（’Go-

To’ Bank）」にするための過程を開始してから 12 ヵ月が経過した。この間、バークレイズが今後の競争上の優位を確

立し、株主のためにより高く、より持続可能性のあるリターンを生み続けることのできる態勢を整えるため、資本基盤

の強化とリスクの管理の方策に取り組んできた。 

2013 年度、英国 RBB 部門はモーゲージ事業の収益拡大を支えに好調に推移した。バークレイカードも英国、海外事業と

もに引き続き順調な１年となり、良好なリターンを生んだが、なお更なる成長の余地はあると考えられる。コーポレー

ト・バンキング部門では、部門横断的に業務が回復し、英国事業ではほぼ 10 億ポンドの税引前利益を確保した。インベ

ストメント・バンク部門は株式業務の収益が目覚ましい伸びを見せた。インベストメント・バンキングの持続的な業績

改善もあり、債券、為替及びコモディティ事業の収益の減少を一部相殺した。 

これらの事業部門以外でも、2013 年にアフリカ、欧州、ウェルス各部門を再配置するための数々の施策を完了した。こ

れらの部門は過渡期にあり、リターンの改善に向けて３部門の全てで実行する明確な計画を策定しているところである。

順調な進展を目の当たりにして、私は心強く思っている。 

このような中、当グループの 2013 年度の収益合計は約 282 億ポンド、調整後税引前利益は 52 億ポンドとなった。堅調

な業績と言えるが、当年度に実施した投資とリスク削減作業に要した費用が利益を圧迫する要因となった。 

当グループは評判や特定行為に係る事業リスクを低下させていく。６月に支払保障保険（以下「PPI」という。）に係る

補償引当金及び金利ヘッジ商品に係る補償引当金に関連して 20 億ポンドの費用を追加で負担した。また、バークレイズ

の目的と価値観と相容れない、あるいは投資家のために魅力的なリターンを生み出すことのできない事業から撤退した。

2013 年 12 月下旬には、収益及びコストに影響する訴訟及び規制関連の制裁金に備えるため、331 百万ポンドの費用を負

担した。制裁金のための費用負担は、営業費用を増加させ、前もって提供済みの Transform 達成費用を除いて指針とし

ていた 185 億ポンドを上回る結果になった。 

58 億ポンドの新株予約権無償割当を実施したことにより、2013 年末時点で CRD IV 完全施行ベースの CET1 比率は 9.3％

に達した。2015 年に 10.5％を目指す計画は引き続き順調に進展している。レバレッジ・エクスポージャーの圧縮に向け

た厳格な管理、21 億ポンドの AT1 証券の発行など、2013 年７月に発表したレバレッジ計画に盛り込んだ他の措置の効果

もあり、CRD IV 完全施行ベースのレバレッジ比率は推定 3.1％、また、PRA レバレッジ比率はほぼ３％となった。これ

は 2014 年６月までに達成することとなっていた期待値である。 

レバレッジは規制当局と投資家の大きな関心の的であり続けるだろう。このたび、当グループはエクスポージャーをさ

らに圧縮し、将来の規制要件により適切に備えるために、重要な計画に着手する。 

実績に応じ、競争力のある報酬を提供することは、バークレイズにとって重要だと考えている。当グループが株主のた

めに利益を生み続けるには、世界的に競争が激しい中でお客様にサービスを効率よく提供するために適切な人材を適切

に配置することが不可欠である。詳細に検討を重ねた結果、長期的な株主利益の観点からフランチャイズを構築するた

めには、2013 年度においてインセンテンィブ・プールを前年よりも 210 百万ポンド増加することが必要である判断した。

今回増額したが、純利益に対する報酬の比率を中期的に 30％台半ばに引き下げるという目標は引き続き目指していくつ

もりである。 

プログラムの始動から１年が経過し、自ら掲げた財務面、非財務面の目標の達成に向けて順調に歩みを進めている。し

かし、計画の達成に向けてなすべきことはまだある。 

CRD IV リスク調整後資産面では、2015 年の目標としている 4,400 億ポンドの水準内で業務を展開しており、CRD IV 完

全施行ベースの CET1 比率は強固な水準にある。費用面では、2015 年までに Transform 達成費用を除き、営業費用を 168

億ポンドまで削減できると確信している。2013 年度の収益に対する費用の比率の上昇は収入の減少によるものであるが、

2015 年までに収益に対する費用の比率を 50％台半ばにするという当グループの目標に変更はない。配当面では資本の積

み重ねに注力しつつ、2014 年以降、40％の配当性向を目指す方針である。 

これら財務面の目標に関する進捗に加え、追加的なレバレッジ圧縮策もあり、当グループは 2016 年に株主資本コストを

上回る株主資本利益率を達成するとの見通しを維持している。 

財務面以外の目標についても、以下の進捗があったことをご報告する。 

われわれが 2013 年に Transform プログラムを実行するにあたり、企業文化の変革、特にバークレイズの目的と価値観を

グループの組織全体に根付かせることは優先的な課題であった。従業員全員に研修プログラムへの参加を義務付けたほ

か、採用、人材管理、査定、報酬に関わる日々の経営管理プロセスも当グループの目的と価値観を取り入れたものにし

た。マネージング・ディレクターの 2013 年度の査定では、われわれが望む事業面における成果だけでなく、正しい価値

観と言動を示したかという点も正式に評価した。この評価の基準は 2014 年には全従業員に適用される。重要な点として、

当グループは全ての従業員が遵守しなければならない、そして、遵守していることを毎年確認しなければならない行動

規範を新たに策定し、公表した。 
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第２の財務面以外の目標を実現するため、このたび、当グループはバランスト・スコアカードを公表する。これは当グ

ループのリーダーシップ体制を形作る最後の要素で、企業文化の変革を推進し、バークレイズにおける総体的な人事評

価を行う上で有用な役割を果たすことになる。バランスト・スコアカードは８項目の目標を定めている。今後、当グル

ープは毎年、これらの目標についてご報告することになる。目標のハードルは意図的に高く設定してあるが、達成可能

であるとわれわれは考えている。全ての従業員の個人的な目標はバランスト・スコアカードに沿っている。 

最後に、対外的な面については、バークレイズは英国経済において重要な役割を果たし続けていると私は誇りを持って

申し上げることができる。当グループが多数の人材を雇用する企業として 2013 年に行った特に重要なことの１つは、約

1,000 人の実習生を受け入れ、若年層の就業促進に貢献し、急務である社会的ニーズに対応したことである。強い銀行

であることにより、バークレイズはお客様への貸付を通じて英国経済を支えることができる。当グループは 2013 年に資

金調達支援スキームを利用し、英国の家計及び企業に推計 880 億ポンドの新規貸付を行った。 

最後になったが、当グループが取り組む計画や目標は確かに野心的なものであり、また、当グループは予期せぬ困難な

問題や全般的な経済情勢に対処するため、常に順調に成果を上げられるとは限らない。しかしながら、私以下経営陣一

同が規律をもって集中することで、バークレイズを「選ばれる銀行（’Go-To’ Bank）」にするという目標を達成でき

ると私は確信している。 

グループ最高責任者、アントニー・ジェンキンズ 
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グループ財務担当取締役のレビュー 

当グループの 2013 年度の業績を振り返ると、順調な進展が見られ、拡大基調が強まりつつあると私は考えている。本年
度は Transform プログラム実施の初年度であったために、今後のコスト削減に向けた大規模な投資やグループの貸借対
照表及び資本基盤の再構築に取り組む必要があった。 
 
業績について特筆に値すると強く感じた点は２つある。第一に、従来からの個人向け及び商業銀行業務の営業基盤を支
えとする当グループの収益の厚みと多様性である。それはインベストメント・バンク部門においても見られ、株式とイ
ンベストメント・バンキング両事業が市場の影響による一部の FICC 事業の低迷を相殺する貴重な収益源になった。第二
に、資金調達及び流動性、資本基盤、信用リスク管理、利ざやの各面で財務のファンダメンタルズの強さが示されこと
は、今後、当グループが持続可能なリターンを創出するうえで大きな力になるものと考えられる。 
 
私は 10 月に貸借対照表の精査に着手した際、レバレッジ比率要件の達成を優先事項に位置付けた。この面の取り組みは
順調に進展しており、PRA レバレッジ・エクスポージャーは 2013 年６月と比べて 2,000 億ポンド近く減少した。加えて、
58 億ポンドの新株予約権無償割当及び 21 億ポンドの AT1 証券の発行を実施したことで、PRA レバレッジ比率は３％弱
に改善した。年間を通してリスク調整後資産の管理を重視し続けた効果により、CRD IV ベースのリスク調整後資産は
７％、額にして 300 億ポンド以上減少した。今後も貸借対照表の精査は継続するが、リスクの比重とレバレッジの両方
に目配りしつつ、貸借対照表を最適化することにより大きな重点を置き、リターンの向上を図っていく考えである。進
捗状況については、定期的にご報告する予定である。 
 
規制は引き続き重要な不確定要素の一つとなっている。明確になった領域も一部あるが、不透明な部分がまだ多く残さ
れている。われわれは当グループの将来への備えを万全なものとするため、規制を巡る動きを注視し続け、できる限り
早めの対応に努める考えである。 
 
当グループにとって 2014 年は引き続き過渡期の年になると考えられるが、将来のより高水準で持続可能なリターンの創
出に向け、コスト管理の徹底とともに、特にインベストメント・バンク部門の貸借対照表を最適化する取り組みを重点
的に進めていく所存である。 
 

グループ財務担当取締役、トゥーシャー・モーザリア 
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損益計算書 

 2013 年度の調整後税引前利益は Transform 達成費用の計上と収益の減少を受け、32％減少し、5,167 百万ポンドと

なった。2013 年度第４四半期の調整後税引前利益はインベストメント・バンク部門の訴訟及び規制当局に支払う規

制関連の制裁金の費用 331 百万ポンド、英国銀行税 504 百万ポンド（2013 年度第３四半期：０ポンド）、Transform

達成費用 468 百万ポンド（2013 年度第３四半期：101 百万ポンド）を含め、2013 年度第３四半期と比べて 1,194 百

万ポンド減少し、191 百万ポンドとなった。 

 法定税引前利益は、当グループ自身の信用度に関連する費用が 220 百万ポンドに減少したのを受け（2012 年：4,579

百万ポンド）、2,868 百万ポンドに改善した（2012 年：797 百万ポンド）。 

収益 

 調整後収益は、バークレイカードと英国 RBB 部門の増収により一部相殺されたものの、インベストメント・バンク

部門、本社部門、アフリカ RBB 部門における減収を受けて４％減少し、28,155 百万ポンドとなった。 

 インベストメント・バンク部門の収益は９％減少し、10,733 百万ポンドとなった。株式及びプライム・サービス事

業の 489 百万ポンド、インベストメント・バンキング事業の 63 百万ポンドの増収により一部相殺されたものの、

FICC 事業が 1,141 百万ポンドの減収となったためである。また、事業売却の加速と 2013 年度第４四半期の訴訟問題

に関連する 111 百万ポンドの収益の解消を受け、撤退対象事業資産からの収益は 309 百万ポンド減少した。2013 年

度第４四半期の収益は 2013 年度第３四半期と比べて２％増加し、2,149 百万ポンドとなった。クレジット商品の業

績の低下によって相殺されたものの、特に為替事業におけるマクロ商品とインベストメント・バンキングの取引高

が拡大したほか、株式及びプライム・サービス事業の収益が増加したためである。 

 利息収入純額合計は 11,600 百万ポンドと概ね横ばいであった。本社部門、アフリカ RBB 部門、インベストメント・

バンク部門で利息収入純額が減少したが、バークレイカード、英国 RBB 部門、コーポレート・バンキング部門での

増加により相殺された。RBB、バークレイカード、コーポレート・バンキング、ウェルス・アンド・インベストメン

ト・マネジメントの顧客利息収入純額は 10,365 百万ポンド（2012 年：9,839 百万ポンド）に増加した。これは当グ

ループの構造的ヘッジ活動の寄与により一部相殺されたものの、顧客資産が拡大したためである。 

信用に関する減損 

 信用に関する減損費用は８％減少し、3,071 百万ポンドとなり、貸倒率は 64 ベーシス・ポイントとなった（2012

年：70 ベーシス・ポイント）。 

– これは欧州及び英国のコーポレート・バンキング部門を中心にホールセール事業の減損費用が減少したことを反

映している。 

– RBB 部門とバークレイカードでは、アフリカ RBB で特に南アフリカの住宅ローン延滞率が改善した一方、2012 年

に発生した引当金戻入れが当年度はなかったこととバークレイカードにおける Edcon 買収を一因として英国 RBB

部門とバークレイカードの減損費用が増加した。 

– 欧州の減損費用の増加はスペイン政府による再生可能エネルギー・セクター向け補助金の減額と欧州モーゲージ

債権の悪化を反映している。 

コスト 

 調整後営業費用は Transform 達成費用 1,209 百万ポンド、インベストメント・バンク部門において主に米国住宅モ

ーゲージ関連事業に関連して 2013 年度第４四半期に発生した訴訟に係る引当金及び規制関連の制裁金の費用 220 百

万ポンド、並びに英国銀行税 504 百万ポンド（2012 年：345 百万ポンド）を反映し、1,331 百万ポンド増加し

19,893 百万ポンドとなった。グループの 2015 年の営業費用の目標は Transform 達成費用を除き 168 億ポンドと従来

どおりである。 

 報酬費用合計は１％減少し、9,616 百万ポンドとなった。インベストメント・バンク部門の報酬費用は 4,634 百万ポ

ンドと概ね横ばいであった（2012 年：4,667 百万ポンド）。インベストメント・バンク部門の収益に対する報酬の

比率は主に減収を反映し、43.2％に増加した（2012 年：39.6％）。 

税金 

 調整後税引前利益の実効税率はスペインの繰延税金資産の償却を反映した 440 百万ポンドの費用計上を主因に

39.0％に上昇した（2012 年：28.4％）。同償却の影響を除いた調整後実効税率は 30.5％（2012 年：28.4％）であ

った。これは現地の法定税率が英国の法定税率 23.25％（2012 年：24.5％）より高い国における利益への課税と控

除不可能な英国銀行税が 504 百万ポンドに増加した影響（2012 年：345 百万ポンド）を主に反映している。法定税

引前利益の実効税率は 54.8％に低下した（2012 年：77.3％）。  
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リターン 

 調整後平均株主資本利益率は主に税引前利益の減少、スペインに関連する繰延税金資産の 440 百万ポンドの償却、

新株予約権無償割当による 58 億ポンドの増資を反映し、4.5％に低下した（2012 年：9.0％）。平均有形株主資本

利益率は 5.3％に低下した（2012 年：10.6％）。法定平均株主資本利益率は 1.0％に上昇した（2012 年：マイナス

1.2％）。 

貸借対照表及びレバレッジ 

貸借対照表 

 資産合計は、先渡し金利の上昇及び中央決済機関とのエクスポージャーを圧縮する取り組みに伴うデリバティブ資

産の減少、余剰流動性の減少を受けた現金及び中央銀行預け金の減少を主に反映し、2012 年 12 月 31 日と比べて

12％減少し、13,120 億ポンドとなった。 

 貸付金合計は 4,680 億ポンドとなった（2012 年：4,640 億ポンド）。英国 RBB 部門ではバークレイズ・ダイレクト

（2013 年度第１四半期に取得した旧 ING ダイレクト UK）を通じて取得したものを含め、84 億ポンドの増加、バーク

レイカードは英国、海外合わせて 18 億ポンドの増加、ウェルス・アンド・インベストメント・マネジメントは 18

億ポンドの増加となったが、アフリカ RBB 部門が為替変動の影響を除いたベースでは２％増加したものの、英ポン

ドに対する南アフリカ・ランドの下落が響き、57 億ポンド減少したことで相殺された。 

 顧客預り金は 11％増加し、4,280 億ポンドとなった。英国 RBB 部門の預金残高の 195 億ポンドの増加、富裕層事業

を中心とするウェルス・アンド・インベストメント・マネジメント部門の 96 億ポンドの増加、英国の預金残高の伸

びに伴うコーポレート・バンキング部門における 91 億ポンドの増加を受けたものである。 

 株主資本合計（非支配持分を含む）は 640 億ポンド（2012 年：600 億ポンド）であった。非支配持分を除いた株主

資本合計は 48 億ポンド増加し、550 億ポンドとなった。これは、新株予約権無償割当を通じた 32 億株の新株発行で

調達した 58 億ポンドと持分法で処理された 21 億ポンドの資本みなし AT1 証券の発行を含め、株式資本及び株式払

込剰余金が 74 億ポンド増加したことを反映しているが、先渡し金利の上昇によるキャッシュフロー・ヘッジ再評価

差額の 18 億ポンドの減少、米ドル及び南アフリカ・ランドに対する英ポンドの上昇に伴う為替換算再評価差額の 12

億ポンドの減少、９億ポンドの配当金支払い、並びに退職給付債務の増加に伴う５億ポンドの減少によって一部相

殺された。 

 1 株当たりの純資産価額は 331 ペンス（2012 年：414 ペンス）、１株当たりの正味有形資産価額は 283 ペンス（2012

年：349 ペンス）であった。この減少は主に、新株予約権無償割当に伴う株式発行とキャッシュフロー・ヘッジ再評

価差額及び為替換算再評価差額の減少によるものである。 

 2013 年 12 月 31 日現在、支払保障保険（PPI）に係る補償引当金残高は 971 百万ポンド（2012 年：986 百万ポンド）、

金利ヘッジ商品に係る補償引当金残高は 1,169 百万ポンド（2012 年：814 百万ポンド）となった。将来予想される

費用の見積額は、2013 年６月以降大きな増減はない。 

レバレッジ  

 PRA レバレッジ・エクスポージャーはデリバティブ乗換費用、デリバティブの将来の潜在エクスポージャー、現金及

び中央銀行預け金の減少により 2013 年６月 30 日と比べて 1,960 億ポンド減少し、推定 13,630 億ポンドとなった。

PRA レバレッジ・エクスポージャーの減少のうち推定 550 億ポンドは為替変動の影響によるものである。 

資本管理 

 CRD IV 完全施行ベースの CET1 資本は 2013 年９月 30 日と比べて 30 億ポンド増加し、404 億ポンドとなった。外国

為替の変動による８億ポンド及び予測し得る配当に係る規制上の控除の増加により一部相殺されたものの、新株予

約権無償割当による新株発行を主に反映している。CRD III ベースのコア Tier1 資本は 468 億ポンドであった（2013

年９月 30 日：420 億ポンド）。 

 CRD IV ベースのリスク調整後資産は 2012 年度と比べて 320 億ポンド、2013 年度第３四半期と比べて 120 億ポンド

減少し、4,360 億ポンドとなった。算定手法変更の影響により一部相殺されたが、撤退対象事業のリスク調整後資産

の 390 億ポンドの減少とトレーディング勘定エクスポージャーの圧縮を主に反映している。この減少は主にインベ

ストメント・バンク部門におけるもので、同部門の撤退対象事業のリスク調整後資産は 370 億ポンド減少して、420

億ポンドとなった。CRD III ベースのリスク調整後資産は当年度に 320 億ポンド減少して、3,550 億ポンドとなった。 

 CRD IV 完全施行ベースの CET1 比率は 9.3％であった（2013 年９月 30 日：8.4％、新株予約権無償割当調整後ベース

で 9.6％）。これは主に予測し得る配当に係る新たな規制上の控除により一部相殺されたものの、新株予約権無償割

当とリスク調整後資産の減少を主に反映した結果である。CRD III ベースのコア Tier1 比率は 13.2％に上昇した

（2013 年９月 30 日：11.3％）。 

 推定 PRA レバレッジ比率は PRA レバレッジ・エクスポージャーの 1,960 億ポンドの減少と適格 PRA 調整後 Tier1 資

本の 405 億ポンドへの増加（2013 年６月 30 日：342 億ポンド）を反映し、3.0％弱に上昇した（2013 年６月 30 日：

2.2％）。この増加は、21 億ポンドの AT1 証券、並びに健全性評価調整（PVA）のための追加的な PRA アドオンの除

去を主因に CET1 比率に対する PRA 調整が 19 億ポンド減少し 22 億ポンドになった影響を含む。詳細は英語原文 55

ページを参照のこと。CRD IV 完全施行ベースの推定レバレッジ比率は 3.1％に上昇した（2013 年６月 30 日：

2.5％）。  
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資金調達と流動性 

 2013 年度に余剰流動性は 230 億ポンド減少し、1,270 億ポンドとなった。これはグループの流動性リスク選好度に

関する内部及び規制上の要件を満たしつつ、高水準の流動性リスク選好度（LRA）及び流動性カバレッジ比率（LCR）

の要件に対する超過分を圧縮することで、レバレッジ計画を支援すると同時に流動性コストを最適化する取り組み

に沿ったものである。 

 余剰流動性は主に現金及び中央銀行預け金と優良国債で構成されている。余剰流動性に占めるこれらの割合は 83％

となった（2012 年：87％）。 

 バーゼル委員会が発表した最新基準に基づく流動性カバレッジ比率（LCR）は推定 102％であった（2012 年：

126％）。これは要件の 100％を満たすために必要な額を 20 億ポンド（2012 年：320 億ポンド）上回る。 

 安定調達比率（NSFR）は推定 110％で（2012 年：112％）、要件の 100％を満たすために必要な額を 400 億ポンド上

回る（2012 年：490 億ポンド）。 

 グループ全体の預貸率は英国 RBB、コーポレート・バンキング、ウェルス・アンド・インベストメント・マネジメン

ト各部門の顧客預り金の大幅な増加を受け、101％に低下した（2012 年：110％）。 

 ホールセール資金調達残高合計（レポ取引を除く）は 1,860 億ポンド（2012 年：2,400 億ポンド）であった。うち、

１年未満のうちに満期を迎えるものは 820 億ポンド（2012 年：1,020 億ポンド）、１ヵ月内に満期を迎えるものは

200 億ポンド（2012 年：290 億ポンド）である。 

 当グループは 2013 年に CRD IV 適格の Tier２資本 10 億米ドルを含め、正味で 10 億ポンドのターム・ファンディン

グを行った。2014 年に満期を迎えるターム・ファンディングは 240 億ポンド、2015 年に満期を迎えるターム・ファ

ンディングは 220 億ポンドである。2014 年は、満期を迎える額よりは少ないものの、公募ホールセール債務の発行

を、2013 年より増やす方針である。 
 

配当 

 2013 年度の年の最終配当として１株当たり 3.5 ペンスを 2014 年３月 28 日付で支払う。年間の配当金支払額は合計

で１株当たり 6.5 ペンスになる。配当金支払総額は新株予約権の無償割当の一環としての株式の追加発行を反映し、

859 百万ポンド（2012 年：733 百万ポンド）となった。 

見通し 

 2014 年度は当グループにとって引き続き過渡期の年と位置付けられ、投資を継続し、貸借対照表の最適化とコスト

削減に注力し続ける。 

 

資本、レバレッジ及び配当金に関する最新ガイダンス 

 バークレイズの現在の規制上の目標は 2019 年度までに完全施行ベースの CET1 比率９％及びピラー2A アドオンを達

成することである。現在のプルーデンス（健全性）規制機構（PRA）のガイダンスの下では、ピラー2A は 2015 年度

から CET1 の 56％の水準を達成する必要がある。この要件が現在適用されると仮定すると、これはリスク調整後資産

（RWA）の約 1.4％に相当する。ピラー2A アドオンは PRA の個別資本ガイダンス次第で時間の経過とともに変動が見

込まれる。 

 当グループは、2015 年に完全施行ベースの CRD IV CET1 比率 10.5％を達成することを見込んでいる。当グループが

最終状態の資本構造に向けた移行期間に資本の積み上げを実施するにつれ、内部管理バッファー、ピラー2A 及びそ

の他の規制上の留意事項を考慮に入れた場合の CRD IV CET1 比率の推定値は 11.5-12％の範囲に達すると見込んでい

る。この予想は特定の想定（詳細は英語原文 55 ページを参照のこと）に基づいており、カウンター・シクリカル資

本バッファー、追加的なセクトラル資本要件、あるいはシステミック・リスク・バッファーを含んでいないことに

留意すること。 

 当グループは推定 PRA レバレッジ比率について 2015 年末までに最低 3.5％、2016 年以降は 3.5-4％の範囲に達する

ことを目指す。レバレッジ・エクスポージャーの正味減少幅は約 600 億ポンド（外国為替の影響を除く）を見込ん

でいる。当グループは、レバレッジ・エクスポージャーが 2015 年までに 13,000 億ポンドを下回ることを見込んで

おり、この減少は当期収益にほとんど影響しないが、2015 年には推定 300 百万ポンドの増益に繋がると見込んでい

る。 

 2014 年１月のバーゼル銀行監督委員会（BCBS）提案の高度な影響に関する暫定的な分析を基に、経営面の施策及び

更なるルール変更を考慮しない場合、PRA レバレッジ比率が 20 ベーシス・ポイント低下すると推定している。 

 当グループは、取締役会によって決定される１株当たり調整後利益の比率として計算される配当性向について、引

き続き 40-50％を徐々に目指すが、資本増加を重視していくため 2014 年からは 40％を見込んでいる。 

グループ財務担当取締役、トゥーシャー・モーザリア 
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要約連結財務書類 

 
 

要約連結損益計算書（未監査） 

      

継続事業 
   

2013 年 12 月 31 日 

終了事業年度 

2012 年 12 月 31 日

終了事業年度

 注記１ （百万ポンド） （百万ポンド）

利息収入純額 ２ 11,600  11,654 

手数料収入純額    8,731  8,536 

トレーディング収益純額    6,553  3,347 

投資収益純額    680  844 

保険契約に基づく保険料収入純額     732  896 

その他の収益    148  332 

収益合計    28,444  25,609 

保険契約に基づく保険金及び給付金純額    (509) (600)

保険金控除後の収益合計    27,935  25,009 

信用に関する減損費用及びその他の引当金繰入額    (3,071) (3,340)

営業収益純額    24,864  21,669 

       

人件費    (12,155) (11,467)

一般管理費 ３ (7,817) (7,095)

営業費用 

（PPI 及び金利ヘッジ商品に係る補償引当金を除く） 
   (19,972) (18,562)

支払保障保険（PPI）に係る補償引当金 13  (1,350) (1,600)

金利ヘッジ商品に係る補償引当金 13  (650) (850)

営業費用    (21,972) (21,012)

       

事業の売却（損）益並びに関連会社及び合弁会社の損益に対する持分    (24) 140 

税引前利益    2,868  797 

税金 ４  (1,571) (616)

税引後利益    1,297  181 

          

以下に帰属するもの：     

親会社の株主      540  (624)

非支配持分 ５  757  805 

税引後利益    1,297  181 

       

継続事業からの１株当たり利益        

基本的普通株式１株当たり利益／（損失） ６  3.8p (4.8p)

希薄化後普通株式１株当たり利益／（損失） ６ 3.7p (4.8p)
 

 
１ 財務書類に対する注記は、英語原文 99 ページから 122 ページを参照のこと。. 
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要約連結損益及びその他包括利益計算書（未監査） 

         

継続事業 
   

2013 年 12 月 31 日 

終了事業年度 

2012 年 12 月 31 日

終了事業年度

  注記１ （百万ポンド） （百万ポンド）

税引後利益    1,297  181 

        

損益に振替えられる可能性があるその他包括（損失）／利益：     

為替換算再評価差額 17  (1,767) (1,548)

売却可能投資再評価差額 17  (382) 546 

キャッシュフロー・ヘッジ再評価差額 17  (1,890) 662 

その他    (37) 96 

損益に振替えられる可能性がある包括損失合計    (4,076) (244)

      

損益に振替えられる可能性がないその他包括利益：     

退職給付金の再評価 17  (515) (1,235)

      

当期その他の包括損失    (4,591) (1,479)

      

当期包括損失合計    (3,294) (1,298)

        

以下に帰属するもの：       

親会社の株主    (3,406) (1,894)

非支配持分    112  596 

当期包括損失合計    (3,294) (1,298)

 
１ 財務書類に対する注記は、英語原文 99 ページから 122 ページを参照のこと。. 
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要約連結貸借対照表（未監査） 

資産 
   

2013 年 

12 月 31 日現在 

2012 年

12 月 31 日現在

   注記１ （百万ポンド） （百万ポンド）

現金及び中央銀行預け金     45,687  86,191 

他行からの取立中の項目     1,282  1,473 

トレーディング・ポートフォリオ資産     133,069  146,352 

公正価値で測定すると指定された金融資産     38,968  46,629 

デリバティブ  ８  324,335  469,156 

銀行に対する貸付金     37,853  40,462 

顧客に対する貸付金     430,411  423,906 

リバース・レポ取引及びその他類似の担保付貸付      186,779  176,522 

売却可能投資     91,756  75,109 

未収還付税及び繰延税金資産  ４  5,026  3,815 

前払金、未収収益及びその他の資産     4,414  4,365 

関連会社及び合弁会社に対する投資     653  633 

のれん及び無形資産  11  7,685  7,915 

有形固定資産     4,216  5,754 

退職給付資産 14  133  53 

資産合計     1,312,267  1,488,335 

       

負債     

銀行預り金     54,834  77,012 

他銀行への未決済項目     1,359  1,587 

顧客預り金     427,902  385,411 

レポ取引及びその他類似の担保付借入     196,748  217,178 

トレーディング・ポートフォリオ負債     53,464  44,794 

公正価値で測定すると指定された金融負債    64,796  78,561 

デリバティブ   ８  320,634  462,721 

発行債券     86,693  119,525 

未払金、繰延収益及びその他負債     12,934  12,532 

未払税金及び繰延税金負債  ４  1,415  962 

劣後負債  12  21,695  24,018 

引当金   13  3,886  2,766 

退職給付債務  14  1,958  1,282 

負債合計     1,248,318  1,428,349 

       

株主資本     

払込済株式資本及び株式払込剰余金 15  19,887  12,477 

その他の資本性金融商品  16 2,063  - 

その他の剰余金   17 249  3,674 

利益剰余金    33,186  34,464 

非支配持分を除く株主資本     55,385  50,615 

非支配持分  ５  8,564  9,371 

株主資本合計     63,949  59,986 

       

負債及び株主資本合計    1,312,267  1,488,335 
 

    
１ 財務書類に対する注記は、英語原文 99 ページから 122 ページを参照のこと。.  
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要約連結株主資本変動表（未監査） 

2013 年 12 月 31 日終了事業年度 
 

払込済株式資本

及び

株式払込剰余金１

その他の資本

性金融商品１

その他の

剰余金１

利益 

剰余金 合計 

非支配

持分２

株主資本

合計

（百万ポンド）
（百万ポン

ド）

（百万ポン

ド）

（百万ポン

ド） 

（百万ポン

ド） 

（百万ポン

ド）

（百万ポン

ド）

2013 年１月１日現在の残高 12,477 - 3,674 34,464  50,615  9,371 59,986 

税引後利益 - - - 540  540  757 1,297 

為替換算の変動 - - (1,201) -  (1,201) (566) (1,767)

売却可能投資 - - (379) -  (379) (3) (382)

キャッシュフロー・ヘッジ - - (1,826) -  (1,826) (64) (1,890)

退職給付金の再評価 - - - (503) (503) (12) (515)

その他 - - - (37) (37) - (37)

当期包括（損失）／利益合計 - - (3,406) -  (3,406) 112 (3,294)

普通株式の新規発行 6,620 - - -  6,620  - 6,620 

従業員株式制度に基づく株式発行 790 - - 689  1,479  - 1,479 

その他の資本性金融商品の発行 - 2,063 - -  2,063  - 2,063 

自己株式の増加 - - (1,066) -  (1,066) - (1,066)

従業員株式制度に基づく株式の権利確定 - - 1,047 (1,047) -  - - 

配当金支払額 - - - (859) (859) (813) (1,672)

その他の剰余金の変動 - - - (61) (61) (106) (167)

2013 年 12 月 31 日現在の残高 19,887 2,063 249 33,186  55,385  8,564 63,949 

    

2012 年 12 月 31 日終了事業年度 

 
  

2012 年１月１日現在の残高 12,380 - 3,837 37,189  53,406  9,607 63,013 

税引後（損失）／利益 - - - (624) (624) 805 181 

為替換算の変動 - - (1,289) -  (1,289) (259) (1,548)

売却可能投資 - - 502 -  502  44 546 

キャッシュフロー・ヘッジ - - 657 -  657  5 662 

退職給付金の再評価 - - - (1,235) (1,235) - (1,235)

その他 - - - 95  95  1 96 

当期包括利益合計 - - (130) (1,764) (1,894) 596 (1,298)

従業員株式制度に基づく株式発行 97 - - 717  814  - 814 

自己株式の増加 - - (979) -  (979) - (979)

従業員株式制度に基づく株式の権利確定 - - 946 (946) -  - - 

配当金支払額 - - - (733) (733) (694) (1,427)

その他の剰余金の変動 - - - 1  1  (138) (137)

2012 年 12 月 31 日現在の残高 12,477 - 3,674 34,464  50,615  9,371 59,986 

    

                    

                    

  
１ 株主資本、その他の資本性金融商品、その他の剰余金の詳細については英語原文 112 ページを参照のこと。 
２ 非支配持分の詳細については、英語原文 102 ページを参照のこと。 
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要約連結キャッシュフロー計算書（未監査）   

   

継続事業 

2013 年 

12 月 31 日 

終了事業年度 

2012 年

12 月 31 日

終了事業年度

（百万ポンド） （百万ポンド）

税引前利益 2,868  797 

非現金項目の調整 6,581  12,425 

営業資産及び負債の変動 (33,065) (25,529)

法人税等支払額 (1,558) (1,516)

営業活動からのキャッシュ純額 (25,174) (13,823)

投資活動からのキャッシュ純額 (22,645) (7,097)

財務活動からのキャッシュ純額 5,910  (2,842)

現金及び現金同等物に係る為替レートの影響 198  (4,111)

現金及び現金同等物の純増加 (41,711) (27,873)

現金及び現金同等物の期首残高 121,896  149,769 

現金及び現金同等物の期末残高 80,185  121,896 
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事業部門別業績 

 

ＵＫリテール・アンド・ビジネス・バンキング 
 

損益計算書関連の情報 
2013年12月31日

終了事業年度

（百万ポンド）

2012年12月31日

終了事業年度

（百万ポンド） 増減率（％）

利息収入純額 3,395 3,190 6 

手数料収入純額 1,098 1,154 (5)

保険契約に基づく保険料収入純額 46 74 (38)

その他の（収益）／費用 1 (1)  

収益合計 4,540 4,417 3 

保険契約に基づく保険金及び給付金純額 (17) (33) (48)

保険金控除後の収益合計 4,523 4,384 3 

信用関連減損費用及びその他の引当金繰入額 (347) (269) 29 

営業収益純額 4,176 4,115 1 

    

営業費用（英国銀行税、PPI補償引当金及び

Transform達成費用を除く） 
(2,812) (2,877) (2)

英国銀行税 (21) (17) 24 

PPI補償引当金 (660) (1,180) (44)

Transform達成費用 (175) -  

営業費用 (3,668) (4,074) (10) 

  

その他の収益純額 27 4  

税引前利益 535 45   

    

調整後税引前利益１ 1,195 1,225 (2)

調整後株主帰属利益１、２ 917 875 5 
 

 

貸借対照表関連の情報と主要な指標 
2013年12月31日

現在

2012年12月31日

現在 増減率（％）

顧客に対する貸付金（償却原価） 1,365億ポンド 1,281億ポンド 7 

顧客預金 1,355億ポンド 1,160億ポンド 17 

資産合計３ 1,529億ポンド 1,346億ポンド 14 

リスク調整後資産－CRD Ⅲ３ 441億ポンド 391億ポンド 13 

リスク調整後資産－CRD Ⅳ完全施行ベース３ 441億ポンド   

    

90日以上延滞率－英国個人ローン 1.2％ 1.3％  

90日以上延滞率－住宅ローン 0.3％ 0.3％  

モーゲージ・ポートフォリオの平均LTV４ 56％ 59％  

新規モーゲージ貸付の平均LTV４ 64％ 65％  

    

顧客数 16.7百万 15.8百万  

    

支店数 1,560 1,593  

    

従業員数（常勤換算） 32,900 33,000  
 

 調整後ベース１ 法定ベース 

パフォーマンス指標 
2013年12月31日

終了事業年度

2012年12月31日

終了事業年度

2013年12月31日

終了事業年度

2012年12月31日

終了事業年度

平均有形株主資本利益率 20.0％ 22.9％ 8.5％ (0.6％)

平均株主資本利益率 11.5％ 12.3％ 4.9％ (0.3％)

平均リスク調整後資産利益率 2.2％ 2.5％ 1.0％ 0.0％ 

収益に対する費用の比率 67％ 66％ 81％ 93％ 

貸倒比率（ベーシス・ポイント） 25 21 25 21 
 

１ 調整後税引前利益、調整後株主帰属利益及び調整後のパフォーマンス指標は、PPI 補償引当金 660 百万ポンド（2012 年：1,180 百万ポンド）の影響を
除外した数値である。 

２ 調整後株主帰属利益には、税金及び非支配持分を控除後の利益が含まれている。 
３ 2013 年 12 月 31 日現在の資産合計及びリスク調整後資産には、従前は本部で保有されていた流動性プール資産の配分が含まれている。 
４ モーゲージ・ポートフォリオ及び新規モーゲージ貸付の平均 LTV は、平均評価額を基準にして計算されている。比較数値は、LTV の新データ管理シス

テムへの移行後の詳細なレビューによって、修正再表示されている。 
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ＵＫリテール・アンド・ビジネス・バンキング 

英国 RBB の 2013 年度の業績は好調であり、主力商品についてはモーゲージ証券の持分が増加するなど市場を上回る成長

率をたどった。英国 RBB は引き続き英国経済を牽引し、小企業向け新規総貸付 18 億ポンドの実行及び新規事業立ち上げ

120,000 件の援助を実施した。オンラインサービス使用顧客数は 2013 年度に飛躍的に増加し、モバイルバンキングの利

用顧客は 150％増の 2.3 百万口座に、また Pingit の利用顧客は１百万口座超と倍増した。 

英国 RBB では、Transform 戦略の一環として引き続き事業再編及び事業投資を実施した。当年度は、事業拠点の削減、

リテールバンクでの人員余剰の公表、Asda の店舗における支店の小規模化に伴い、Transform 達成費用 175 百万ポンド

が発生した。また事業拠点となっている地域への貢献を引き続き行っており、当年度にはバークレイズ・グループ各拠

点で 1000 件の養成プログラムを実施した。この件数は 2015 年までに倍増することを決定している。若者の就労の手助

けとなる技術、情報及び機会の提供を目的としたプログラム Lifeskills では、これまで 276,000 名の若者に支援を行っ

てきた。 

損益計算書－2013 年度と 2012 年度の比較 

・ 利息収入純額は、モーゲージの堅調な増加及びバークレイズ・ダイレクト（旧称 ING ダイレクト UK。2013 年度第１

四半期中に買収された。）からの寄与により、６％増の 3,395 百万ポンドとなった。純利息マージンは、主に構造

的ヘッジからの寄与が減少したことを反映して、６ベーシス・ポイント低下の 129 ベーシス・ポイントとなったが、

顧客に起因するマージンは 102 ベーシス・ポイントから 106 ベーシス・ポイントに増加した。 

－ 対顧客資産マージンは、資金調達コストの低下及び新規モーゲージ貸付に関する顧客金利の上昇を受け、15 ベ

ーシス・ポイント上昇の 122 ベーシス・ポイントとなった。 

－ 対顧客負債マージンは、資金調達金利の下落を受け８ベーシス・ポイント低下の 89 ベーシス・ポイントとな

った。 

・ 手数料収入純額は、主に顧客からの手数料減少を受けて５％減の 1,098 百万ポンドとなった。 

・ 信用関連損失費用は、78 百万ポンド増の 347 百万ポンドとなった。これは、無担保貸付及びモーゲージに関して

2012 年度に引当金の戻し入れを行ったが、今年度は実施されなかったためである。これを除き、減損については概

ね 2012 年度と同様であった。 

・ 調整後営業費用は、Transform 達成費用 175 百万ポンドにより、４％増の 3,008 百万ポンドとなった。法定ベース

の営業費用は、PPI 補償引当金 660 百万ポンド（2012 年：1,180 百万ポンド）に関する費用の減少により、10％減

の 3,668 百万ポンドとなった。 

・ 調整後税引前利益は２％減の 1,195 百万ポンドとなった一方で、法定ベースの税引前利益は、535 百万ポンド

（2012 年：45 百万ポンド）となった。 

損益計算書－2013 年度第４四半期と 2013 年度第３四半期の比較 

・ 税引前利益は、Transform 達成費用 119 百万ポンド（2013 年度第３四半期：29 百万ポンド）及び英国銀行税 21 百

万ポンド（2013 年度第３四半期：ゼロポンド）により、40％減の 212 百万ポンドとなった。 

貸借対照表－2013 年 12 月 31 日現在と 2012 年 12 月 31 日現在の比較 

・ 顧客に対する貸付金は、バークレイズ・ダイレクトによる 44 億ポンド増加及びその他のモーゲージの伸びにより、

７％増の 1,365 億ポンドとなった。 

－ モーゲージ残高は 1,228 億ポンドに増加し（2012 年：1,147 億ポンド）、そのうち、英国で保有する証券残高

の持分は 9.9％に上昇した（2012 年：9.4％）。新規モーゲージ貸付総額は 171 億ポンド（2012 年：182 億ポン

ド）、モーゲージの返済額は 144 億ポンド（2012 年：106 億ポンド）であった。 

－ ポートフォリオの質は引き続き改善しており、モーゲージ・ポートフォリオ（buy-to-let モーゲージを含む。）

の残高による加重平均 LTV は 56％（2012 年：59％）であった。新規モーゲージ貸付の残高による加重平均 LTV

は 64％（2012 年：65％）であった。 

・ 顧客預金総額は、主にバークレイズ・ダイレクトの預金の増加 62 億ポンドにより、17％増の 1,355 億ポンドとなっ

た。 

・ 資産合計は、従来はグループとして一括して保有していた流動性プール資産の配分及び顧客に対する貸付金の増加

により、14％増の 1,529 億ポンドとなった。 

・ CRDⅢリスク調整後資産は、主にバークレイズ・ダイレクト及びモーゲージ資産の増加より 13％増の 441 億ポンド

となった。 
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ヨーロッパ・リテール・アンド・ビジネス・バンキング 
 

損益計算書関連の情報 
2013年12月31日

終了事業年度

（百万ポンド）

2012年12月31日

終了事業年度

（百万ポンド） 増減率（％）

利息収入純額 420 428 (2)

手数料収入純額 187 248 (25)

投資収益純額 78 52 50 

保険契約に基づく保険料収入純額 276 331 (17)

その他の収益 13 8 63 

収益合計 974 1,067 (9)

保険契約に基づく保険金及び給付金純額 (308) (359) (14)

保険金控除後の収益合計 666 708 (6)

信用関連減損費用及びその他の引当金繰入額 (287) (257) 12 

営業収益純額 379 451 (16)

    

営業費用（英国銀行税、PPI補償引当金及び

Transform達成費用を除く） 
(813) (787) 3 

英国銀行税 (26) (20) 30 

Transform達成費用 (403) -  

営業費用 (1,242) (807) 54 

   

その他の（費用）／収益純額 (133) 13  

税引前損失 (996) (343)  

株主帰属損失１ (964) (277)  

 
 

貸借対照表関連の情報と主要な指標 
2013年12月31日現在 2012年12月31日現在 増減率（％）

顧客に対する貸付金（償却原価） 370億ポンド 392億ポンド (6)

顧客預金 163億ポンド 176億ポンド (7)

資産合計２ 450億ポンド 461億ポンド (2)

リスク調整後資産－CRD Ⅲ２ 159億ポンド 158億ポンド 1 

リスク調整後資産－CRD Ⅳ完全施行ベース２ 162億ポンド   

    

90日以上延滞率－住宅ローン 0.8％ 0.8％  

モーゲージ・ポートフォリオの平均LTV 

－スペイン３ 
63％ 65％  

モーゲージ・ポートフォリオの平均LTV 

－イタリア３ 
60％ 60％  

モーゲージ・ポートフォリオの平均LTV 

－ポルトガル３ 
76％ 78％  

    

顧客数 1.8百万 2.0百万  

    

支店数 572 923  

販売センター数 61 219  

販売拠点数 633 1,142  

    

従業員数（常勤換算） 5,900 7,500  

ユーロ／英ポンド－期末レート 1.20 1.23  

ユーロ／英ポンド－平均レート 1.18 1.23  
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 調整後ベース 法定ベース 

パフォーマンス指標 
2013年12月31日

終了事業年度

2012年12月31日

終了事業年度

2013年12月31日

終了事業年度

2012年12月31日

終了事業年度

平均有形株主資本利益率 (49.6％) (14.2％) (49.6％) (14.2％)

平均株主資本利益率 (45.2％) (12.9％) (45.2％) (12.9％)

平均リスク調整後資産利益率 (5.7％) (1.7％) (5.7％) (1.7％)

収益に対する費用の比率 186％ 114％ 186％ 114％ 

貸倒比率（ベーシス・ポイント） 75 64 75 64 

 
１ 株主帰属損失には、税金及び非支配持分を控除後の利益が含まれている。 
２ 2013 年 12 月 31 日現在の資産合計及びリスク調整後資産には、従前は本部で保有されていた流動性プール資産の配分が含まれている。 
３ モーゲージ・ポートフォリオ及び新規モーゲージ貸付の平均 LTV は、平均評価額を基準にして計算されている。 
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ヨーロッパ・リテール・アンド・ビジネス・バンキング 

ヨーロッパ RBB では 2013 年度において、Transform 戦略の一環として、引き続きヨーロッパ事業のコストベースの再編

に注力した。当年度に常勤雇用者 1,600 名の削減及び販売拠点 500 か所超の閉鎖を行った。またヨーロッパ RBB では、

マージンの引き上げを行うべく、富裕層セグメントによる利益成長を対象として新しく特別顧客向けの提案を打ち出し

た。 

リスクとしては、引き続きヨーロッパ全土の経済環境への対策が挙げられる。再占有リスクの低減及びマージンの低い

撤退対象資産 213 億ポンド（2012 年：229 億ポンド）の除却を早急に実施するため、資産最適化専任チームを立ち上げ

た。 

損益計算書－2013 年度と 2012 年度の比較 

・ 収益は６％減の 666 百万ポンドとなった。これは、ヨーロッパ全体における継続的な経済問題に対処するために実

施された特にスペインやイタリアにおける資産削減の取り組みの影響によるものだが、外国為替の変動による収益

の増加によって一部相殺されている。 

・ 利息収入純額は、平均顧客残高の減少により２％減の 420 百万ポンドとなった。純利息マージンは、貸出金利が改

善したものの資金調達コストの上昇により相殺された結果、79 ベーシス・ポイントと概ね横ばいであった（2012

年：78 ベーシス・ポイント）。 

・ 手数料収入純額は、取引高の減少を反映して 25％減の 187 百万ポンドとなった。 

・ 保険契約に基づく保険料収入純額は、取引高の減少、及びそれを受けた商品売り出しの合理化により、17％減の

276 百万ポンドとなった。またこれに伴い保険金及び給付金純額は 14％減の 308 百万ポンドとなった。 

・ 信用関連減損費用は、12％増の 287 百万ポンドとなった。これは、スペインの再生可能エネルギー・セクターへの

エクスポージャー、外国為替の変動及び高リスクのモーゲージ顧客のカバレッジ増加によるものである。なお、回

収業績の改善により一部相殺されている。 

・ 営業費用は、主に Transform 達成費用 403 百万ポンドを反映して、435 百万ポンド増の 1,242 百万ポンドとなった。

これは、販売ネットワークを大幅に縮小するための事業再編費用に関連しており、残りの増加は外国為替の変動に

よるものだが、事業再編に伴う費用削減により一部相殺されている。 

・ その他の費用純額は 146 百万ポンド増の 133 百万ポンドとなった。これは、事業再編計画によって影響を受けた地

域に拠点を置く取引相手に対する契約上の義務に関連する評価調整によるものである。 

・ 税引前損失は、Transform 達成費用 403 百万ポンド及びその他の費用純額の増加を含め、653 百万ポンド増の 996

百万ポンドとなった。 

・ 株主帰属損失は、964 百万ポンドに増加した（2012 年：277 百万ポンド）。これには、スペインの繰延税金資産取

り崩しの影響及び税引前損失の増加が含まれる。 

損益計算書－2013 年度第４四半期と 2013 年度第３四半期の比較 

・ 税引前損失は 181 百万ポンドとなった（2013 年度第３四半期：106 百万ポンド）。これは主に、スペインにおける

Transform 達成のための事業再編費用 46 百万ポンド、英国銀行税 26 百万ポンド及び減損費用の増加 11 百万ポンド

など、営業費用の増加によるものである。 

貸借対照表－2013 年 12 月 31 日現在と 2012 年 12 月 31 日現在の比較 

・ 顧客に対する貸付金は６％減の 370 億ポンドとなった。これは、Tranform 戦略の一環である資産削減活動によるも

のだが、外国為替の変動により一部相殺されている。 

・ モーゲージ残高は 336 億ポンドに減少した（2012 年：348 億ポンド）。 

・ スペイン、イタリア及びポルトガルのモーゲージ・ポートフォリオの残高による加重平均 LTV は、それぞれ 63％

（2012 年：65％）、60％（2012 年：60％）及び 76％（2012 年：78％）であった。 

・ 顧客預金は７％減の 163 億ポンドとなった。これは顧客の減少によるものだが、外国為替の変動により一部相殺さ

れている。 

・ 資産合計は、顧客に対する貸付金の減少により２％減の 450 億ポンドとなった。 

・ CRDⅢリスク調整後資産は、159 億ポンドと概ね横ばいであった（2012 年：158 億ポンド）。これは、撤退事業のリ

スク調整後資産が減少したことによるものだが、資産の処理に伴う変更により一部相殺されている。 
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アフリカ・リテール・アンド・ビジネス・バンキング 
 

損益計算書関連の情報 
2013年12月31日

終了事業年度

（百万ポンド）

2012年12月31日

終了事業年度

（百万ポンド） 増減率（％）

利息収入純額 1,437 1,654 (13)

手数料収入純額 924 1,065 (13)

保険契約に基づく保険料収入純額 359 417 (14)

その他の収益／（費用） 81 (1)  

収益合計 2,801 3,135 (11)

保険契約に基づく保険金及び給付金純額 (184) (207) (11)

保険金控除後の収益合計 2,617 2,928 (11)

信用関連減損費用及びその他の引当金繰入額 (324) (632) (49)

営業収益純額 2,293 2,296  

    

営業費用（英国銀行税及びTransform達成費用を除

く） 
(1,842) (1,960) (6)

英国銀行税 (28) (24) 17 

Transform達成費用 (26) -  

営業費用 (1,896) (1,984) (4)

  

その他の収益純額 7 10 (30)

税引前利益 404 322 25 

株主帰属利益／（損失）１ 9 (4)  
 

 

損益計算書関連の情報 
2013年12月31日

終了事業年度

（百万ポンド）

2012年12月31日

終了事業年度

（百万ポンド） 増減率（％）

 恒常通貨ベース 

利息収入純額 1,689 1,654 2 

手数料収入純額 1,082 1,065 2 

保険契約に基づく保険料収入純額 419 417 - 

その他の収益／（費用） 96 (1)  

収益合計 3,286 3,135 5 

保険契約に基づく保険金及び給付金純額 (215) (207) 4 

保険金控除後の収益合計 3,071 2,928 5 

信用関連減損費用及びその他の引当金繰入額 (374) (632) (41)

営業収益純額 2,697 2,296 17 

    

営業費用（英国銀行税及びTransform達成費用を除

く） 
(2,145) (1,960) 9 

英国銀行税 (28) (24) 17 

Transform達成費用 (26) -  

営業費用 (2,199) (1,984) 11 

   

その他の収益純額 8 10 (20)

税引前利益 506 322 57 

株主帰属利益／（損失）１ 41 (4)  
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貸借対照表関連の情報と主要な指標 
2013年12月31日現在 2012年12月31日現在 増減率（％）

顧客に対する貸付金（償却原価） 242億ポンド 299億ポンド (19)

顧客預金 169億ポンド 195億ポンド (13)

資産合計２ 335億ポンド 422億ポンド (21)

リスク調整後資産－CRD Ⅲ２ 224億ポンド 245億ポンド (9)

リスク調整後資産－CRD Ⅳ２ 228億ポンド   

    

90日以上延滞率－住宅ローン 0.7％ 1.6％  

90日以上延滞率－無担保貸付 2.6％ 3.1％  

モーゲージ・ポートフォリオの平均LTV３ 62％ 66％  

新規モーゲージ貸付の平均LTV３ 75％ 76％  

    

顧客数 12.1百万 13.5百万  

    

支店数 1,268 1,339  

販売センター数 128 112  

販売拠点数 1,396 1,451  

    

従業員数（常勤換算） 41,300 40,500  

南アフリカ・ランド／英ポンド－期末レート 17.37 13.74  

南アフリカ・ランド／英ポンド－平均レート 15.10 13.03  
 

貸借対照表関連の情報と主要な指標 
2013年12月31日現在 2012年12月31日現在 増減率（％）

 恒常通貨ベース 

顧客に対する貸付金（償却原価） 306億ポンド 299億ポンド 2 

顧客預金 211億ポンド 195億ポンド 8 

資産合計２ 419億ポンド 422億ポンド (1)
 

 調整後ベース 法定ベース 

パフォーマンス指標 

2013年12月31日

終了事業年度 

2012年12月31日

終了事業年度 

2013年12月31日 

終了事業年度 

2012年12月31日

終了事業年度 

平均有形株主資本利益率４ 0.8％ (0.2％) 0.8％ (0.2％)

平均株主資本利益率 0.4％ (0.1％) 0.4％ (0.1％)

平均リスク調整後資産利益率 0.9％ 0.7％ 0.9％ 0.7％ 

収益に対する費用の比率 72％ 68％ 72％ 68％ 

貸倒比率（ベーシス・ポイント） 128 202 128 202 
 
１ 株主帰属利益には、税金及び非支配持分を控除後の利益が含まれている。 
２ 2013 年 12 月 31 日現在の資産合計及びリスク調整後資産には、従前は本部で保有されていた流動性プール資産の配分が含まれている。 
３ モーゲージ・ポートフォリオ及び新規モーゲージ貸付の平均 LTV は、平均評価額を基準にして計算されている。 
４ 2012 年度の平均有形株主資本利益率については、アブサ・グループの非支配持分に関する金額を除外するよう修正されている。 

 

- 49 -



 

 

アフリカ・リテール・アンド・ビジネス・バンキング 

アフリカ RBB では、Transform の目的に沿って事業を行いつつ顧客成長や費用効率化を図るべく、2013 年度に新規リー

ダーシップ・チームの下３年間の改善プログラムに着手した。 

2013 年度の業績は、競争激化、規制環境の変化及び平均南アフリカ・ランドが英ポンドに対して平均で 16％下落するな

ど為替の変動に影響を受けた。しかし恒常通貨ベースでは、主に南アフリカの住宅ローン・リカバリーブックにおける

減損引当金の減少により、税引前利益は 57％増加した。また当該事業においては、支店ネットワークの再編及び引き続

き実施されている顧客チャンネルと商品の電子化対応のための Transform 達成費用 26 百万ポンドが発生した。 

アフリカ RBB の改善プログラムは 2013 年度において好調な出だしを見せたが、今後継続的な利益改善のためには引き続

き対応していく必要がある。 

損益計算書－2013 年度と 2012 年度の比較 

・ 収益は 11％減の 2,617 百万ポンドとなった。これは外国為替の変動によるものだが、前年度の商業用不動産金融ポ

ートフォリオにおける公正価値調整が今年度は発生しなかったことにより、一部相殺されている。恒常通貨ベース

では、競争環境の中で引き続き取引高に低下圧力がかかっているものの、５％増となった。 

・ 利息収入純額は 13％減の 1,437 百万ポンドとなった。恒常通貨ベースでは２％増となった。純利息マージンは３ベ

ーシス・ポイント低下の 316 ベーシス・ポイントとなった。 

－ 対顧客資産マージンは 310 ベーシス・ポイントと安定的に推移しており、住宅ローン、個人向け貸付及び自動

車金融や資産金融などの主力商品について引き続き競争力のある値付けを行っていく方針である。 

－ 対顧客負債マージンは、競争の激化及びマージンのより低い貯蓄商品の増加という商品構成の変更により、２

ベーシス・ポイント低下の 273 ベーシス・ポイントとなった。 

・ 手数料収入純額は 13％減の 924 百万ポンドとなった。恒常通貨ベースでは２％増となった。 

・ 信用関連減損費用は、49％減の 324 百万ポンドとなった。恒常通貨ベースでは、南アフリカの住宅ローン・リカバ

リーブック及びビジネス・バンキング・ポートフォリオにおいて引当金が減少したことにより、41％減となった。

この減少は、厳しい経済環境に起因する南アフリカの無担保貸付ポートフォリオの悪化により一部相殺された。こ

の減損の減少により、貸倒比率は 128 ベーシス・ポイントとなった（2012 年：202 ベーシス・ポイント）。 

・ 営業費用は４％減の 1,896 百万ポンドとなった。恒常通貨ベースでは、インフラへの投資額増加及び南アフリカに

おけるインフレの拡大により、11％増となった。 

・ 税引前利益は、25％増の 404 百万ポンドとなった。これは、南アフリカの住宅ローン・リカバリーブック及びビジ

ネス・バンキング・ポートフォリオにおいて引当金が減少したこと、及び前年度における商業用不動産金融ポート

フォリオの公正価値調整が今年度は発生しなかったことによるものである。 

損益計算書－2013 年度第４四半期と 2013 年度第３四半期の比較 

・ 税引前利益は減少し 60 百万ポンドとなった（2013 年度第３四半期：132 百万ポンド）。これは 2013 年度第４四半

期の英国銀行税、Transform 達成費用の増加、また南アフリカ・ランド安の進みによるものである。 

貸借対照表－2013 年 12 月 31 日現在と 2012 年 12 月 31 日現在の比較 

・ 期末の南アフリカ・ランドは英ポンドに対して 26％の下落となった。南アフリカ・ランド安は報告損益の変動の大

きな要因となっている。他のアフリカ諸国における為替変動による重要な影響はなかった。 

・ 顧客に対する貸付金は 19％減の 242 億ポンドとなった。これは特に自動車金融や資産金融において２％の成長がみ

られたものの、南アフリカ・ランドが英ポンドに対して下落したことにより相殺されたためである。 

－ モーゲージ・ポートフォリオの残高による加重平均 LTV は 62％であった（2012 年：66％）。新規モーゲージ

貸付の残高による加重平均 LTV は 75％であった（2012 年：76％）。 

・ 顧客預金は 13％減の 169 億ポンドとなった。恒常通貨ベースでは、特に投資商品における個人預金が増加したこと

を受け、８％増となった。 

・ 資産合計は、南アフリカ・ランドが英ポンドに対して下落したことにより、21％減の 335 億ポンドとなった。恒常

通貨ベースでは、概ね横ばいとなっている。 

・ CRDⅢリスク調整後資産は、９％減の 224 億ポンドとなった。これは主に南アフリカ・ランドが英ポンドに対して下

落したことによるものだが、貸借対照表金額の成長により一部相殺されている。 

- 50 -



 

 

バークレイカード 
 

損益計算書関連の情報 
2013年12月31日

終了事業年度

（百万ポンド）

2012年12月31日

終了事業年度

（百万ポンド） 増減率（％）

利息収入純額 3,318 3,009 10 

手数料収入純額 1,435 1,292 11 

保険契約に基づく保険料収入純額 26 36 (28)

その他の収益 7 7 - 

保険金控除後の収益合計 4,786 4,344 10 

信用関連減損費用及びその他の引当金繰入額 (1,264) (1,049) 20 

営業収益純額 3,522 3,295 7 

    

営業費用（英国銀行税、PPI補償引当金及び

Transform達成費用を除く） 
(1,975) (1,826) 8 

英国銀行税 (24) (16) 50 

PPI補償引当金 (690) (420) 64 

Transform達成費用 (49) -  

営業費用 (2,738) (2,262) 21 

   

その他の収益純額 33 29 14 

税引前利益 817 1,062 (23)

    

調整後税引前利益１ 1,507 1,482 2 

調整後株主帰属利益１、２ 1,006 975 3 
 

 

貸借対照表関連の情報と主要な指標 
2013年12月31日現在 2012年12月31日現在 増減率（％）

顧客に対する貸付金（償却原価） 356億ポンド 338億ポンド 5 

顧客預金 52億ポンド 28億ポンド 86 

資産合計３ 389億ポンド 382億ポンド 2 

リスク調整後資産－CRD Ⅲ３ 411億ポンド 378億ポンド 9 

リスク調整後資産－CRD Ⅳ完全施行ベース３ 405億ポンド   

    

30日以上延滞率－英国カード 2.4％ 2.5％  

30日以上延滞率－米国カード 2.1％ 2.4％  

30日以上延滞率－南アフリカ・カード４ 8.1％ 7.4％  

    

バークレイカード顧客数合計 35.5百万 32.8百万  

バークレイカードのクライアント数合計 350,200 315,500  

決済額合計 2,540億ポンド 2,350億ポンド  

    

従業員数（常勤換算） 12,100 11,100  
 

 調整後ベース１ 法定ベース 

パフォーマンス指標 
2013年12月31日

終了事業年度

2012年12月31日

終了事業年度

2013年12月31日

終了事業年度

2012年12月31日

終了事業年度

平均有形株主資本利益率 24.5％ 26.9％ 11.1％ 18.0％ 

平均株主資本利益率 18.4％ 19.8％ 8.3％ 13.3％ 

平均リスク調整後資産利益率 2.8％ 3.1％ 1.4％ 2.2％ 

収益に対する費用の比率 43％ 42％ 57％ 52％ 

貸倒比率（ベーシス・ポイント） 337 294 337 294 

 
１ 調整後税引前利益、調整後株主帰属利益及び調整後のパフォーマンス指標は、PPI 補償引当金 690 百万ポンド（2012 年：420 百万ポンド）の影響を除

外した数値である。 
２ 調整後株主帰属利益には、税金及び非支配持分を控除後の利益が含まれている。 
３ 2013 年 12 月 31 日現在の資産合計及びリスク調整後資産には、従前は本部で保有されていた流動性プール資産の配分が含まれている。 
４ 2013 年 12 月 31 日現在における南アフリカ・カードの 30 日以上延滞率は、Edcon のポートフォリオ取得を反映するよう修正再表示されている。 
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バークレイカード 

バークレイカードは引き続き全ての市場で成長を見せており、2013 年度の収益は 10％増、新規顧客純増は３百万人近く

となった。当該事業では、英国のバス輸送 6.5 百万件超における非接触式カードの認可に向けたロンドン交通局への継

続的働きかけ、及び登録顧客 800,000 人（うち半数以上がバークレイズの新規顧客）向けオンライン提供商品である

Bespoke の立ち上げなど、引き続き改革を実施している。バークレイカードでは、引き続き調整利益の拡大及び平均株

主資本利益率の引き上げに努めていく。 

事業では、顧客に簡潔かつ明確な価値をもつソリューションを提供することで、顧客の支払いについては選ばれる銀行

（’Go-To’ Bank）となる道を引き続き模索しており、これに伴い Transform 達成費用 49 百万ポンドが発生した。また、

欧州大陸全土にわたるクレジットカード１枚での管理プラットフォームの導入など、業務拡大により顧客サービスの向

上を行ってきた。 

バークレイカードは引き続き英国経済を牽引し、2013 年度には事業及び個人向け新規貸付 158 億ポンドを提供した。 

損益計算書－2013 年度と 2012 年度の比較 

・ 収益は、貸付純額の継続的な増加及び 2012 年度のポートフォリオの取得により、10％増の 4,786 百万ポンドとなっ

た。 

－ 英国における収益は、貸付純額の増加及び資金調達費用の減少により、６％増の 2,747 百万ポンドとなった。 

－ 英国外の収益は 17％増の 2,039 百万ポンドとなった。これは、2012 年度のポートフォリオの取得並びに米国

及びドイツにおける顧客資産残高の増加によるものである。 

・ 利息収入純額は、取引高の増加及び構造的ヘッジによる影響の低下により、10％増の 3,318 百万ポンドとなった。 

－ 対顧客資産マージンは 9.39％と概ね安定的に推移しており、平均顧客資産は 2012 年度のポートフォリオの取

得及び事業の成長により８％増の 363 億ポンドとなった。 

－ 対顧客負債マージンは、米国及びドイツにおける預金による資金調達を反映して、マイナス 0.29％となった。 

・ 手数料収入純額は、主に米国及び英国における支払高の増加を受けて 11％増の 1,435 百万ポンドとなった。 

・ 信用関連減損費用は、ポートフォリオの取得の影響及び 2012 年度に計上された引当金の戻入れが今年度は発生しな

かったことにより、20％増の 1,264 百万ポンドとなった。 

－ 消費者クレジットカードにおける減損貸倒比率は、英国では 366 ベーシス・ポイント（2012 年：359 ベーシ

ス・ポイント）と概ね安定的に推移、また米国では 268 ベーシス・ポイントと横ばいであった一方、南アフリ

カでは、商品構成の変更につながった Edcon の買収により 421 ベーシス・ポイント増の 581 ベーシス・ポイン

トに上昇した。 

－ 消費者カードの 30 日以上延滞率は、英国では 10 ベーシス・ポイント低下の 2.4％、米国では 30 ベーシス・ポ

イント低下の 2.1％、また南アフリカでは 70 ベーシス・ポイント上昇の 8.1％となった。 

・ 調整後営業費用は、2012 年度のポートフォリオの取得による費用増加、貸付純額の増加、営業損失の増加及び

Transform 達成費用の影響により、11％増の 2,048 百万ポンドとなった。法定ベースの営業費用は、PPI 補償引当金

費用が増加し 690 百万ポンド（2012 年：420 百万ポンド）となったことより、21％増の 2,738 百万ポンドとなった。 

・ 調整後税引前利益は、米国及び英国のカード・ポートフォリオにより２％増の 1,507 百万ポンドとなった。一方、

法定ベースの税引前利益は、PPI 補償引当金費用の増加により 817 百万ポンドに減少した（2012 年：1,062 百万ポ

ンド）。 

損益計算書－2013 年度第４四半期と 2013 年度第３四半期の比較 

・ 税引前利益は 16％減の 335 百万ポンドとなった。これは英国銀行税、Transform 達成費用、また米ドルや南アフリ

カ・ランドが英ポンドに対して下落したことによるものである。 

貸借対照表－2013 年 12 月 31 日現在と 2012 年 12 月 31 日現在の比較 

・ 資産合計は、主に英国及び英国外の事業における顧客に対する貸付金の増加により、２％増の 389 億ポンドとなっ

た。 

・ 顧客預金は、米国及びドイツにおける資金調達に関する施策により 24 億ポンド増の 52 億ポンドとなった。 

・ CRDⅢリスク調整後資産は、資産の増加及び法規制ガイダンスの変更に準拠するためのモデルチェンジを行ったこと

により、９％増の 411 億ポンドとなった。 
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インベストメント・バンク   

    

損益計算書関連の情報 

2013 年

12 月 31 日

終了事業年度

2012 年 

12 月 31 日 

終了事業年度 

   （百万ポンド） （百万ポンド） 増減率（％）

利息収入純額 349 530  (34)

手数料収入純額 3,236 3,029  7 

トレーディング収益純額 6,610 7,688  (14)

投資収益純額 530 521  2 

その他の収益 8 7  14 

収益合計 10,733 11,775  (9)

信用に関する減損費用及びその他の引当金繰入額 (220) (204) 8 

営業収益純額 10,513 11,571  (9)

    

営業費用（英国銀行税及び Transform 達成費用を除く） (7,417) (7,425) -

英国銀行税 (333) (206) 62 

Transform 達成費用 (262) -  

営業費用 (8,012) (7,631) 5 

    

その他収益純額   22 50  (56)

税引前利益 2,523 3,990  (37)

株主帰属利益１ 1,548 2,680  (42)

    

貸借対照表関連の情報と重要な数値  

銀行及び顧客に対する貸付金（償却原価ベース）２ 1,438 億ポンド 1,435 億ポンド - 

顧客預り金２ 819 億ポンド 759 億ポンド 8 

資産合計３ 8,638 億ポンド 10,737 億ポンド (20)

リスク調整後資産 - CRD III３ 1,426 億ポンド 1,779 億ポンド (20)

リスク調整後資産 - CRD IV 完全施行ベース３ 2,216 億ポンド  

       

平均 DVaR（95％） 2,900 万ポンド 3,800 万ポンド 

従業員数（常勤換算） 26,200 25,600  
 

 

    

   調整後ベース 法定ベース 

パフォーマンス指標 
2013 年

12 月 31 日

2012 年

12 月 31 日

2013 年 

12 月 31 日
 

2012 年

12 月 31 日

平均有形株主資本利益率 8.5％ 13.1％ 8.5％ 13.1％

平均株主資本利益率 8.2％ 12.7％ 8.2％ 12.7％

平均リスク調整後資産利益率 1.0％ 1.6％ 1.0％ 1.6％

収益に対する費用の比率 75％ 65％ 75％ 65％

収益に対する報酬の比率 43.2％ 39.6％ 43.2％ 39.6％

貸倒率（ベーシス・ポイント） 14 13 14  13 

    
 

   
１ 株主帰属利益には税引後利益と非支配持分が含まれる。 
２ 2013 年 12 月 31 日の貸付金には顧客に対する貸付金 1,120 億ポンド（含む決済残高 354 億ポンドと現金担保 360 億ポンド）、銀行に対する貸付金

318 億ポンド（含む決済残高 52 億ポンドと現金担保 147 億ポンド）が含まれている。顧客預り金には決済残高 345 億ポンド及び現金担保 270 億ポン
ドが含まれている。 

３ 2013 年度の総資産及びリスク調整後資産には、他の事業部門への余剰流動性資産の再配分が反映されている。  
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インベストメント・バンク 

インベストメント・バンク部門は 2013 年度にコスト及び資本効率の向上、管理体制の強化、株式及びインベストメン

ト・バンキング事業を足場とした事業拡大に重点的に取り組み、Transform プログラムの戦略的目標の達成に向けて順

調に推移し続けた。同部門では、主に欧州、アジア、米国における事業再編に関連する Transform 達成費用 262 百万ポ

ンドを計上した。 

CRD IV ベースのリスク調整後資産は撤退対象事業資産の売却の加速と継続事業における効率改善の継続的な取り組みに

より 2,216 億ポンドに減少した（2013 年６月 30 日：2,541 億ポンド）。 

2013 年度の FICC 事業は減収となったが、株式業務の伸びは市場を上回り続け、好調な業績となった。 

損益計算書－2013 年度と 2012 年度の比較 

収益合計内訳 
2013 年 12 月 31 日

終了事業年度

2012 年 12 月 31 日 

終了事業年度３ 

（百万ポンド） （百万ポンド） 増減率（％）

     マクロ商品１  3,110 4,024  (23)

     クレジット商品１  2,427 2,654  (9)

債券、為替及びコモディティ（FICC）  5,537 6,678  (17)

株式及びプライム・サービス  2,672 2,183  22 

インベストメント・バンキング  2,200 2,137  3 

プリンシパル・インベストメント  62 206  (70)

撤退対象事業２   262 571  (54)

収益合計  10,733 11,775  (9)
 

 
１ マクロ商品は、金利、為替、コモディティ商品からの収益、クレジット商品は信用、証券化商品からの収益を意味する。 
２ 撤退対象事業はインベストメント・バンク部門の撤退対象事業（詳細は英語原文 46 ページを参照のこと）、2008 年の米国リーマンの買収により譲渡

された一部未回収資産の回収可能性の改善に伴う収益、関連する訴訟項目からなる。 
３ 2012 年度の FICC 及び撤退対象事業の額は撤退対象ポートフォリオを適宜割り当てて再表示したものである。 

 

・ 収益合計は撤退対象事業に関連する 309 百万ポンドの減少を含め９％減少し、10,733 百万ポンドとなった。 

－ FICC 事業の収益は 17％減の 5,537 百万ポンドとなった。 

・ マクロ商品及びクレジット商品の収益は中央銀行の量的緩和政策の縮小を巡る市場の不透明感が金利及び

証券化商品の取引に影響し、それぞれ 23％減の 3,110 百万ポンド、９％減の 2,427 百万ポンドとなった。

欧州と米国が特に大きな影響を受けた一方、アジアは為替業務の収益改善の恩恵を受けた。前年度は、

2012 年上半期に実施された欧州の流動性供給オペ（LTRO）、欧州中央銀行（ECB）の国債購入プログラム、

2012 年下半期のベンチマーク金利の低下の恩恵を受けた。 

－ 株式及びプライム・サービス事業の収益は手数料収入の増加と顧客の取引高の拡大を反映し、22％増の 2,672

百万ポンドとなった。 

－ インベストメント・バンキング事業の収益は財務アドバイザリー業務の取引高の減少により一部相殺されたも

のの、株式引受業務の手数料収入が伸びたことから、３％増の 2,200 百万ポンドとなった。 

－ プリンシパル・インベストメントの収益は資産の売却と未公開株業務の減収により 62 百万ポンドに減少した

（2012 年：206 百万ポンド）。 

－ 撤退対象事業からの収益は 309 百万ポンド減少し、262 百万ポンドになった。2013 年度を通して撤退対象事業

の資産の処分を加速させたことに加え、前年度は米国住宅モーゲージ資産の上昇による利益及び米国商業用不

動産資産の売却並びに上昇による利益を計上したことも影響している。2013 年度の収益には 2008 年の米国リ

ーマンの買収により譲渡された一部未回収資産の回収可能性の改善に伴う 259 百万ポンドの収益と訴訟問題に

関連する当年度の 111 百万ポンドの収益の解消を含む。 

・ 信用に関する純減損費用は 220 百万ポンドであった（2012 年：204 百万ポンド）。これは 2013 年度第２四半期の単

一銘柄エクスポージャーに対する引当てによるものである。 

・ 営業費用は５％増加し、8,012 百万ポンドとなった。 

－ Transform 達成費用 262 百万ポンドは主に欧州、アジア、米国における事業再編策に関連するものである。 

－ 英国銀行税は税率の上昇を主因に 62％増加し、333 百万ポンドとなった。 

－ その他費用にはドッド＝フランク法、CRD IV、その他報告に関連する規制変更に対応するための費用の増加を

含め、インフラ改善に関連する費用 325 百万ポンド（2012 年：221 百万ポンド）が含まれる。2013 年度第４四

半期には主に米国住宅モーゲージ関連事業に関係する訴訟及び規制当局に支払う制裁金に係る引当金 220 百万

ポンドを計上した。2012 年度の営業費用には銀行間取引金利の設定に係る 193 百万ポンドの費用が含まれてい

た。 
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・ Transform 達成費用を含め、収益に対する費用の比率は 10％上昇し、75％となった。収益に対する報酬の比率は

43.2％（2012 年：39.6％）に上昇した。報酬費用は 4,634 百万ポンドと前年度と比べ概ね横ばいであった（2012

年：4,667 百万ポンド）。詳細は英語原文 40 ページの報酬に関する開示を参照のこと。 

・ 税引前利益は 37％減少し、2,523 百万ポンドとなった。 

損益計算書－2013 年度第４四半期と 2012 年度第４四半期の比較 

・ 収益は撤退対象事業に関連する 256 百万ポンドの減少を含め、17％減少し、2,149 百万ポンドとなった。  

－ FICC 事業の収益は 16％減の 1,085 百万ポンドとなった。トレーディング環境の悪化により FICC 事業の多くの

業務で取引高が減少したことを反映している。 

－ 株式及びプライム・サービス事業の収益は９％増の 496 百万ポンドとなった。市場の信頼感の改善と顧客の取

引高の増加を受けて、現物株及び株式デリバティブ業務のパフォーマンスが好調だったためである。 

－ インベストメント・バンキング事業の収益は５％減の 590 百万ポンドとなった。株式引受業務の手数料収入の

増加により一部相殺されたものの、財務アドバイザリー業務及び債券引受業務が減収となったためである。 

－ 撤退対象事業からの収益は訴訟問題に関連する当年度の 111 百万ポンドの収益の解消を受け、256 百万ポンド

減少し、マイナス 54 百万ポンドになった。前年度同期は米国住宅モーゲージ資産の上昇による利益を計上した。 

・ 営業費用は 33％増の 2,464 百万ポンドとなった。 

－ 2013 年度第４四半期は主に事業再編コストに関連する Transform 達成費用 87 百万ポンドを計上した（2012 年

度第４四半期：ゼロ）。 

－ 英国銀行税は 62％増の 333 百万ポンドとなった。 

－ 2013 年度第４四半期に主に米国住宅モーゲージ関連事業に関係する訴訟及び規制当局に支払う制裁金に係る引

当金 220 百万ポンドを計上した。 

－ 報酬は当年度のインセンティブ報酬を支給するため増加した。詳細は英語原文 40 ページの報酬に関する開示を

参照のこと。 

・ 税引前損益は 760 百万ポンドの利益から 329 百万ポンドの損失に転じた。 

損益計算書－2013 年度第４四半期と 2013 年度第３四半期の比較 

・ 収益は２％増の 2,149 百万ポンドとなった。 

－ FICC 事業の収益は 12％増の 1,085 百万ポンドとなった。クレジット・ポジションのトレーディングの減少に

よるクレジット商品の減収に一部相殺されたものの、金利、コモディティ、為替業務を牽引役にマクロ商品の

収益が増加したことを反映している。 

－ 株式及びプライム・サービス事業の収益は 23％減の 496 百万ポンドとなった。顧客の預り金残高と取引高の増

加によるプライム・サービスの増収により一部相殺されたものの、2013 年度第４四半期は市場全体の取引高が

減少し、ボラティリティが低水準にとどまり、現物株及び株式デリバティブ業務のパフォーマンスに影響した

ためである。 

－ インベストメント・バンキング事業の収益は 12％増の 590 百万ポンドとなった。債券引受業務が第３四半期比

で横ばいを維持する一方で、取引高の拡大を受け、財務アドバイザリー業務と株式引受業務のパフォーマンス

が改善したためである。 

・ 営業費用は 51％増の 2,464 百万ポンドとなった。 

－ Transform 達成費用は 87 百万ポンドであった（2013 年度第３四半期：6百万ポンド）。 

－ 英国銀行税は 333 百万ポンドであった（2013 年度第３四半期：ゼロ）。 

－ 2013 年度第４四半期に主に米国住宅モーゲージ関連事業に関係する訴訟及び規制当局に支払う制裁金に係る引

当金 220 百万ポンドを計上した。 

－ 報酬は当年度のインセンティブ報酬を支給するため増加した。詳細は英語原文 40 ページの報酬に関する開示を

参照のこと。 

貸借対照表－2013 年 12 月 31 日と 2012 年 12 月 31 日の比較 

・ 資産合計はデリバティブ金融商品、現金及び中央銀行預け金、並びにトレーディング・ポートフォリオ資産の減少

を主に反映し、2,099 億ポンド減少し、8,638 億ポンドとなった。 

・ CRD III ベースのリスク調整後資産はトレーディング勘定のソブリン・エクスポージャーの減少、トレーディング

勘定のリスク圧縮、並びに撤退対象事業のリスク調整後資産の減少を主因に 20％減の 1,426 億ポンドとなった。 
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コーポレート・バンキング   
  

損益計算書関連の情報 

2013 年

12 月 31 日

終了事業年度

2012 年 

12 月 31 日 

終了事業年度 

   （百万ポンド） （百万ポンド） 増減率（％）

利息収入純額 1,987 1,911  4 

手数料収入純額 992 998  (1)

トレーディング収益純額  97 87  11 

投資収益純額 12 23  (48)

その他の収益  27 27  - 

収益合計 3,115 3,046  2 

信用に関する減損費用及びその他の引当金繰入額 (510) (885) (42)

営業収益純額 2,605 2,161  21 

    

営業費用 

（英国銀行税、金利ヘッジ商品に係る補償引当金及び

Transform 達成費用を除く） 

(1,641) (1,672) (2)

英国銀行税 (51) (39) 31 

金利ヘッジ商品に係る補償引当金 (650) (850) (24)

Transform 達成費用 (114) -  

営業費用 (2,456) (2,561) (4)

    

その他収益純額 2 10  (80)

税引前利益／（損失 ） 151 (390) 

    

調整後税引前利益１ 801 460  74 

調整後株主帰属利益１,２ 247 228  8 

    

貸借対照表関連の情報  

顧客に対する貸付金（償却原価ベース） 611 億ポンド 643 億ポンド (5)

顧客に対する貸付金（公正価値ベース） 157 億ポンド 176 億ポンド (11)

顧客預り金 1,087 億ポンド 996 億ポンド 9 

資産合計３ 1,139 億ポンド 878 億ポンド 30 

リスク調整後資産- CRD III３ 689 億ポンド 709 億ポンド (3)

リスク調整後資産 - CRD IV 完全施行ベース３ 705 億ポンド  

      

従業員数（常勤換算） 12,800 13,000  
 

    

   調整後ベース１ 法定ベース 

パフォーマンス指標 

2013 年

12 月 31 日

2012 年

12 月 31 日

2013 年 

12 月 31 日 

2012 年

12 月 31 日

平均有形株主資本利益率 3.3％ 3.1％ (3.6％) (5.7％)

平均株主資本利益率 3.1％ 2.9％ (3.5％) (5.4％)

平均リスク調整後資産利益率 0.5％ 0.5％ (0.2％) (0.4％)

貸倒率（ベーシス・ポイント） 77 127 77  127 

収益に対する費用の比率 58％ 56％ 79％ 84％
 

 

１ 調整後税引前利益、調整後株主帰属利益、調整後パフォーマンス指標には、金利ヘッジ商品に係る補償引当金 650 百万ポンド（2012 年：850 百万ポ
ンド）が含まれていない。 

２ 調整後株主帰属利益は税引後利益と非支配持分を含んでいる。 
３ 2013 年度の資産合計及びリスク調整後資産には、従来グループで管理されていた余剰流動性資産の再配分が反映されている。 
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コーポレート・バンキング    

     

2013 年 12 月 31 日終了事業年度 英国 欧州 その他地域 合計

損益計算書関連の情報  （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド）

収益 2,330 250 535  3,115 

信用に関する減損費用及びその他の引当金繰入額 (174) (318) (18) (510)

営業費用（英国銀行税、金利ヘッジ商品に係る補償引当金及び

Transform 達成費用を除く） 
(1,114) (146) (381) (1,641)

英国銀行税 (39) (6) (6) (51)

金利ヘッジ商品に係る補償引当金 (650) - -  (650)

Transform 達成費用  (56) (23) (35) (114)

その他の収益純額  1 - 1  2 

調整後税引前利益／（損失） 298 (243) 96  151 

    

調整後税引前利益／（損失）１ 948 (243) 96  801 

調整後株主帰属利益／（損失）１,２ 731 (510) 26  247 

    

貸借対照表関連の情報  

顧客に対する貸付金（償却原価ベース） 500 億ポンド 48 億ポンド 63 億ポンド 611 億ポンド

顧客に対する貸付金（公正価値ベース） 157 億ポンド - -  157 億ポンド

顧客預り金 880 億ポンド 91 億ポンド 116 億ポンド 1,087 億ポンド

資産合計３ 991 億ポンド 550 億ポンド 930 億ポンド 1,139 億ポンド

リスク調整後資産- CRD III３ 522 億ポンド 77 億ポンド 90 億ポンド 689 億ポンド

    

パフォーマンス指標  

調整後平均株主資本利益  12.3％ (51.1％) 2.9％ 3.1％

法定平均株主資本利益  3.7％ (51.1％) 2.9％ (3.5％)

    

2012 年 12 月 31 日終了事業年度  

損益計算書関連の情報   

収益 2,220 300 526  3,046 

信用に関する減損費用及びその他の引当金繰入額 (284) (542) (59) (885)

営業費用（英国銀行税及び金利ヘッジ商品に係る補償引当金を除

く） 
(1,082) (156) (434) (1,672)

英国銀行税４ (26) (7) (6) (39)

金利ヘッジ商品に係る補償引当金 (850) - -  (850)

その他の収益純額 2 - 8  10 

税引前（損失）／利益 (20) (405) 35  (390)

    

調整後税引前収益／（損失）１ 830 (405) 35  460 

調整後株主帰属利益／（損失）１,２ 545 (281) (36) 228 

    

貸借対照表関連の情報  

顧客に対する貸付金（償却原価ベース） 515 億ポンド 65 億ポンド 63 億ポンド 643 億ポンド

顧客に対する貸付金（公正価値ベース） 176 億ポンド - -  176 億ポンド

顧客預り金 790 億ポンド 82 億ポンド 124 億ポンド 996 億ポンド

資産合計 3  709 億ポンド 79 億ポンド 90 億ポンド 878 億ポンド

リスク調整後資産- CRD III３ 499 億ポンド 105 億ポンド 105 億ポンド 709 億ポンド

    

パフォーマンス指標  

調整後平均株主資本利益  10.3％ (20.8％) (4.4％) 2.9％

法定平均株主資本利益  (1.8％) (20.8％) (4.4％) (5.4％)

     
 

  
１ 調整後税引前利益には金利ヘッジ商品に係る補償引当金 650 百万ポンド（2012 年：850 百万ポンド）が含まれていない。 
２ 調整後株主帰属利益には税引後利益と非支配持分が含まれる。 
３ 2013 年度の資産合計及びリスク調整後資産には、従来グループで管理されていた余剰流動性資産の再配分が反映されている。 
４ 2012 年の英国銀行税 39 百万ポンドは、従来は英国に配分されていたが、現在は各地域に配分されている。 
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コーポレート・バンキング 

コーポレート・バンキング事業は業績回復戦略の遂行で引き続き大きく前進し、2013 年に勢いを増した。2013 年はその

他地域の事業範囲を合理化し、継続事業からの持続可能なリターンを拡大するとともに、欧州の撤退対象事業資産の削

減を引き続き実施した。こうした行動はリスク特性を改善させ、より質の高い資産からの収益創出をもたらした。 

2013 年はすべての地域で業績が改善した。英国では引き続き高い利益率を実現し、2013 年の調整後平均株主資本利益率

は 12.3％（2012 年：10.3％）となった。さらに、その他地域に含まれるアフリカからの寄与が拡大した。欧州の利益率

はスペインに関連する繰延税金資産の評価損計上によりマイナス影響を受けた。Transform 達成費用は現行の顧客向け

業務への追加的投資や、欧州及びその他地域の事業再編に関連して発生した。 

損益計算書－2013 年度と 2012 年度の比較 

・ 収益合計は２％増の 3,115 百万ポンドとなった。これは英国の収益増加を反映したもので、欧州の撤退対象事業資

産及び撤退済み事業から発生していた収益が当期に発生しなかったことにより一部相殺された。 

・ 純利ざやはほぼ横ばいの 121 ベーシス・ポイント（2012 年：124 ベーシス・ポイント）となった。資金調達金利の

低下が顧客預り金金利の上昇を相殺した。 

－ 資金調達レートの低下を背景に、顧客資産利ざやは 16 ベーシス・ポイント上昇して 133 ベーシス・ポイントに、

顧客負債利ざやは 14 ベーシス・ポイント低下して 97 ベーシス・ポイントとなった。 

・ 信用に関する減損費用は 42％減の 510 百万ポンドとなった。スペインにおける不動産及び建設セクターに対するエ

クスポージャーを圧縮する取り組みにより、欧州の減損費用が 224 百万ポンド減少して 318 百万ポンドとなったこ

とが主因である。英国における大企業向け減損費用も減少した。 

・ 調整後営業費用は６％増の 1,806 百万ポンドとなった。これには主に全地域のリストラに関連した Transform 達成

費用 114 百万ポンド、及び英国銀行税 51 百万ポンド（2012 年：39 百万ポンド）が含まれている。法定ベースの営

業費用は金利ヘッジ商品に係る補償引当金が 650 百万ポンドに減少した（2012 年：850 百万ポンド）ことを反映し、

４％減少して 2,456 百万ポンドとなった。 

・ 調整後税引前利益は 74％増加し、801 百万ポンドとなった。  

－ 英国の調整後税引前利益は信用に関する減損費用の減少と収益増加を受けて 14％増の 948 百万ポンドとなった。 

－ 欧州の調整後税引前損失は 40％減少し、243 百万ポンドとなった。事業撤退に伴う収益の減少と Transform 達

成費用により一部相殺されたものの、信用に関する減損費用が減少したことを主に反映している。 

－ その他地域の調整後税引前利益は 61 百万ポンド増加し、96 百万ポンドとなった。減損費用の減少に加え、一

部事業からの撤退により昨年に比べコストが減少したことを反映している。 

・ 法定ベースの税引前利益は金利ヘッジ商品に係る補償引当金の減少を反映し、151 百万ポンド（2012 年：390 百万

ポンドの損失）となった。 

・ 調整後帰属利益はスペインに関連する繰延税金資産の評価損計上による影響を受け、247 百万ポンド（2012 年：228

百万ポンド）となった。 

損益計算書－2013 年度第４四半期と 2013 年度第３四半期の比較 

・ 調整後税引前利益は 55％減少し、123 百万ポンドとなった。Transform 達成費用が 13 百万ポンドから 60 百万ポン

ドへ増加したことや、2013 年度第４四半期の英国銀行税が 51 百万ポンドとなったことを反映している。 

貸借対照表－2013 年 12 月 31 日現在と 2012 年 12 月 31 日現在の比較 

・ 顧客に対する貸付金は５％減少し、611 億ポンドとなった。欧州における撤退対象事業ポートフォリオの圧縮、及

び英国における運転資金預り金の増加に伴う顧客の資金調達需要の低下を反映している。 

・ 教育・社会的住宅供給・地方自治体ポートフォリオに係る公正価値ベースの顧客に対する貸付金は、長期金利の上

昇と償還を反映した公正価値の調整により 11％減少し、157 億ポンドとなった。 

・ 顧客預り金は英国の預り金増加を主因に、９％増加して 1,087 億ポンドとなった。 

・ 資産合計はグループとして一括して保有していた余剰流動性資産の再配分を反映し、261 億ポンド増加して 1,139

億ポンドとなった。 

・ CRD III ベースのリスク調整後資産は３％減少し、689 億ポンドとなった。これは主として資産内容の質の改善と撤

退対象事業のリスク調整後資産の減少を反映したもので、グループとして一括して保有していた余剰流動性資産の

再配分により一部相殺された。 
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ウェルス・アンド・インベストメント・マネジメント  
      

    

損益計算書関連の情報 

2013 年

12 月 31 日

終了事業年度

2012 年 

12 月 31 日 

終了事業年度 

   （百万ポンド） （百万ポンド） 増減率（％）

利息収入純額 859 856  - 

手数料収入純額 968 948  2 

トレーディング、投資収益純額 18 16  13 

その他の費用 (6) -  

収益合計 1,839 1,820  1 

信用に関する減損費用及びその他の引当金繰入額 (121) (38) 

営業収益純額 1,718 1,782  (4)

    

営業費用（英国銀行税、のれんの減損及び Transform 達成費用を

除く） 
(1,586) (1,505) 5 

英国銀行税 (6) (4) 50 

のれんの減損 (79) -  

Transform 達成費用 (158) -  

営業費用 (1,829) (1,509) 21 

    

その他の収益純額 13 1  

税引前（損失）／利益 (98) 274  

    

調整後税引前（損失）／利益１ (19) 274  

調整後株主帰属（損失）／利益２ (24) 222  

    

貸借対照表情報及び主要指標   

顧客に対する貸付金（償却原価ベース） 231 億ポンド 213 億ポンド 8 

顧客預り金 634 億ポンド 538 億ポンド 18 

顧客資産合計３ 376 億ポンド 245 億ポンド 53 

リスク調整後資産- CRD III３ 167 億ポンド 161 億ポンド 4 

リスク調整後資産 - CRD IV３ 173 億ポンド  

       

顧客資産 2,048 億ポンド 1,860 億ポンド 10 

従業員数（常勤換算） 8,300 人 8,300 人  
 

    

   調整後ベース１ 法定ベース 

パフォーマンス指標 
2013 年

12 月 31 日

2012 年

12 月 31 日

2013 年 

12 月 31 日
 

2012 年

12 月 31 日

平均有形資本利益率 (1.4％) 15.5％ (5.9％) 15.5％

平均株主資本利益率 (1.0％) 11.2％ (4.5％) 11.2％

平均リスク調整後資産利益率 (0.1％) 1.7％ (0.5％) 1.7％

収益に対する費用の比率 95％ 83％ 99％ 83％

貸倒率（ベーシス・ポイント） 51 17 51  17 

    
 

      
１ 調整後税引前利益、調整後株主帰属利益、調整後パフォーマンス指標にはのれんの減損にかかる引当金の影響 79 百万ポンド（2012 年：ゼロポンド）

を反映していない。 
２ 株主帰属利益には税引後利益と非支配持分が含まれる。 
３ 2013 年度の資産合計及びリスク調整後資産には、従来グループで管理されていた余剰流動性資産の再配分が反映されている。 
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ウェルス・アンド・インベストメント・マネジメント 

ウェルス・アンド・インベストメント・マネジメント事業は、能力をさらに高め、ターゲット市場に重点的に取り組み、

業務を簡素化するための戦略的プログラムを引き続き遂行した。ウェルス・アンド・インベストメント・マネジメント

事業を持続可能なリターンを長期的に実現するための確固たる軌道に乗せることがこうした変革の目的である。 

2013 年は多額の Transform 達成費用を計上した。これらの費用の大部分は、効率性の向上、複雑さを増す規制環境下で

のリスクの低減、ターゲット市場のスリム化、及び顧客への提案力の強化を目的とした取り組みに起因するものである。 

顧客資産、顧客預り金及び顧客に対する貸付金が大幅に増加し、ウェルス・アンド・インベストメント・マネジメント

事業は力強い成長を維持した。 

損益計算書－2013 年度と 2012 年度の比較 

・ 収益合計は 2012 年度とほぼ横ばいの 1,839 百万ポンドとなった。 

・ 利息収入純額は 2012 年度とほぼ横ばいの 859 百万ポンドとなった。富裕層向け事業の預り金と貸付金残高が増加し

たが、商品構成の変化と構造的ヘッジによる寄与の低下を反映して純利ざやが 19 ベーシス・ポイント低下し、104

ベーシス・ポイントとなったことにより相殺された。 

－ 顧客資産利ざやは資金調達レートの低下により 21 ベーシス・ポイント上昇して 86 ベーシス・ポイントとなっ

た。平均顧客資産は 14％増の 224 億ポンドとなった。 

－ 顧客負債利ざやは商品構成の変化と資金調達レートの低下を反映し、15 ベーシス・ポイント低下して 97 ベー

シス・ポイントとなった。平均顧客負債は 21％増の 606 億ポンドとなった。 

・ 手数料収入純額は２％増の 968 百万ポンドとなった。 

・ 信用に関する減損費用は 83 百万ポンド増加し 121 百万ポンドとなった。これは主に欧州において担保として保有し

ていた不動産の価値が低下したことが主因である。2013 年度第２四半期の減損費用にはスペインの不動産に係る担

保付貸出に関連する 15 百万ポンドの費用が含まれていた。 

・ 調整後営業費用は Transform 達成費用 158 百万ポンド、及び顧客補償引当金繰入れ 23 百万ポンドを主因に 241 百万

ポンド増加して 1,750 百万ポンドとなった。のれんの減損 79 百万ポンド（2012 年：ゼロ）を含めた法定ベースの

営業費用は 320 百万ポンド増加し、1,829 百万ポンドとなった。詳細については英語原文 108 ページの注記 11、の

れん及び無形資産の欄を参照のこと。 

・ 調整後税引前損失は Transform 達成費用、信用に関する減損費用の増加、顧客補償引当金繰入れを主因に 19 百万ポ

ンドとなった。2012 年度は 274 百万ポンドの利益であった。法定ベースの税引前損失 98 百万ポンド（2012 年：274

百万ポンドの利益）には、のれんの減損に関連する調整項目 79 百万ポンドも含まれている。 

損益計算書－2013 年度第４四半期と 2013 年度第３四半期の比較 

・ 調整後税引前損失は Transform 達成費用が 37 百万ポンドから 81 百万ポンドに増加したことを主因に 73 百万ポンド

となった。2013 年度第３四半期は 7百万ポンドの利益であった。法定ベースの税引前損失 152 百万ポンド（2013 年

度第３四半期：7百万ポンドの利益）にはのれんの減損に関連する調整項目 79 百万ポンドも含まれている。 

貸借対照表－2013 年 12 月 31 日現在と 2012 年 12 月 31 日現在の比較  

・ 富裕層向け事業の伸びに牽引されて、顧客に対する貸付金は８％増の 231 億ポンド、顧客預り金は 18％増の 634 億

ポンドとなった。 

・ CRD III ベースのリスク調整後資産は４％増の 167 億ポンドとなった。グループとして一括して保有していた余剰

流動性資産の再配分が主因で、信用エクスポージャーに対する担保の適用が改善したことにより一部相殺された。 

・ 顧客資産は富裕層向け事業の伸びと好調な株式市場の動向を背景に 10％増の 2,048 億ポンドとなった。 
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本社及びその他の事業   

   

損益計算書関連の情報 
2013 年 12 月 31 日 

終了事業年度 

2012 年 12 月 31 日

終了事業年度

   （百万ポンド） （百万ポンド）

利息（費用）／収入純額 (165) 76

手数料費用純額 (109) (198)

トレーディング収益純額 35 117

投資収益純額 57 267

保険契約に基づく保険料収入純額 25 38

その他の収益 33 56

保険金控除後の（費用）／収益合計（調整後） (124) 356

当グループ自身の信用度に関連する損益 (220) (4,579)

ブラックロック社に対する投資の売却益 - 227 

保険金控除後の費用合計 (344) (3,996)

信用に関する減損戻入額／（費用）及びその他の引当金繰入額 2 (6)

営業費用純額 (342) (4,002)

     

営業費用（英国銀行税及び Transform 達成費用を除く） (94) (165)

英国銀行税 (15) (19)

Transform 達成費用 (22) - 

営業費用 (131) (184)

    

その他の収益純額   5 23

税引前損失 (468) (4,163)

 

調整後税引前（損失）／利益１ (248) 189

調整後株主帰属損失１、２  (344) (64)

    

貸借対照表関連の情報と主要な指標 
2013 年 

12 月 31 日現在 
2012 年

12 月 31 日現在

資産合計３ 267 億ポンド 413 億ポンド

リスク調整後資産 - CRD III３ 30 億ポンド 53 億ポンド

リスク調整後資産 - CRD IV ３ 25 億ポンド 

      
従業員数（常勤換算） 100  200 

 

 

 
１ 調整後税引前（損失）／利益及び調整後株主帰属損失は、当グループ自身の信用度に関連する損失 220 百万ポンド（2012 年：4,579 百万ポンドの損

失）及びブラックロック社に対する戦略的投資の売却益ゼロポンド（2012 年：227 百万ポンド）の影響を除外した数値である。 
２ 株主帰属利益には税引後利益と非支配持分が含まれている。 
３ 2013 年 12 月 31 日現在の資産合計及びリスク調整後資産には、流動性プール資産の減少及び従来はグループとして一括してが保有していた流動性プ

ール資産の事業部門への再配分が反映されている。 
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本社及びその他の事業 

損益計算書－2013 年度と 2012 年度の比較 

・ 調整後収益は減少して費用純額 124 百万ポンド（2012 年：356 百万ポンドの収益）となった。これは、2012 年度第

１四半期に計上された従業員株式報奨に係るヘッジ取引に関連する利益 235 百万ポンドが当期は発生しなかったこ

とと、財務活動による正味残存費用（劣後負債の帳簿価額に対する調整を含む）を主因とする。 

・ 営業費用は 53 百万ポンド減少し、131 百万ポンドとなった。これは、2012 年度上半期に計上された銀行間取引金利

の設定に係る業界全体にわたる調査により発生した制裁金 97 百万ポンドが当期は発生しなかったこと（その一部は

22 百万ポンドの Transform 達成費用並びに規制上の調査及び訴訟費用により相殺された。）を主因とする。 

・ 調整後税引前損失は、2012 年度の 189 百万ポンドの利益から 248 百万ポンドの損失へと変動した。法定ベースの税

引前損失は、当グループ自身の信用度に関連する費用 220 百万ポンド（2012 年：4,579 百万ポンド）を含め、468

百万ポンド（2012 年：4,163 百万ポンド）に改善した（その一部は、2012 年度のブラックロック社に対する投資の

売却益 227 百万ポンドの戻入れにより相殺された。）。 

損益計算書－2013 年度第４四半期と 2013 年度第３四半期の比較 

・ 調整後税引前利益は 44 百万ポンド（2013 年度第３四半期：135 百万ポンドの損失）であった。 

・ 保険金控除後の収益合計は、2013 年度第３四半期の 112 百万ポンドの費用から 122 百万ポンドの収益へと変動した。

これは、劣後負債の帳簿価額に対する調整を主因とする。 

・ 営業費用は 65 百万ポンドから 86 百万ポンドに増加した。これには Transform 達成費用 22 百万ポンド及び英国銀行

税 15 百万ポンドが含まれている。 

・ 法定ベースの税引前損失 51 百万ポンド（2013 年度第３四半期：346 百万ポンド）には、当グループ自身の信用度に

関連する費用 95 百万ポンド（2013 年度第３四半期：211 百万ポンド）が含まれている。 

貸借対照表－2013 年 12 月 31 日現在と 2012 年 12 月 31 日現在の比較  

・ 資産合計は、主にグループの流動性プール資産の減少及び各事業部門への再配分を反映し、35％減の 267 億ポンド

となった。 

・ CRD III ベースのリスク調整後資産は、主に各事業部門に流動性プール資産を再配分したことを受けて 23 億ポンド

減少して 30 億ポンドとなった。 
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四半期業績 

 

四半期業績 

2013 年度

第４四半期

2013 年度

第３四半期

2013 年度

第２四半期

2013 年度

第１四半期

2012 年度

第４四半期

2012 年度 

第３四半期 

2012 年度

第２四半期

2012 年度

第１四半期

(百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド)

調整後ベース  

保険金控除後の収益合計 6,639 6,445 7,337 7,734 6,867 7,002  7,384 8,108 

信用に関する減損費用及びその他の引当金繰入

額 
(718) (722) (925) (706) (825) (805) (926) (784)

営業収益純額 5,921 5,723 6,412 7,028 6,042 6,197  6,458 7,324 

営業費用（英国銀行税及び Transform 達成費用

を除く） 
(4,777) (4,262) (4,359) (4,782) (4,345) (4,353) (4,555) (4,965)

英国銀行税 (504) - - - (345) -  - - 

Transform 達成費用 (468) (101) (126) (514) - -  - - 

営業費用 (5,749) (4,363) (4,485) (5,296) (4,690) (4,353) (4,555) (4,965)

その他の収益純額 19 25 (122) 54 43 21  41 36 

調整後税引前利益 191 1,385 1,805 1,786 1,395 1,865  1,944 2,395 

     

調整項目  

当グループの信用度に関連する（損失）／利益 (95) (211) 337 (251) (560) (1,074) (325) (2,620)

ブラックロック社に対する投資の減損及び売却

益 
- - - - - -  227 - 

支払保障保険（PPI）に係る補償引当金 - - (1,350) - (600) (700) - (300)

金利ヘッジ商品に係る補償引当金 - - (650) - (400) -  (450) - 

のれんの減損 (79) - - - - -  - - 

法定税引前利益／（損失） 17 1,174 142 1,535 (165) 91  1,396 (525)

法定税引後利益／（損失） (514) 728 39 1,044 (364) (13) 943 (385)

       

以下に帰属するもの：  

親会社の株主 (642) 511 (168) 839 (589) (183) 746 (598)

非支配持分 128 217 207 205 225 170  197 213 

     

調整後基本的１株当たり利益１ (3.9p) 5.4p 7.7p 7.5p 6.7p 7.8p 8.7p 12.3p

収益に対する費用の調整後比率 87％ 68％ 61％ 68％ 68％ 62％ 62％ 61％

基本的１株当たり利益／（損失） (5.0p) 3.7p (1.2p) 6.3p (4.5p) (1.4p) 5.7p (4.6p)

収益に対する費用の比率 89％ 70％ 85％ 71％ 90％ 85％ 69％ 96％

                    
 

事業部門別調整後税引前利益／（損

失） 

2013 年度

第 4 四半期

2013 年度

第 3 四半期

2013 年度

第 2 四半期

2013 年度

第 1 四半期

2012 年度

第 4 四半期

2012 年度 

第 3 四半期 

2012 年度

第 2 四半期

2012 年度

第 1 四半期

(百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド)

英国リテール・アンド・ビジネス・バンキング

（RBB） 212 351 333 299 275 358  360 232 

欧州 RBB (181) (106) (247) (462) (114) (81) (76) (72)

アフリカ RBB 60 132 131 81 105 34  51 132 

バークレイカード 335 397 412 363 335 396  404 347 

インベストメント・バンク (329) 463 1,074 1,315 760 988  1,060 1,182 

コーポレート･バンキング 123 276 219 183 61 88  108 203 

ウェルス・アンド・インベストメント・マネジ

メント (73) 7 (13) 60 105 70  49 50 

本社及びその他事業 44 (135) (104) (53) (132) 12  (12) 321 

税引前利益合計 191 1,385 1,805 1,786 1,395 1,865  1,944 2,395 
 

 
１ 調整後基本的１株当たり利益及び基本的１株当たり利益は新株予約権の無償割当の影響を反映し、再表示されている。  
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英国リテール・アンド・ビジネス・

バンキング   

2013 年度

第４四半期

2013 年度

第３四半期

2013 年度

第２四半期

2013 年度

第１四半期

2012 年度 

第４四半期 

2012 年度 

第３四半期 

2012 年度

第２四半期

2012 年度

第１四半期

(百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド)

調整後ベース   

保険金控除後の収益合計 1,149 1,172 1,135 1,067 1,077  1,123  1,118 1,066 

信用に関する減損費用及びその他の引当金繰入

額 
(88) (81) (89) (89) (71) (76) (46) (76)

営業収益純額 1,061 1,091 1,046 978 1,006  1,047  1,072 990 

営業費用（英国銀行税及び Transform 達成費用

を除く） 
(709) (710) (689) (704) (718) (689) (713) (757)

英国銀行税 (21) - - - (17) -  - - 

Transform 達成費用 (119) (29) (27) - -  -  - - 

営業費用 (849) (739) (716) (704) (735) (689) (713) (757)

その他の収益／（費用）純額 - (1) 3 25 4  -  1 (1)

調整後税引前利益   212 351 333 299 275  358  360 232 

      

調整項目   

PPI に係る補償引当金 - - (660) - (330) (550) - (300)

法定税引前（損失）／利益    212 351 (327) 299 (55) (192) 360 (68)

                    

 

欧州リテール・アンド・ビジネス・

バンキング 
  

調整後及び法定ベース   

保険金控除後の収益合計 154 160 176 176 161  168  191 188 

信用に関する減損費用及びその他の引当金繰入

額 
(78) (67) (72) (70) (74) (58) (71) (54)

営業収益純額 76 93 104 106 87  110  120 134 

営業費用（英国銀行税及び Transform 達成費用

を除く） 
(188) (203) (207) (215) (185) (193) (200) (209)

英国銀行税 (26) - - - (20) -  - - 

Transform 達成費用 (46) (1) - (356) -  -  - - 

営業費用 (260) (204) (207) (571) (205) (193) (200) (209)

その他の収益／（費用）純額 3 5 (144) 3 4  2  4 3 

調整後税引前（損失）／利益 (181) (106) (247) (462) (114) (81) (76) (72)

      

                   

アフリカ・リテール・アンド・ビジ

ネス・バンキング  
  

調整後及び法定ベース   

保険金控除後の収益合計 622 643 684 668 721  714  729 764 

信用に関する減損費用及びその他の引当金繰入

額 
(59) (57) (94) (114) (142) (176) (208) (106)

営業収益純額 563 586 590 554 579  538  521 658 

営業費用（英国銀行税及び Transform 達成費用

を除く） 
(462) (454) (452) (474) (455) (506) (471) (528)

英国銀行税 (28) - - - (24) -  - - 

Transform 達成費用 (15) (2) (9) - -  -  - - 

営業費用 (505) (456) (461) (474) (479) (506) (471) (528)

その他の収益／（費用）純額 2 2 2 1 5  2  1 2 

調整後税引前（損失）／利益 60 132 131 81 105  34  51 132 
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バークレイカード 

2013 年度

第４四半期

2013 年度

第３四半期

2013 年度

第２四半期

2013 年度

第１四半期

2012 年度 

第４四半期 

2012 年度 

第３四半期 

2012 年度

第２四半期

2012 年度

第１四半期

(百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド)

調整後ベース   

保険金控除後の収益合計 1,220 1,223 1,190 1,153 1,140  1,092  1,079 1,033 

信用に関する減損費用及びその他の引当金繰入

額 
(314) (334) (313) (303) (286) (271) (242) (250)

営業収益純額 906 889 877 850 854  821  837 783 

営業費用（英国銀行税及び Transform 達成費用

を除く） 
(514) (498) (467) (496) (508) (432) (441) (445)

英国銀行税 (24) - - - (16) -  - - 

Transform 達成費用 (38) (6) (5) - -  -  - - 

営業費用 (576) (504) (472) (496) (524) (432) (441) (445)

その他の収益／（費用）純額 5 12 7 9 5  7  8 9 

調整後税引前利益   335 397 412 363 335  396  404 347 

      

調整項目   

PPI に係る補償引当金 - - (690) - (270) (150) - - 

法定税引前（損失）／利益    335 397 (278) 363 65  246  404 347 

                   

         

インベストメント・バンク１   

調整後及び法定ベース   

     マクロ商品  625 472 900 1,113 800  748  1,040 1,436 

     クレジット商品  460 494 513 960 492  701  665 796 

債券、為替及びコモディティ（FICC） 1,085 966 1,413 2,073 1,292  1,449  1,705 2,232 

株式及びプライム・サービス 496 645 825 706 454  523  615 591 

インベストメント・バンキング 590 525 528 557 620  493  509 515 

プリンシパル・インベストメント 32 1 20 9 26  30  139 11 

撤退対象事業 (54) (26) 224 118 202  226  56 87 

収益合計 2,149 2,111 3,010 3,463 2,594  2,721  3,024 3,436 

信用に関する減損費用及びその他の引当金 

（繰入額）／戻入額 
(14) (25) (195) 14 1  (3) (121) (81)

営業収益純額 2,135 2,086 2,815 3,477 2,595  2,718  2,903 3,355 

営業費用（英国銀行税及び Transform 達成費用

を除く） 
(2,044) (1,622) (1,697) (2,054) (1,644) (1,737) (1,849) (2,195)

英国銀行税 (333) - - - (206) -  - - 

Transform 達成費用 (87) (6) (53) (116) -  -  - - 

営業費用 (2,464) (1,628) (1,750) (2,170) (1,850) (1,737) (1,849) (2,195)

その他の収益／（費用）純額 - 5 9 8 15  7  6 22 

調整後及び法定税引前利益／（損失）  (329) 463 1,074 1,315 760  988  1,060 1,182 

                   

          

コーポレート・バンキング   

調整後ベース   

保険金控除後の収益合計 764 799 780 772 746  717  734 849 

信用に関する減損費用及びその他の引当金繰入

額 
(134) (118) (128) (130) (240) (214) (223) (208)

営業収益純額 630 681 652 642 506  503  511 641 

営業費用（英国銀行税及び Transform 達成費用

を除く） 
(396) (393) (430) (422) (412) (421) (402) (437)

英国銀行税 (51) - - - (39) -  - - 

Transform 達成費用 (60) (13) (4) (37) -  -  - - 

営業費用 (507) (406) (434) (459) (451) (421) (402) (437)

その他の収益／（費用）純額 - 1 1 - 6  6  (1) (1)

調整後税引前利益／（損失）  123 276 219 183 61  88  108 203 

      

調整項目   

金利ヘッジ商品に係る補償引当金 - - (650) - (400) -  (450) - 

法定税引前（損失）／利益 123 276 (431) 183 (339) 88  (342) 203 
   
１ 2012 年の FICC と撤退対象事業の金額は、撤退対象事業ポートフォリオを適切に反映するために修正再表示されている。  
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ウェルス・アンド・インベストメン

ト・マネジメント  

2013 年度 

第４四半期

2013 年度

第３四半期

2013 年度

第２四半期

2013 年度

第１四半期

2012 年度 

第４四半期 

2012 年度 

第３四半期 

2012 年度

第２四半期

2012 年度

第１四半期

(百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド)

調整後ベース   

保険金控除後の収益合計 459 449 462 469 483  443  442 452 

信用に関する減損費用及びその他の引当金繰入

額 
(33) (39) (35) (14) (13) (6) (12) (7)

営業収益純額 426 410 427 455 470  437  430 445 

営業費用（英国銀行税及び Transform 達成費用

を除く） 
(415) (361) (410) (400) (361) (369) (380) (395)

英国銀行税 (6) - - - (4) -  - - 

Transform 達成費用 (81) (44) (33) - -  -  - - 

営業費用 (502) (405) (443) (400) (365) (369) (380) (395)

その他の収益／（費用）純額 3 2 3 5 -  2  (1) - 

調整後税引前利益   (73) 7 (13) 60 105  70  49 50 

     

調整項目   

のれんの減損 (79) - - - -  -  - - 

法定税引前（損失）／利益 (152) 7 (13) 60 105  70  49 50 

 

   

本社及びその他事業   

調整後ベース   

保険金控除後の収益合計 122 (112) (100) (34) (55) 24  68 319 

信用に関する減損戻入／（費用）及びその他の 

引当金繰入額 
2 (1) 1 - -  (1) (3) (2)

営業収益純額 124 (113) (99) (34) (55) 23  65 317 

営業費用（英国銀行税及び Transform 達成費用

を除く） 
(49) (21) (7) (17) (61) (6) (99) 1 

英国銀行税 (15) - - - (19) -  - - 

Transform 達成費用 (22) - 5 (5) -  -  - - 

営業費用 (86) (21) (2) (22) (80) (6) (99) 1 

その他の収益／（費用）純額 6 (1) (3) 3 3  (5) 23 2 

調整後税引前（損失）／利益 44 (135) (104) (53) (132) 12  (11) 320 

      
調整項目   

当グループ自身の信用度に関連する利益／（費

用） 
(95) (211) 337 (251) (560) (1,074) (325) (2,620)

ブラックロック社に対する投資の減損及び売却

益 
- - - - -  -  227 - 

法定税引前（損失）／利益 (51) (346) 233 (304) (692) (1,062) (109) (2,300)
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業績管理 

報酬 

極めて競争の激しいグローバルな金融市場において持続可能な株主利益を創出するためには、適材適所の配置によって

お客様に効果的にサービスを提供することが不可欠である。このため、従業員に対する報酬には競争力が求められる。 

報酬委員会は 2013 年の適切な報奨水準を検討するにあたり、2011 年に開始した報酬の見直しを完了するとともに、バ

ークレイズが金融市場において高い競争力を維持し、かつ報酬が引き続き業績を反映しているという点を両立させるた

めの適正なバランスの確立を図っている。 

2013 年の英国リテール・アンド・コーポレート・バンキング部門の業績は好調であり、バークレイカードは引き続き堅

調な成長を遂げた。欧州、アフリカ、ウェルス各事業の業績はそれを下回るものであり、利益率改善に向けた移行段階

にある。インベストメント・バンクでは株式事業が大幅に伸び、引き続き市場を上回った。インベストメント・バンク

の業績改善の原動力となったのは発行案件の増加であった。債券、為替及びコモディティ（FICC）事業の収益は市場の

トレンドを反映し、一段と低調であった。2013 年の報奨はこれら主要セクターの相対的なパフォーマンス、並びに

Transform 戦略の一環として取り組んでいる管理体制の強化を反映している。 

2012 年の報酬報告書に示したように、報酬委員会と経営陣は測定されたリスクを踏まえ、2012 年は報奨合計額を大幅に

引き下げて報奨を付与した。また報酬委員会は 2013 年の報奨決定にあたり、業績に応じて競争力のある報酬を支払うと

いうポリシーに忠実であり続けるために、営業基盤の健全性を保護する方針である。 

こうした観点、並びに上述した事業構成の影響から、2013 年の報奨合計額は 2012 年の 2,168 百万ポンドから 2,378 百

万ポンドに増加した。しかしながら、これは 2010 年を 11 億ポンド下回る水準であり、過去３年間にわたる見直し作業

の影響を示すものである。 

2012 年と同様、2013 年の報奨合計額は、重大なリスク事象を反映した適切なリスク調整を加えて決定された。2013 年

のリスク調整の合計は 290 百万ポンド（2012 年：1,160 百万ポンド）となった。このうち、従来付与されていた報奨の

削減による調整額が 176 百万ポンド（2012 年：300 百万ポンド）、2013 年の報奨合計の削減による調整額が 114 百万ポ

ンド（2012 年：860 百万ポンド）であった。2013 年の報奨合計は 2012 年に比べて増加したが、リスク調整前ベースの

2013 年の報奨合計は 2,492 百万ポンドで 2012 年に比べて 18％減少した。 

バークレイズは報酬の問題について、株主の皆様並びにその他の主要なステークホルダーの皆様と建設的な対話を続け、

長期的な価値とグループの健全性を最大化するための適切な報酬の支払いを行っていく。 

報奨  

・ 当グループの報奨合計は 2,378 百万ポンド（2012 年：2,168 百万ポンド）、インベストメント・バンクの報奨は

1,574 百万ポンド（2012 年：1,394 百万ポンド）にそれぞれ増加した。 

・ 当グループの報奨合計は 2010 年の水準を 32％（1,106 百万ポンド）下回った。インベストメント・バンクの報奨は

2010 年の水準を 41％（1,086 百万ポンド）下回った。 

・ コスト管理と競争力の維持を図るべく、報酬総額の範囲内で個々の業績に基づいた厳格な報酬の差別化がなされて

いる。 

・ グループ従業員１人当たりの平均報奨額は 17,000 ポンド（2012 年：15,600 ポンド）、インベストメント・バンク

の従業員１人当たりの平均報奨額は 60,100 ポンド（2012 年：54,500 ポンド）であった。インベストメント・バン

クを除いたグループ従業員１人当たりの平均報奨額は 7,100 ポンド（2012 年：6,800 ポンド）であった。 

・ 繰り延べられる賞与プールの比率はプルーデンス（健全性）規制機構（PRA）による報酬基準（Remuneration Code）

の最低要件を引き続き大幅に上回っており、世界的に最も高水準にあるとみられる。2013 年のインベストメント・

バンクのマネージング・ディレクターに対する賞与は 100％繰り延べられた。  
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報奨合計額－当期及び繰延        
                

   バークレイズ・グループ インベストメント・バンク 

   

2013 年

12 月 31 日

終了事業年度

2012 年

12 月 31 日

終了事業年度

2013 年 

12 月 31 日 

終了事業年度 

2012 年

12 月 31 日

終了事業年度

   （百万ポンド） （百万ポンド）
増減率

（％）
（百万ポンド） （百万ポンド）

増減率

（％）

当期現金賞与 942 852 11 477  399 20 

当期株式賞与 15 15 - 5  6 (17)

当期賞与合計 957 867 10 482  405 19 

    

繰延現金賞与 564 489 15 521  447 17 

繰延株式賞与 576 498 16 521  446 17 

繰延賞与合計 1,140 987 16 1,042  893 17 

    

販売コミッション、コミットメント、その

他の報奨 
281 314 (11) 50  96 (48)

    

報奨付与合計 2,378 2,168 10 1,574  1,394 13 

    

賞与の繰延比率１ 54％ 53％ 68％ 69％

合計従業員数（常勤換算） 139,600 人 139,200 人 - 26,200 人  25,600 人 2 

従業員１人当たり平均報奨額 17,000 ポンド 15,600 ポンド 9 60,100 ポンド 54,500 ポンド 10 

 

 

繰延賞与は、従業員が特定期間の勤務を含む一定の状況を満たした場合に限り支払われる。このため、賞与プールの通

知と損益計算書上の計上額との間に期間差異が生じ、下表に示した調整が行われる。 

 

 

報奨付与合計額から損益計算書計上額への調整 
                

   バークレイズ・グループ インベストメント・バンク 

   

2013 年

12 月 31 日

終了事業年度

2012 年

12 月 31 日

終了事業年度

2013 年 

12 月 31 日 

終了事業年度 

2012 年

12 月 31 日

終了事業年度

   （百万ポンド） （百万ポンド）
増減率

（％）
（百万ポンド） （百万ポンド）

増減率

（％）

2013 年の報奨合計額 2,378 2,168 10 1,574  1,394 13 

控除：2013 年の繰延賞与額 (1,140) (987) 16 (1,042) (893) 17 

加算：過年度からの繰延賞与の当期費用 

計上額 
1,147 1,223 (6) 1,042  1,117 (7)

その他２ 169 21 144  75 92 

パフォーマンス・コストの損益計算書計上

額 
2,554 2,425 5 1,718  1,693 1 

 

 

 

 

 
１ 繰延賞与合計額を、当期賞与合計及び繰延賞与合計を合わせた金額で除して算出している。 
２ 報奨付与額と、販売コミッション、コミットメント及びその他長期報奨に係る損益計算書計上額との差異。 

 

・ 従業員は、当グループへの労務提供を含むすべての関連条件を満たした場合に限り、繰延賞与の支払いを受ける資

格を得る。 

・ パフォーマンス・コストの損益計算書への計上は、該当する暦年において従業員が当グループに提供した実際の労

務の費用を反映している（これらの労務が以前の繰延賞与に関連する業績条件を満たす場合の金額も含む）。業績

条件が満たされていない繰延賞与の費用は含まれていない。 

・ したがって、2013 年における報奨の付与額は 2012 年に比べ 10％の増加となっているが、損益計算書上でのパフォ

ーマンス・コストは同５％増となっている。 
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損益計算書計上額              

   バークレイズ・グループ インベストメント・バンク 

   
2013 年

12 月 31 日

終了事業年度

2012 年

12 月 31 日

終了事業年度

2013 年 

12 月 31 日 

終了事業年度 

2012 年

12 月 31 日

終了事業年度

   （百万ポンド） （百万ポンド）
増減率

（％）
（百万ポンド） （百万ポンド）

増減率

（％）

繰延賞与費用 1,147 1,223 (6) 1,042  1,117 (7)

当期賞与費用 957 867 10 482  405 19 

販売コミッション、コミットメント及びその他の報

奨 
450 335 34 194  171 13 

パフォーマンス・コスト 2,554 2,425 5 1,718  1,693 1 

給与 4,981 5,254 (5) 2,092  2,203 (5)

社会保障費 715 685 4 305  297 3 

退職後給付 688 612 12 161  147 10 

手当及びトレーディング報奨 211 262 (19) 88  123 (28)

その他の報酬コスト１ 467 521 (10) 270  204 32 

報酬コスト合計２ 9,616 9,759 (1) 4,634  4,667 (1) 

  

その他人件費  

外注 1,084 999 9 26 31 (16)

余剰人員及び事業再編 687 68 186  41 

臨時雇用者費用 551 481 15 255  227 12 

その他 217 160 36 77  68 13 

その他人件費合計 2,539 1,708 49 544  367 48 

  

人件費合計 12,155 11,467 6 5,178  5,034 3

  

調整後収益純額に対する報酬比率 38.3％ 37.5％ 44.1％ 40.3％   

調整後収益に対する報酬比率  34.2％  33.2％ 43.2％ 39.6％   

    
１ インベストメント・バンクのその他の報酬コストには、本社からの割当のほか、インベストメント・バンクで発生しその他の事業で費用計上された

報酬コストと、その他の事業で発生しインベストメント・バンクで費用計上された報酬コストに関する再費用計上純額が含まれている。 
２ 加えて、社内作成ソフトウェアとして 346 百万ポンド（2012 年：44 百万ポンド）のグループ報酬が資産計上された。  

 

・ 人件費合計は 6％増加して 12,155 百万ポンドとなった。これは余剰人員及び事業再編費用の 619 百万ポンドの増加、

パフォーマンス・コストの５％の増加、及び外注費用の９％の増加を主に反映している。 

・ パフォーマンス・コストは５％増加して 2,554 百万ポンドとなった。これは当期の現金・株式賞与費用が 10％増の

957 百万ポンドとなったことと、販売コミッション、コミットメント及びその他の報奨が 34％増の 450 百万ポンド

となったことを反映しているが、繰延賞与費用が６％減少して 1,147 百万ポンドとなったことにより一部相殺され

た。 

・ Transform のさまざまな取り組みにより、余剰人員及び事業再編費用は 619 百万ポンド増加して 687 百万ポンドと

なった。 

 

事業部門別従業員数（常勤換算）    

2013 年 

12 月 31 日現在 

2012 年

12 月 31 日現在

英国リテール・アンド・ビジネス・バンキング（RBB）       32,900  33,000 

欧州 RBB       5,900  7,500 

アフリカ RBB       41,300  40,500 

バークレイカード       12,100  11,100 

インベストメント・バンク 26,200  25,600 

コーポレート・バンキング     12,800  13,000 

ウェルス・アンド・インベストメント・マネジメント     8,300  8,300 

本社及びその他事業     100  200 

合計     139,600  139,200 
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繰延賞与は下表に示される年度において損益計算書に計上されることが予想されている。 

 

損益計算書にこれまで付与されてきた繰延賞与の費用計上が予想される年度１ 

 

 
  実績 予想２ 

2012 年

12 月 31 日

終了事業年度

2013 年

12 月 31 日

終了事業年度

2014 年 

12 月 31 日 

終了事業年度 

2015 年

12 月 31 日

終了事業年度以降

バークレイズ･グループ  （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド）

2010 年からの繰延賞与及びそれ以前の賞与プール  557  192 21   - 

2011 年からの繰延賞与プール    666  429  157   25

2012 年からの繰延賞与プール  -  526  299   155

2013 年からの繰延賞与プール  -  -  616   492

損益計算書に反映された繰延賞与    1,223  1,147  1,093   672

    

インベストメント･バンク  
 

   

2010 年からの繰延賞与及びそれ以前の賞与プール 517  178 19   - 

2011 年からの繰延賞与プール    600  384  143   22

2012 年からの繰延賞与プール  -  480  272   143

2013 年からの繰延賞与プール  -  -  570   452

損益計算書に反映された繰延賞与    1,117  1,042  1,004   617
 

賞与プールの内訳 付与予定日 支給予定日３ 損益計算書に反映される年度４

本年の現金賞与  2014 年２月  2014 年２月  2013 年 

本年の株式賞与  2014 年２/３月  2014 年２月－９月   2013 年 

繰延現金賞与   2014 年３月  2015 年３月 (33.3％)   2014 年 (48％)  

    2016 年３月 (33.3％)   2015 年 (35％)  

    2017 月３月 (33.3％)   2016 年 (15％)  

     2017 年 (2％)  

繰延株式賞与  2014 年３月  2015 年３月 (33.3％)   2014 年 (48％)  

    2016 年３月 (33.3％)   2015 年 (35％)  

    2017 年３月 (33.3％)   2016 年 (15％)  

     2017 年 (2％)  

 
１ 実際の計上額は条件が満たされているか否かに影響され、上記の予想とは異なる。繰延賞与の変動には、コミットメントなど繰延基準によるその他

の報奨の額が含まれる。    
２ 2014 年と 2015 年に実施される可能性がある将来的な付与の影響を含まない。 
３ 支払いは予想支払日に先立ってすべての条件が満たされることが前提となる。加えて、繰延現金賞与を受ける従業員は、継続勤務を条件として、最

終の支払いが行われる時点で当初報奨額の 10％に相当する勤務年数加算を付与される場合がある。 
４ 損益計算書への計上は条件が満たされる期間に基づく。 
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事業部門別のリターン及び株主資本 

平均株主資本利益率及び平均有形株主資本利益率は、親会社の普通株主に帰属する当該期間の利益を、平均割当株主資

本又は平均割当有形株主資本（非支配持分及びその他資本持分を除く）を適宜除して算出される。平均割当株主資本は、

当グループが資本計画の目的で使用する仮定を反映し、のれん及び無形資産を含む資本控除を調整した後、各事業部門

の平均リスク調整後資産の 10.5％として算出される。2013 年 12 月 31 日現在のコア Tier１資本比率 13.2％を反映し、

現在保たれている、より高い資本水準は本社及びその他事業に割り当てられる。平均割当有形株主資本も同様の手法に

基づいて算出されるが、のれん及び無形資産は除外される。  

 

   調整後ベース  法定ベース 

   
2013 年

12 月 31 日

終了事業年度

2012 年

12 月 31 日

終了事業年度
 

2013 年 

12 月 31 日 

終了事業年度 

2012 年

12 月 31 日

終了事業年度

平均株主資本利益率 ％ ％  ％ ％

英国リテール・アンド・ビジネス・バンキング（RBB） 11.5 12.3  4.9  (0.3)

欧州 RBB (45.2) (12.9)  (45.2) (12.9)

アフリカ RBB 0.4 (0.1)  0.4  (0.1)

バークレイカード 18.4 19.8  8.3  13.3 

インベストメント・バンク 8.2 12.7  8.2  12.7 

コーポレート・バンキング 3.1 2.9  (3.5) (5.4)

ウェルス・アンド・インベストメント・マネジメント (1.0) 11.2  (4.5) 11.2 

本社及びその他事業を除くグループ  5.8 9.8  2.3  5.9 

本社及びその他事業 (1.3) (0.8)  (1.3) (7.1)

合計 4.5 9.0  1.0  (1.2)
   

平均有形株主資本利益率    

英国リテール・アンド・ビジネス・バンキング（RBB） 20.0 22.9  8.5  (0.6)

欧州 RBB (49.6) (14.2)  (49.6) (14.2)

アフリカ RBB１ 0.8 (0.2)  0.8  (0.2) 

バークレイカード 24.5 26.9  11.1  18.0 

インベストメント・バンク 8.5 13.1  8.5  13.1 

コーポレート・バンキング 3.3 3.1  (3.6) (5.7)

ウェルス・アンド・インベストメント・マネジメント (1.4) 15.5  (5.9) 15.5 

本社及びその他事業を除くグループ 7.0 11.8  2.7 7.1

本社及びその他事業 (1.7) (1.2)  (1.5) (8.5)

合計 5.3 10.6  1.2  (1.4)
 
 

 
  

株主帰属利益／（損失） （百万ポンド） （百万ポンド）  （百万ポンド） （百万ポンド）

英国リテール・アンド・ビジネス・バンキング（RBB） 917 875  389  (21)

欧州 RBB (964) (277)  (964) (277)

アフリカ RBB 9 (4)  9 (4)

バークレイカード 1,006 975  454  653 

インベストメント・バンク 1,548 2,680  1,548 2,680 

コーポレート・バンキング 247 228  (273) (419)

ウェルス・アンド・インベストメント・マネジメント (24) 222  (103) 222 

本社及びその他事業２ (344) (64)  (520) (3,458)

合計 2,395 4,635  540  (624)

   

   平均株主資本３ 平均有形株主資本３ 

英国リテール・アンド・ビジネス・バンキング（RBB） 7,984 7,121  4,581  3,815 

欧州 RBB 2,133 2,143  1,943  1,957 

アフリカ RBB 2,327 2,658  1,087  1,234 

バークレイカード 5,468 4,924  4,106  3,623 

インベストメント・バンク 18,966 21,173  18,264  20,468 

コーポレート・バンキング 7,854 7,739  7,481  7,369 

ウェルス・アンド・インベストメント・マネジメント 2,306 1,981  1,746  1,436 

本社及びその他事業２ 5,130 4,313  5,110  4,311 

合計２ 52,168 52,052  44,318  44,213 
 

 

 

 

 

１ 2012 年のアフリカ RBB の平均有形株主資本利益率はアブサ・グループの非支配持分に関連した額を含めず算出するよう修正された。 
２ 本社及びその他事業のリスク調整後資産及び資本控除、並びに平均普通株主資本及び有形普通株主資本の残高を加えたものである。 
３ 当グループの平均普通株主資本及び平均普通有形株主資本は、利益剰余金に対する当グループ自身の信用度の累積影響を除き、調整後パフォーマン

ス指標を算出している。  
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Transform 達成費用 

・ 当グループは 2013 年２月 12 日、営業費用純額を 2015 年までに 17 億ポンド削減し 168 億ポンドとすることを目標

とした戦略的見直しを発表した。 

・ 2013 年の Transform 達成費用合計は 1,209 百万ポンドとなった。852 百万ポンドの主要な事業再編策は主に、

欧州 RBB、欧州、アジア、米国におけるインベストメント・バンク並びに英国 RBB の事業活動及び余剰の縮小

に関連したものであった。356 百万ポンドのその他 Transform 費用は主に、今後の営業費用の削減とお客様へ

の提案力の向上を図るため、技術開発とプロセス改善への投資である。 
 

        

事業部門別 Transform 達成費用 2013 年 12 月 31 日終了事業年度 

  
主要な

事業再編策

その他 

Transform 費用 

Transform 達成

費用合計

  （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド）

英国リテール・アンド・ビジネス・バンキング（RBB） 
129 46  175 

欧州 RBB 356 47  403 

アフリカ RBB - 26  26 

バークレイカード 1 48  49 

インベストメント・バンク 191 71  262 

コーポレート・バンキング 94 20  114 

ウェルス・アンド・インベストメント・マネジメント 82 76  158 

本社及びその他事業 - 22  22 

Transform 達成費用合計 853 356  1,209 

   

        
 

  

Transform 達成費用を除く 

事業部門別調整後パフォーマンス指

標   

              

調整後利益  
  

平均株主資本 

利益率１ 

収益に対する

費用の比率

2013 年

12 月 31 日

終了事業年度

2012 年

12 月 31 日

終了事業年度
   

2013 年 

12 月 31 日 

終了事業年度 

2012 年

12 月 31 日

終了事業年度

  
（百万ポンド） （百万ポンド）

増減率

（％）
  ％ ％

英国リテール・アンド・ビジネス・バンキング

（RBB） 1,370 1,225 12   13.2％ 63％

欧州 RBB (593) (343) 73   (32.0％) 126％

アフリカ RBB 430 322 34   1.2％ 71％

バークレイカード 1,556 1,482 5   19.0％ 42％

インベストメント・バンク 2,785 3,990 (30)   9.1％ 72％

コーポレート・バンキング 915 460 99   4.2％ 54％

ウェルス・アンド・インベストメント・マネジ

メント 
139 274 (49)   3.8％ 87％

本社及びその他事業 (226) 189   (1.5％) 

税引後利益合計 6,376 7,599 (16)   6.1％ 66％

                

 
１ 本社及びその他事業の平均株主資本利益率はグループの希薄化を意味している。  
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撤退対象事業 

・ 当グループは事業戦略の見直しの一環として、個々の事業が活動するセクターの魅力度と、株主資本コストを上回

る持続可能な株主資本利益率の実現力に基づいて各事業の徹底的なボトムアップ分析を実施し、2013 年２月 12 日

に一部の既存事業から撤退することを発表した。 

・ 下記の表は撤退対象事業資産の財務データを抽出したものである。 

 

  

CRD IV ベースのリスク

調整後資産１ 

貸借対照表に 

計上された資産 2013 年 12 月 31 日終了事業年度 

  

インベストメント・バンク 

2013 年

12 月 31 日

現在

2012 年

12 月 31 日

現在

2013 年

12 月 31 日

現在

2012 年

12 月 31 日

現在

収益 

／（費用） 減損戻入 

営業収益／

（費用）

純額
（億ポンド） （億ポンド） （億ポンド） （億ポンド） (百万ポンド) (百万ポンド) (百万ポンド)

米国住宅モーゲージ 11 53 5 22 478  -  478 

商業モーゲージ及び不動産 16 31 20 40 182  -  182 

レバレッジド・ローン及びその他の貸付

金 97 101 60 115 (88) 11  
(77)

CLO 及びその他保証資産 32 59 117 163 (281) -  (281)

ストラクチャード・クレジット等 38 94 52 86 (128) -  (128)

モノライン・デリバティブ 22 31 3 6 (21) -  (21)

コーポレート・デリバティブ 19 83 22 36 -  -  - 

ポートフォリオ資産 235 452 279 468  142   11  153 

CRD IV 移行前の金利ポートフォリオ 187 339   

インベストメント・バンク合計 422  791   

   

コーポレート・バンキング欧州資産 32 50 26 39 80  (321) (241)

   

欧州 RBB 資産 90  97 213 229 118  (187) (69)

合計 544 938   
 

 
１ 上記表は現在撤退対象事業に割り当てられている CRDIV ベースのリスク調整後資産を示したものである。 

 

・ 英語原文 46 ページの撤退対象事業収益は、関連する訴訟問題に関する収益及び 2008 年の米国リーマンの買収によ

り譲渡された一部未回収資産の回収可能性により、上記の収益とは異なる。 

・ 撤退対象事業の CRD IV ベースのリスク調整後資産は、インベストメント・バンクの 369 億ポンドの削減を含め、

394 億ポンド減少して 544 億ポンドとなった。これは米国住宅モーゲージ、ストラクチャード・クレジットのポー

トフォリオ、デリバティブ・ポートフォリオにおける合理化策に関連してインベストメント・バンクのポートフォ

リオ資産が 217 億ポンド減少して 235 億ポンドとなったことを反映している。CRD IV 移行前の金利デリバティブの

リスク調整後資産は 152 億ポンド減少して 187 億ポンドとなった。コーポレート・バンキング及び欧州 RBB の撤退

対象事業ポートフォリオのリスク調整後資産は、継続的な資産削減により減少した。 

・ ポートフォリオ資産の貸借対照表に計上された資産は、資産クラス全般にわたる純売却及び一部償還により 189 億

ポンド減少して 279 億ポンドとなった。142 百万ポンドの収益は主に米国住宅モーゲージ・エクスポージャーの売

却によるもので、CLO 及びその他保証付資産に係る調達費用と早期売却によって一部相殺された。ポートフォリオ

資産からの収益は米国住宅モーゲージの公正価値評価益の減少と商業用不動産貸付の売却を主因に、142 百万ポン

ド（2012 年：389 百万ポンド）に減少した。 

・ コーポレート・バンキングの欧州における撤退対象事業の貸借対照表に計上された資産は、スペインとポルトガル

での削減を主因に、13 億ポンド減少して 26 億ポンドとなった。 

・ 欧州 RBB の撤退対象事業の貸借対照表に計上された資産は、16 億ポンド減少して 213 億ポンドとなった。これはス

ペインとイタリアのモーゲージの削減が主因で、為替変動により一部相殺された。 
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利ざや及び残高 
    

     2013 年 

12 月 31 日 

終了事業年度 

2012 年

12 月 31 日

終了事業年度利息収入純額の分析 

   （百万ポンド） （百万ポンド）

RBB、コーポレート・バンキング、及びウェルス・アンド・インベストメント・マネジメ

ントの顧客に起因する利息収入： 
 

-顧客資産  7,144   6,654 

-顧客負債  3,221   3,185 

合計  10,365   9,839 

RBB、コーポレート・バンキング及びウェルス・アンド・インベストメント・マネジメン

トの顧客以外に起因する利息収入： 
    

- 商品に係る構造的ヘッジ１  843   962 

- 株主資本に係る構造的ヘッジ２  337   317 

- その他 (129) (69)

RBB、コーポレート・バンキング及びウェルス・アンド・インベストメント・マネジメン

トの利息収入純額合計 
11,416   11,049 

インベストメント・バンク 349  530 

本社及びその他事業 (165) 75 

グループの利息収入純額  11,600   11,654 
 

 
１ 商品に係る構造的ヘッジは商品残高（無利子当座口座や管理金利預金など）に対する短期利ざやの変動をより安定的な中期金利に変換し、目標とす

る満期の構成を実現するために月次ベースで構築されている。 
２ 株主資本に係る構造的ヘッジは当グループの株主資本に対して各事業部門が創出する純利益の変動を管理するために導入され、その影響は経済的資

本の使用度に応じて各事業部門に配分されている。  

 

RBB、コーポレート・バンキング及びウェルス・アンド・インベストメント・マネジメントの利息収入純額 

バークレイズは顧客資産からの利息収入純額と、顧客負債からの利息収入純額とを分け、これらを当グループのヘッジ

活動によって主に生じる顧客以外に起因する利息収入純額と区別している。 

顧客に起因する利息収入 

・ 顧客に起因する利息収入純額は、平均顧客資産が２％増加して 3,260 億ポンド、顧客資産利ざやが 10 ベーシス・ポ

イント上昇して 2.19％となったことを受けて 10,365 百万ポンド（2012 年：9,839 百万ポンド）に増加した。顧客

負債からの利息収入は引き続き概ね安定的に推移した。平均顧客負債は 14％増の 3,220 億ポンドとなったが、顧客

負債利ざやが 12 ベーシス・ポイント低下して 100 ベーシス・ポイントとなったことで相殺された。 

・ 顧客資産利ざやは、主に資金調達コストの減少により、2.19％（2012 年：2.09％）に上昇した。 

・ 顧客負債利ざやは 1.00％（2012 年：1.12％）に低下した。これはコーポレート・バンキングで預金勘定への支払利

息が増加したこと、ウェルス・アンド・インベストメント・マネジメントで商品構成が相対的に利ざやの低い商品

にシフトしたこと及び資金調達レートが低下したことが理由である。 

顧客以外に起因する利息収入 

・ 顧客以外に起因する利息収入純額は、顧客以外に起因する利ざやが 5 ベーシス・ポイント低下して 0.16％となった

ことを反映し、1,051 百万ポンド（2012 年：1,210 百万ポンド）に減少した。低金利環境が顧客負債及び当グルー

プの株主資本に与える影響を軽減するため、当グループのヘッジ活動は引き続き構造的金利ヘッジを利用している。 

・ 低金利環境が続くなかでヘッジが維持されたが、商品に係る構造的ヘッジによる寄与は 843 百万ポンド（2012 年：

962 百万ポンド）に減少した。現在の金利カーブと実施中のヘッジ戦略に基づくと、商品に係る構造的ヘッジの固

定金利リターンの寄与は 2014 年も大きいことが見込まれる。 

・ RBB、バークレイカード、コーポレート・バンキング及びウェルス・アンド・インベストメント・マネジメントの株

主資本に係る構造的ヘッジによる寄与は 337 百万ポンド（2012 年：317 百万ポンド）と概ね安定的に推移した。 

当グループのその他の利息収入 

・ 本社の利息収入純額は 240 百万ポンド減少し、165 百万ポンドの利息費用純額となった。これは当グループ全体に

顧客預り金が増加したことに伴う余剰流動性の資金調達コストを反映したもので、劣後債務の簿価の調整により一

部相殺された。 

・ インベストメント・バンクの利息収入純額は、撤退対象事業資産からの利息収入の減少を主因に、349 百万ポンド

（2012 年：530 百万ポンド）に減少した。 

構造的ヘッジによる当グループの利息収入純額への寄与合計は 140 百万ポンド減少して 16 億ポンド（2012 年：17 億ポ

ンド）となった。 
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純利ざや 

・ RBB、コーポレート・バンキング及びウェルス・アンド・インベストメント・マネジメントの純利ざやは８ベーシ

ス・ポイント低下して 1.76％（2012 年：1.84％）となった。これは顧客負債及び当グループのヘッジ活動による寄

与が低下したことや、英ポンドに対して南アフリカ・ランドが下落したことに伴いアフリカ RBB の利ざや上昇によ

る寄与が低下したことを反映している。純利ざやはリテール及び商業用バンキングの負債に起因する利ざやの影響

を反映させるため、平均顧客資産・負債の合計に対する比率として表されている。 

・ 平均顧客資産に対する比率として表される 2013 年の純利ざやは 3.47％から 3.50％に上昇した。 

・ 純利ざや及び顧客資産・負債利ざやには、当グループのホールセール市場で代替的に資金調達をする場合のコスト

に基づいた内部資金調達レートの変動が含まれている。当グループの内部資金調達レートは、実勢市場変動金利プ

ラス期間プレミアムの内部資金調達レートで、正味余剰流動性を持つ事業にはクレジットを与え、ホールセール資

金調達を必要とする事業にチャージすることでグループ内の資金調達と流動性の価格調整をする働きがある。代替

資金調達コストに基づいて資産と負債に対する内部資金調達レートの決定を行うことにより、リテールとホールセ

ールの資金尻に整合性を持たせることを目的としている。 

 

純利ざやの分析             

  英国 RBB 欧州 RBB

アフリカ

RBB  
バークレ

イカード 

コーポレート・

バンキング  

ウェルス・ 

アンド・イ

ンベストメ

ント・マネ

ジメント  

RBB、

コーポレート、

ウェルス

合計

2013 年 12 月 31 日終了事業年度 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

顧客資産利ざや 1.22  0.43 3.10  9.39 1.33  0.86  2.19 

顧客負債利ざや 0.89  0.40 2.73  (0.29) 0.97  0.97  1.00 

               

顧客に起因する利ざや 1.06  0.43 2.95  8.48 1.12  0.94  1.60 

顧客以外に起因する利ざや 0.23  0.36 0.21  (0.19) 0.09  0.10  0.16 

                  

純利ざや 1.29  0.79 3.16  8.29 1.21  1.04  1.76 

                  

平均顧客資産（百万ポンド） 134,297   39,387  27,330   36,276  66,724   22,418   326,432 

平均顧客負債（百万ポンド） 128,310   13,887  18,093   3,741  97,558   60,596   322,185 

                  

2012 年 12 月 31 日終了事業年度          

顧客資産利ざや 1.07  0.46 3.10  9.56 1.17  0.65  2.09 

顧客負債利ざや 0.97  0.38 2.75  (0.60) 1.11  1.12  1.12 

                  

顧客に起因する利ざや 1.02  0.44 2.97  9.18 1.14  0.99  1.63 

顧客以外に起因する利ざや 0.33  0.34 0.22  (0.52) 0.10  0.24  0.21 

             
純利ざや 1.35  0.78 3.19  8.66 1.24  1.23  1.84 

                  

平均顧客資産（百万ポンド） 124,275   39,996  32,155   33,470  69,041   19,670   318,607 

平均顧客負債（百万ポンド） 111,753   14,824  19,610   1,286  85,620   50,083   283,176 
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純利ざやの分析             

  英国 RBB 欧州 RBB アフリカ RBB

バークレイ

カード

 

コーポレート・ 

バンキング   

ウェルス・ 

アンド・イン 

ベストメント・ 

マネジメント 

RBB、

コーポレート、

ウェルス合計

2013 年 12 月 31 日に終了した四半期 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

顧客資産利ざや 1.27  0.43 3.16 9.19 1.34  0.98  2.20 

顧客負債利ざや 0.92  0.38 2.64 (0.27) 0.88  0.97  0.97 

                  

顧客に起因する利ざや 1.10  0.42 2.95 8.17 1.06  0.97  1.58 

顧客以外に起因する利ざや 0.22  0.35 0.30 (0.10) 0.07  0.05  0.16 

                  

純利ざや 1.32  0.77 3.25 8.07 1.13  1.02  1.74 

                  

平均顧客資産（百万ポンド）  136,100   37,884  24,854  36,640  66,098   22,765   324,341 

平均顧客負債（百万ポンド）  133,019   13,466  17,014  4,404  98,973   63,114   329,990 

     

2013 年９月 30 日に終了した四半期    

顧客資産利ざや 1.26  0.37 3.07 9.56 1.41  0.87  2.25 

顧客負債利ざや 0.89  0.42 2.85 (0.24) 0.94  0.99  0.99 

                

顧客に起因する利ざや 1.08  0.39 2.98 8.57 1.13  0.96  1.62 

顧客以外に起因する利ざや 0.23  0.36 0.25 (0.18) 0.12  0.04  0.16 

                  

純利ざや 1.31  0.75 3.23 8.39 1.25  1.00  1.78 

                  

平均顧客資産（百万ポンド）  135,483   39,432  26,658  36,380  66,251   22,259   326,463 

平均顧客負債（百万ポンド）  131,465   13,842  17,892  4,084  96,918   59,740   323,941 

     

2013 年６月 30 日に終了した四半期    

顧客資産利ざや 1.25  0.47 3.19 9.34 1.34  0.75  2.19 

顧客負債利ざや 0.80  0.40 2.71 (0.30) 1.10  0.97  1.00 

                

顧客に起因する利ざや 1.03  0.45 3.00 8.46 1.20  0.91  1.60 

顧客以外に起因する利ざや 0.23  0.36 0.15 (0.22) 0.07  0.15  0.15 

                  

純利ざや 1.26  0.81 3.15 8.24 1.27  1.06  1.75 

                  

平均顧客資産（百万ポンド）  134,986   39,767  27,925  36,069  66,869   22,351   327,967 

平均顧客負債（百万ポンド）  129,843   13,943  18,405  3,629  95,178   60,670   321,668 

                  

2013 年３月 31 日に終了した四半期    

顧客資産利ざや 1.10  0.45 2.92 9.49 1.24  0.85  2.12 

顧客負債利ざや 0.96  0.42 2.73 (0.35) 1.02  1.02  1.06 

                

顧客に起因する利ざや 1.03  0.44 2.85 8.77 1.11  0.97  1.62 

顧客以外に起因する利ざや 0.25  0.37 0.18 (0.28) 0.12  0.14  0.17 

                  

純利ざや 1.28  0.81 3.03 8.49 1.23  1.11  1.79 

                  

平均顧客資産（百万ポンド）  130,546   40,494  30,451  35,887  66,741   22,221   326,340 

平均顧客負債（百万ポンド）  118,721   14,307  18,925  2,822  93,423   55,642   303,840 
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信用リスク 

ユーロ圏諸国に対する当グループのエクスポージャー 

 当グループは、ユーロ圏の継続的なボラティリティに起因する信用リスクおよび市場リスクを認識しており、厳し

い経済情勢に伴うリスクを軽減するための組織的な措置を講じるとともに、引き続き注意深く状況をモニタリング

している。 

 2013 年度にスペイン、イタリア、ポルトガル、アイルランド、キプロスおよびギリシャに対する当グループの貸借

対照表上の正味エクスポージャーは 11％減少して 530 億ポンドとなった。これはスペインおよびイタリアの売却可

能国債が減少したことにより、ソブリン・エクスポージャーが 60％減少して 22 億ポンドとなったことが主因である。 

 2013 年 12 月 31 日現在、イタリアにおける現地の資金調達の純額ベースでの不足額は 116 億ユーロ（2012 年度：

118 億ユーロ）、ポルトガルにおける同不足額は 30 億ユーロ（2012 年度：41 億ユーロ）であった。スペインにおけ

る資金調達の純額ベースの余剰額は 31 億ユーロ（2012 年度：23 億ユーロ）であった。バークレイズは引き続きユ

ーロ圏のボラティリティが現地の貸借対照表上の資金調達に及ぼす潜在的な影響をモニターし、リスクを管理する

ための適切な措置を検討していく。 

グループ・エクスポージャーの概要 

 下表は、リスクが高いために経営的視点から特に重点的に管理する対象として社内でモニターしているユーロ圏諸

国に対するバークレイズのエクスポージャーを示している。スペイン、イタリアおよびポルトガルにおけるエクス

ポージャーの詳細な分析は英語原文 93 ページから 96 ページを参照のこと。１作成基準は 2012 年度の年次報告書で

説明した基準に基づいている。 

 正味エクスポージャーは当グループがさらされている信用リスクの最も適切な測定基準である。総エクスポージャ

ーもオフ・バランスシートの偶発債務および契約債務とともに下表に示している。 

 

    

ソブリン
(百万ポンド)

金融機関 
(百万ポンド) 

法人
(百万ポンド)

住宅

モーゲージ
(百万ポンド)

その他

リテール

貸付
(百万ポンド)

貸借対照表上 

の正味エクス 

ポージャー 
(百万ポンド) 

 
貸借対照表上

の総エクス 

ポージャー 
（百万ポンド） 

偶発債務

および

契約債務
(百万ポンド)

     
2013 年 

12 月 31 日現在 
   
  

スペイン    184  1,029   3,203  12,537  2,292  19,245    26,338   3,253 

イタリア    1,556  417   1,479  15,295  1,881  20,628    27,455   3,124 

ポルトガル    372  38   891  3,413  1,548  6,262    6,609   2,288 

アイルランド    67  5,030   1,356  103  100  6,656    10,033   2,047 

キプロス    -  7   106  19  43  175    256   66 

ギリシャ    8  5   51  6  12  82    903   3 

                     

2012 年 

12 月 31 日現在 
    

スペイン    2,067  1,525   4,138  13,305  2,428  23,463    32,374   3,301 

イタリア    2,669  567   1,962  15,591  1,936  22,725    33,029   3,082 

ポルトガル    637  48   1,958  3,474  1,783  7,900    8,769   2,588 

アイルランド    21  3,585   1,127  112  83  4,928    10,078   1,644 

キプロス    8  -   106  44  26  184    300   131 

ギリシャ    1  -   61  8  9  79    1,262   5 
 

 2013 年度のスペイン、イタリア、ポルトガル、アイルランド、キプロスおよびギリシャに対する当グループのソブ

リン・エクスポージャーは 60％減の 22 億ポンドであった。売却可能国債を処分したためである。 

 住宅モーゲージおよびその他リテール貸付はそれぞれ４％減の 314 億ポンド、６％減の 59 億ポンドであった。スペ

イン、イタリアおよびポルトガルにおける新規オリジネーションの減少を反映したものであるが、外国為替の変動

により一部相殺された。  

 法人顧客に対するエクスポージャーは 24％減の 71 億ポンドとなった。主にイタリアおよびポルトガルにおける貸付

の減少を反映したものだが、スペインにおけるトレーディング資産の増加により一部相殺された。 

 金融機関に対するエクスポージャーは 14％増の 65 億ポンドであった。アイルランドにおける証券化貸付に係るエク

スポージャーが増加したためであるが、主としてスペインおよびイタリアにおけるエクスポージャー減少により相

殺された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ アイルランドに対するエクスポージャーの詳細な分析は示されていない。現地の資金調達および/または代替国に所在する原資産に係るリスクのため
にデノミ・リスクが存在しないためである。キプロスおよびギリシャに対するエクスポージャーは当グループにとって重要ではないと見なされてい
る。  
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財務書類に対する注記 

１ 作成の基礎 

当決算報告書は、以下の 2013 年１月１日に当グループが適用を開始した会計基準を除き、2012 年度年次報告書に用い

られたのと同じ会計方針及び計算方法を用いて作成されている。 

IFRS第10号「連結財務諸表」 

IFRS 第 10 号は、IAS 第 27 号「連結及び個別財務諸表」及び SIC 第 12 号「連結－特別目的事業体」の規定に代わるもの

である。この基準は、当グループが持分を保有する事業体を連結すべきかを判断する新しい定義を導入するものである。

IFRS 第 10 号の適用開始に伴い、当グループは、従来連結していなかった複数の事業体を連結し、従来連結していた複

数の事業体の連結を中止したが、主にインベストメント・バンクの信用市場に対するエクスポージャーを有する事業体

を新たに連結することになった。 

IAS第19号（2011年改訂）「従業員給付」 

IAS 第 19 号（2011 年改訂）では、特に、確定給付年金制度から生じる保険数理上の損益を全額認識することを求めてい

る。従来、当グループでは、これらの損益を従業員の残存平均勤務期間にわたり繰延べていた（「コリドー」法）。 

比較数値は、移行の規定に準拠して、IFRS 第 10 号及び IAS 第 19 号について全額修正再表示されている。 

当グループは、IFRS 第 10 号と IAS 第 19 号の財務上の影響について記載した修正再表示の文書を 2013 年４月 16 日に公

表した。 

IFRS 第 10 号及び IAS 第 19 号が適用されていた場合の 2012 年 12 月 31 日終了事業年度の当グループの財務上の影響は

下表の通りである。 

 
会計上の修正再表示の影響  修正再表示に伴う調整   

  
2012 年度

公表額
IFRS 第 10 号 IAS 第 19 号

2012 年度

修正再表示

損益計算書 （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド）

税引前利益 246 573 (22)  797 

税金 (482) (134) -  (616) 

税引後利益 (236) 439 (22)  181 

貸借対照表 
 

 

資産合計 1,490,321 (144) (1,842)  1,488,335 

負債合計 1,427,364 333 652  1,428,349 

株主資本合計 62,957 (477) (2,494)  59,986 

IFRS第13号「公正価値測定」 

IFRS 第 13 号は、金融及び非金融の資産の公正価値の計算方法に関する包括的な指針を提供するものである。IFRS 第 13

号の適用による当グループへの重大な財務上の影響はなかった。 

今後の会計基準 

IFRS第９号「金融商品」 

IFRS 第９号は、分類を変更し、それにより、当グループの金融資産の測定、減損の認識及びヘッジ会計を変更するもの

である。これらの変更の他に、当グループが損益を通じて公正価値で測定すると指定した金融負債の公正価値に対する、

当グループの信用リスクの変動による影響は、損益計算書ではなく、その他の包括利益に含まれるようになる。複数の

重要な提案について最終決定していないため、財務上の影響を見積ることはまだ不可能である。IFRS 第 9 号の発効日は、

まだ決定していない。 

IAS第32号「金融商品：表示」 

IAS 第 32 号の修正「金融資産と金融負債の相殺」は 2014 年１月１日から発効する。相殺が認めらる場合が明確にされ

ており、特に、現時点で法的に強制可能な相殺の権利とは何か、また、総額決済が純額決済と同等とみなされる可能性

がある場合が明確になっている。この修正により、従来は純額ベースで報告されていた貸借対照表上の金融資産と金融
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負債の一部が総額ベースで表示されるようになるが、株主資本、損益、その他の包括利益、又はキャッシュフローに対

する影響はなく、また普通株式 Tier1 比率や CRD IV レバレッジ比率に対する重要な影響もない。 

継続企業の前提 

当グループの事業活動及び財政状態、将来の発展及び業績に影響を及ぼす可能性の高い要因、グループがさらされてい

る金融リスクを管理する目的及び方針、並びに資本に関しては、「事業部門別業績」及び「業績管理」のセクション並

びに「リスク管理」のセクション（英語原文）で論じられている。 

取締役は、予見できる将来において、当グループが事業を継続するにあたり十分な資金源を有していることを確認して

いる。このため、財務書類の作成において継続企業の前提を引き続き適用している。 

 

２ 利息収入純額 

 

 
2013年12月31日

終了事業年度

2012年12月31日

終了事業年度

 （百万ポンド） （百万ポンド）

現金及び中央銀行預け金 219  253 

売却可能投資 1,804  1,736 

銀行に対する貸付金 468  376 

顧客に対する貸付金 15,613  16,448 

その他 211  398 

受取利息 18,315  19,211 

    

銀行預り金 (201)  (257) 

顧客預り金 (2,656)  (2,485) 

発行債券 (2,176)  (2,921) 

劣後負債 (1,572)  (1,632) 

その他 (110)  (262) 

支払利息 (6,715)  (7,557) 

利息収入純額 11,600  11,654 
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３ 一般管理費 

 

 
2013年12月31日

終了事業年度

2012年12月31日

終了事業年度

 （百万ポンド） （百万ポンド）

インフラ費用    

不動産及び設備 1,610  1,656 

有形固定資産償却費 647  669 

オペレーティング・リース料 645  622 

無形資産償却費 480  435 

有形固定資産及び無形資産の減損 149  17 

インフラ費用合計 3,531  3,399 

    

その他の費用    

コンサルタント料、弁護士費用及びその他の専門家報酬 1,253  1,182 

定期刊行物、出版物、事務用品及び通信費 869  727 

マーケティング、広告及びスポンサー料 583  572 

旅費及び宿泊費 307  324 

英国銀行税 504  345 

のれんの減損 79  - 

その他の一般管理費 691  546 

その他の費用合計 4,286  3,696 

一般管理費合計１ 7,817  7,095 

 

１ 当グループは、費用の性質及び内部管理をより適切に反映させるために、アウトソーシング費用を一般管理費から人件費に変更

した。この変更による純影響額は、2013年度について1,084百万ポンド、2012年度について999百万ポンド、一般管理費が減少し、

人件費が増加したことである。 

一般管理費は 10％増加して 7,817 百万ポンドとなった。これは、Transform プログラムに起因するインフラ費用の増加、

ドッド＝フランク法や CRD IV といった規制上の新要件対応費用の増加、また税率上昇に伴う英国銀行税の増加を要因と

している。訴訟及び課徴金に係る引当金の増加は、2012 年度に発生した銀行間取引金利の設定に関する業界全体を対象

とした調査による 290 百万ポンドの課徴金が、当年度においては発生しなかったことにより相殺された。 

 

４ 税金 

 

税金費用 
2013年12月31日

終了事業年度

2012年12月31日

終了事業年度

 （百万ポンド） （百万ポンド）

当期税金費用 2,153  775 

繰延税金控除 (582)  (159) 

税金費用 1,571  616 

税金費用 1,571 百万ポンド（2012 年：616 百万ポンド）は、税引前利益 2,868 百万ポンド（2012 年：797 百万ポンド）

に対して実効税率が 54.8％（2012 年：77.3％）であった。実効税率の低下は、2012 年度の実効税率を引き上げた要因

が当年度においては発生しなかったことが主な理由であり、その要因とは主に英国においては重要な損失があった（英

国法定税率 24.5％での軽減あり）一方で英国の法定税率を上回る英国外の地域においては利益を計上したことである。 

実効税率は英国法定税率の 23.25％（2012 年：24.5％）を上回っているが、これは英国の法定税率を上回る税率で課税

された英国外の利益、スペインにおける繰延税金資産の評価性引当金、その他の認識されていない繰延税金資産、控除

対象外の税金、及び損金不算入項目（英国銀行税を含む）が主な理由となっており、非課税所得、過年度に係る調整、

及び繰延税金資産の測定に係る調整によって一部相殺されている。 
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 資産 負債 

当期及び繰延税金資産及び負債 
2013年

12月31日現在

2012年

12月31日現在

2013年

12月31日現在
 

2012年

12月31日現在

 （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド）  （百万ポンド）

当期税金 219 252 (1,042)  (621) 

繰延税金 4,807 3,563 (373)  (341) 

合計 5,026 3,815 (1,415)  (962) 

繰延税金資産 4,807 百万ポンド（2012 年：3,563 百万ポンド）は主に英国、米国及びスペインで計上された金額に関連

している。繰延税金資産が増加したのは、英国においてキャッシュフロー・ヘッジに関連する一時差異が変動したこと、

米国において主に過年度に係る調整及び測定に係る調整により繰延税金資産が増加しことが主な理由となっており、ス

ペインにおいて繰延税金資産が評価減されたことによって一部相殺されている。 

2013 年 12 月にスペインの法律が改正され、主に年金及び減損に関連する特定の繰延税金資産が保護されるようになっ

たが、それ以外の繰延税金資産（法律改正による保護対象外）は引き続き将来の利益に依存している。現時点での事業

予測の評価に基づくと、会計上、保護対象外の繰延税金資産を利用できる将来の利益が発生するといった十分な証拠は

ない。このため保護対象の繰延税金資産のみが引き続き認識されることになり、評価性引当金計上額は 440 百万ポンド

となる。 

 

５ 非支配持分 

 
 非支配持分に帰属する利益 非支配持分に帰属する株主資本 

 
2013年12月31日

終了事業年度

2012年12月31日

終了事業年度

2013年

12月31日現在
 

2012年

12月31日現在

 （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド）  （百万ポンド）

バークレイズ・バンク・ピーエルシー発

行： 
     

－優先株式 410 462 5,868  5,927 

－上位Tier2商品 2 4 485  591 

バークレイズ・アフリカ・グループ・リミ

テッド 
343 304 2,204  2,737 

その他の非支配持分 2 35 7  116 

合計 757 805 8,564  9,371 

非支配持分に帰属するバークレイズ・アフリカ・グループ・リミテッドの株主資本は 2,204 百万ポンド（2012 年：

2,737 百万ポンド）に減少したが、これは主に、英ポンドに対するアフリカ各国通貨の下落 566 百万ポンド及び配当金

の支払 342 百万ポンドに起因しており、留保利益 343 百万ポンドと相殺された。 

 

６ １株当たり利益 

 

 
2013年12月31日

終了事業年度
 

2012年12月31日

終了事業年度

 （百万ポンド） （百万ポンド）

親会社の普通株主に帰属する利益/(損失) 540  (624) 

転換可能オプションの希薄化効果 1  - 

親会社の普通株主に帰属する継続事業からの利益/(損失)（転換可能

オプションの希薄化効果考慮後） 
541  (624) 

 
 

  

 百万株  百万株 

基本的加重平均発行済株式数１ 14,308  13,045 

潜在的普通株式数 360  389 

希薄化後加重平均株式数 14,668  13,434 

 
 

  

 ペンス  ペンス 

基本的普通株式１株当たり利益/(損失) 3.8  (4.8) 

希薄化後普通株式１株当たり利益/(損失) 3.7  (4.8) 
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１ 基本的加重平均株式数には、従業員給付信託において保有する又はトレーディング目的で保有する自己株式は含まれない。2013

年10月における新株予約権無償割当により3,219百万株が新規に発行された。IAS第33号に従い、過去の期間における基本的加重

平均発行済株式数が遡及調整され、１株当たり損失は5.1ペンスから4.8ペンスに修正された。 

 
 

 

 

７ 普通株式配当金 

バークレイズの方針は、四半期毎に配当金の宣言及び支払を実施することである。2013 年度に関する普通株式１株当た

り 3.5 ペンスの最終配当金は、2014 年２月 21 日に株主名簿に登録されている株主に対して、2014 年３月 28 日に支払わ

れる予定であり、2014 年 12 月 31 日終了事業年度における利益剰余金の分配として会計処理される。2013 年度の財務書

類には、期中に支払われた配当金として以下が含まれている。 

 
 2013年12月31日終了事業年度 2012年12月31日終了事業年度

期中に支払われた配当金 １株当たり 合計 １株当たり  合計

 ペンス 百万ポンド ペンス  百万ポンド

期中に支払われた最終配当金 3.5 441 3.0  366 

期中に支払われた中間配当金 3.0 418 3.0  367 

合計 6.5 859 6.0  733 

米国及びカナダの適格居住者である ADR 保有者については、普通株式１株当たり 3.5 ペンスの最終配当金が、ADR１株

（普通株式４株に相当）当たり 14 ペンス相当となる。ADR 預託機関は、2014 年２月 21 日の営業終了時点で登録されて

いる ADR 保有者に対して、2014 年３月 28 日に最終配当金を支払う予定である。 
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８ デリバティブ 

 

 契約上の想定元本 公正価値 

  資産 負債

 （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド）

2013年12月31日現在     

為替デリバティブ 4,633,460 59,500  (64,657) 

金利デリバティブ 34,347,916 216,178  (203,260) 

クレジット・デリバティブ 1,576,184 21,923  (21,634) 

エクイティ・デリバティブ及び株価指数 

デリバティブ並びにコモディティ・ 

デリバティブ 

936,803 23,989  (29,810) 

トレーディング目的で保有するデリバティブ 

資産/(負債) 
41,494,363 321,590  (319,361) 

     

ヘッジ会計の要件を満たす関係にある 

デリバティブ 
    

キャッシュフロー・ヘッジとして指定されて 

いるデリバティブ 
160,809 899  (500) 

公正価値ヘッジとして指定されている 

デリバティブ 
123,459 1,278  (752) 

純投資ヘッジとして指定されている 

デリバティブ 
19,377 568  (21) 

ヘッジ関係の指定を受けている 

デリバティブ資産/(負債)  
303,645 2,745  (1,273) 

認識されたデリバティブ資産/(負債)合計 41,798,008 324,335  (320,634) 

     

2012年12月31日現在     

為替デリバティブ 4,423,737 59,299  (63,821) 

金利デリバティブ 32,995,831 351,381  (336,625) 

クレジット・デリバティブ 1,768,180 29,797  (29,208) 

エクイティ・デリバティブ及び株価指数 

デリバティブ並びにコモディティ・ 

デリバティブ 

1,005,366 24,880  (29,933) 

トレーディング目的で保有するデリバティブ 

資産/(負債) 
40,193,114 465,357  (459,587) 

     

ヘッジ会計の要件を満たす関係にある 

デリバティブ 

 

    

キャッシュフロー・ヘッジとして指定されて 

いるデリバティブ 
177,122 2,043  (1,097) 

公正価値ヘッジとして指定されている 

デリバティブ 
108,240 1,576  (1,984) 

純投資ヘッジとして指定されている 

デリバティブ 
17,460 180  (53) 

ヘッジ関係の指定を受けている 

デリバティブ資産/(負債)  
302,822 3,799  (3,134) 

認識されたデリバティブ資産/(負債)合計 40,495,936 469,156  (462,721) 

総額ベースのデリバティブ資産の公正価値は 31％減少して 3,240 億ポンドとなったが、これは主要金利フォワードカー

ブの上昇と、総額ベースのデリバティブ・エクスポージャーを減少させるための最適化への取り組みの影響を反映して

いる。 
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契約上の想定元本は３％増加して 417,980 億ポンドとなったが、これはクライアントに対する決済サービスの増加を反

映している。 

デリバティブのネッティングの詳細については、注記 10「金融資産と金融負債の相殺」に含まれている。 

 

９ 公正価値で保有する資産及び負債 

以下の表は、当グループの公正価値で保有する資産及び負債を公正価値ヒエラルキー及び貸借対照表上の分類別に表示

したものである。 
 

 以下の評価手法に基づく 

 取引相場価格

（レベル１）

観察可能

インプット

（レベル２）

重要な観察不能

インプット

（レベル３）

合計

 （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド）

2013年12月31日現在      

トレーディング・ポートフォリオ資産 54,363 72,285 6,421  133,069 

公正価値で測定すると指定された 

金融資産 
11,188 9,010 18,770  38,968 

デリバティブ金融資産 3,353 315,969 5,013  324,335 

売却可能資産 36,050 53,561 2,145  91,756 

投資不動産 - - 451  451 

売却目的非流動資産 - - 114  114 

資産合計 104,954 450,825 32,914  588,693 

      

トレーディング・ポートフォリオ負債 (29,450) (24,014) -  (53,464) 

公正価値で測定すると指定された 

金融負債 
(98) (63,058) (1,640)  (64,796) 

デリバティブ金融負債 (3,952) (312,363) (4,319)  (320,634) 

負債合計 (33,500) (399,435) (5,959)  (438,894) 

      

2012年12月31日現在      

トレーディング・ポートフォリオ資産 51,639 86,199 8,514  146,352 

公正価値で測定すると指定された 

金融資産 
14,518 26,025 6,086  46,629 

デリバティブ金融資産 2,863 460,076 6,217  469,156 

売却可能資産 28,949 43,280 2,880  75,109 

投資不動産 - - 1,686  1,686 

売却目的非流動資産 - - -  - 

資産合計 97,969 615,580 25,383  738,932 

      

トレーディング・ポートフォリオ負債 (20,294) (24,498) (2)  (44,794) 

公正価値で測定すると指定された 

金融負債 
(182) (76,024) (2,355)  (78,561) 

デリバティブ金融負債 (2,666) (455,068) (4,987)  (462,721) 

負債合計 (23,142) (555,590) (7,344)  (586,076) 
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レベル３の資産は 254 億ポンドから 75 億ポンド増加して 329 億ポンドとなった。2013 年 12 月 31 日終了事業年度にお

けるレベル３のポジションの重要な変動は以下の通りである。 

・レベル３への振替は合計 157 億ポンドであり、観察不能なローン・スプレッドの重要性の再評価において、教育、公

的住宅供給及び地方自治体（以下「ESHLA」という。）の貸付金ポートフォリオがレベル２からレベル３に振替えられ

たことに主に起因している。ESHLA ポートフォリオの評価は、引き続き内部のスプレッド・モデルに基づいて実施さ

れる。評価の不確実性は、主にポートフォリオの長期的性質、貸付金の活発な流通市場がないこと、また、観察可能

なローン・スプレッドがないことから生じている。 

・100 億ポンドの売却のうち、39 億ポンドは撤退対象事業の処分に関連しており、アセット・バック証券 29 億ポンド及

び商業不動産ローン 17 億ポンドについては、主に証券化活動に起因している。 

・60 億ポンドの購入のうち、アセット・バック証券 28 億ポンド及び商業不動産ローン 15 億ポンドについては、主に証

券化活動に起因している。 

・公正価値の変動及び取引満了により、19 億ポンドが決済され、デリバティブ資産が 12 億ポンド減少した。 

 

感応度分析 

感応度分析は、合理的に可能な様々な代替評価を行うために、重要な観察不能パラメータを有する（レベル３）商品に

対して実施される。適用される感応度分析の手法は、使用した評価手法の性質、また、観察可能な代替インプット及び

過去のデータの入手可能性及び信頼性並びに代替モデルの使用による影響が考慮される。感応度はポートフォリオの分

散の影響を反映せずに計算される。 

代替モデルを用いる影響を考慮して、合理的に可能な様々な代替方法について観察不能インプットにストレスを負荷し

た影響は、最大 13 億ポンド（2012 年：20 億ポンド１）の公正価値の増加又は最大 24 億ポンド（2012 年：20 億ポンド１、

ESHLA に関連する振替が減少額の 10 億ポンドの要因となっていた）の公正価値の減少をもたらすことになり、その潜在

的な影響のほぼ全てはその他の包括利益ではなく、損益に対する影響である。 

 

１ 2012年度の感応度分析は投資不動産を含めるよう修正再表示された。当該金額は１億ポンドである。 

 

公正価値調整 

財務書類の利用者の観点から関心があると考えられる主要な貸借対照表上の評価調整は以下の通りである。 
 

 2013年12月31日現在 2012年12月31日現在

 （百万ポンド） （百万ポンド）

ビッド・オファーによる評価調整 (406)  (452) 

その他の手仕舞いに係る調整 (208)  (294) 

担保が付されていないデリバティブによる資金調達 (67)  (101) 

デリバティブ信用評価調整：    

－モノライン保険会社 (62)  (235) 

－その他の取引相手 (322)  (693) 

デリバティブ信用評価調整（マイナス） 310  442 
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・市場におけるビッド・オファー・スプレッドの変動により、2013 年度において、ビッド・オファーによる評価調整は

46 百万ポンド減少して 406 百万ポンドとなり、その他の撤退に係る調整は 86 百万ポンド減少して 208 百万ポンドと

なった。 

・バークレイズの資金調達費用の減少及びエクスポージャーの減少により、担保が付されていないデリバティブによる

資金調達に係る調整は 34 百万ポンド減少して 67 百万ポンドとなった。 

・主にモノライン保険会社のエクスポージャーが減少し取引相手の信用評価が改善されたことにより、デリバティブ信

用評価調整は 544 百万ポンド減少して 384 百万ポンドとなった。 

・主にバークレイズの信用評価が改善されたことにより、デリバティブ信用評価調整（マイナス）は 132 百万ポンド減

少して 310 百万ポンドとなった。 

 

10 金融資産と金融負債の相殺 

IAS 第 32 号「金融商品：表示」に準拠して、当グループは、認識している金額を相殺する法的に強制可能な権利があり、

かつ、純額ベースで決済する意図又は資産の現金化と負債の決済を同時に行う意思がある場合にのみ、貸借対照表にお

いて金融資産と金融負債を純額ベースで報告している。ネッティング契約が以下の項目に及ぼす影響は、以下の表の通

りである。 

ⅰ 貸借対照表において純額ベースで報告されるすべての金融資産及び金融負債 

ⅱ 強制可能なマスター・ネッティング契約又は類似契約の対象だが、貸借対照表上のネッティングが認められていな

いすべてのデリバティブ、リバース・レポ取引及びレポ取引、並びにその他類似の担保付貸付及び担保付借入 

以下の表は、貸借対照表において相殺されている金額、並びに強制可能なネッティング契約（相殺契約及び金融担保）

の対象だが、上記の IAS 第 32 号の規定におけるネッティングの基準を満たさない金額も識別している。 

以下の「純額」の表示は、信用リスクに対する当グループの実際のエクスポージャーを表示することを目的としていな

いが、これは、ネッティング及び担保契約の他に、様々な信用リスク軽減戦略が用いられているためである。 
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 強制可能なネッティング契約の対象である金額  
強制可能な

ネッティン

グ契約の

対象でない

金額４

  

 貸借対照表上の相殺の影響 相殺されない関連金額３    

 総額 相殺額１

貸借対照表

に報告され

た純額２

金融商品 金融担保 純額
貸借対照表

上の合計５

 
（百万

ポンド）

（百万

ポンド）

（百万

ポンド）

（百万

ポンド）

（百万

ポンド）

（百万

ポンド）

（百万

ポンド）

（百万

ポンド）

2013年12月31日現在       

デリバティブ金融資産 608,696  (295,793)  312,903 (258,528) (41,397) 12,978  11,432  324,335

リバース・レポ取引及

びその他類似の担保付

貸付 

246,281  (93,508)  152,773 - (151,833) 940  34,006  186,779

資産合計 854,977  (389,301)  465,676 (258,528) (193,230) 13,918  45,438  511,114

        

デリバティブ金融負債 (603,580)  296,273  (307,307) 258,528 36,754 (12,025)  (13,327)  (320,634)

レポ取引及びその他類

似の担保付借入 
(253,966)  93,508  (160,458) - 159,686 (772)  (36,290)  (196,748)

負債合計 (857,546)  389,781  (467,765) 258,528 196,440 (12,797)  (49,617)  (517,382)

      

2012年12月31日現在       

デリバティブ金融資産 879,082  (420,741)  458,341 (387,672) (53,183) 17,486  10,815  469,156

リバース・レポ取引及

びその他類似の担保付

貸付６ 

244,272  (100,989)  143,283 - (142,009) 1,274  33,239  176,522

資産合計 1,123,354  (521,730)  601,624 (387,672) (195,192) 18,760  44,054  645,678

        

デリバティブ金融負債 (869,514)  419,192  (450,322) 387,672 52,163 (10,487)  (12,399)  (462,721)

レポ取引及びその他類

似の担保付借入６ 
(259,078)  100,989  (158,089) - 157,254 (835)  (59,089)  (217,178)

負債合計 (1,128,592)  520,181  (608,411) 387,672 209,417 (11,322)  (71,488)  (679,899)

 
１ デリバティブ金融資産の相殺額には、ネッティングされた現金担保 1,965 百万ポンド（2012 年：6,506 百万ポンド）が含まれてい

る。デリバティブ金融負債の相殺額には、ネッティングされた現金担保 2,445 百万ポンド（2012 年：4,957 百万ポンド）が含ま

れている。決済時に資産と負債は 6,967 百万ポンド（2012 年：9,879 百万ポンド）相殺されている。その他の重要な認識済の金

融資産と負債は貸借対照表上で相殺されていない。したがって、この表に含める必要がある貸借対照表のカテゴリーは、上記の

ものだけである。 

２ この表には、強制可能なマスター・ネッティング契約の対象である、公正価値で測定すると指定されたリバース・レポ取引 20 億

ポンド（2012 年：30 億ポンド）は含まれていない。 

３ 金融担保は、公正価値で反映されているが、担保差入の過剰分を含まないようにするために、貸借対照表上のエクスポージャー純

額に限定されている。 

４ この列には、該当する管轄区域の法律に基づく不確実性の影響を受ける契約上の相殺の権利が含まれている。 

５ 貸借対照表合計は、強制可能なネッティング契約の対象である「貸借対照表に報告された純額」と「強制可能なネッティング契約

の対象でない金額」の合計である。 

６ 比較数値は強制可能なネッティング契約のある追加的な契約の識別を反映して修正再表示されている。貸借対照表に報告された純

額は、リバース・レポ取引及びレポ取引についてそれぞれ 12,795 百万ポンド及び 27,049 百万ポンド増加した。それに対応する

金額が、強制可能なネッティング契約の対象でない金額から減少している。金融担保は、リバース・レポ取引について 12,293 百

万ポンド、レポ取引について 26,810 百万ポンド増加した。純額は、リバース・レポ取引について 502 百万ポンド、レポ取引につ

いて 239 百万ポンド増加した。 

 

相殺されない関連金額 

デリバティブ資産及び負債 

「金融商品」の列は、ISDA マスター契約又はデリバティブ取引・決済カウンターパーティ契約などのネッティング契約

に基づく相殺の対象である金融資産及び金融負債を識別している。これらの契約により、同じ取引相手との未決済取引
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はすべて相殺可能であり、債務不履行又はその他の既定の事象が発生した場合、契約の対象であるすべての未決済取引

にわたり、一括清算ネッティングが適用される。 

金融担保とは、一般的に日次又は週次で受け入れられる現金及び現金以外の担保のことであり、債務不履行又はその他

の既定の事象が発生した場合に担保の現金化を可能にすることにより、取引相手間のエクスポージャー純額をカバーす

ることを目的としている。 

これらのカテゴリーは重複することもある。例えば、「金融商品」の列に含まれているデリバティブが担保契約にも含

まれている場合がある。 

レポ取引及びリバース・レポ取引並びにその他類似の担保付貸付及び担保付借入 

「金融商品」の列は、グローバル買戻マスター契約及びグローバル有価証券貸付マスター契約などのネッティング契約

に基づく相殺の対象である金融資産及び金融負債を識別している。これらの契約により、同じ取引相手との未決済取引

はすべて相殺可能であり、債務不履行又はその他の既定の事象が発生した場合、契約の対象であるすべての未決済取引

にわたり、一括清算ネッティングが適用される。 

金融担保は通常、取引相手による債務不履行の場合に法的に移転され、清算可能な流動性の高い有価証券で構成される。 

上記のデリバティブ資産及び負債同様、これらのカテゴリーは重複することもある。 

 

11 のれん及び無形資産 

 

 2013年12月31日現在 2012年12月31日現在

 （百万ポンド） （百万ポンド）

のれん 4,878  5,206 

無形資産 2,807  2,709 

合計 7,685  7,915 

 

2013 年 12 月 31 日現在、当グループの貸借対照表上に計上されていたのれんは 4,878 百万ポンド（2012 年：5,206 百万

ポンド）であった。のれんは主に、英国 RBB の 3,142 百万ポンド（2012 年：3,144 百万ポンド）、アフリカ RBB の 690

百万ポンド（2012 年：863 百万ポンド）、バークレイカードの 482 百万ポンド（2012 年：514 百万ポンド）及びウェル

ス・アンド・インベストメント・マネジメントの 312 百万ポンド（2012 年：391 百万ポンド）から構成されている。 

のれんは、四半期毎に減損の兆候について見直しが行われ、年１回、帳簿価額とその回収可能価額との比較により減損

テストが実施される。 

2013 年度に、当グループは、過去の期間においてウェルス・アンド・インベストメント・マネジメントが取得した事業

に帰属するのれんについて、減損費用 79 百万ポンド（2012 年：ゼロ）を認識した。ウェルス・アンド・インベストメ

ント・マネジメント内の業務効率化に伴い、当該事業からの将来のキャッシュフローの見通しが修正され、のれんの帳

簿価額の裏付けがなくなったために、帰属するのれんの残高が全額減損処理された。 

残りの 249 百万ポンドののれんの減少は為替換算差額によるものであり、主に南アフリカ・ランドが英ポンドに対して

下落したことにより、アブサの取得により発生したのれんから換算差額が発生した。 

 

12 劣後負債 

 

 2013年12月31日現在 2012年12月31日現在

 （百万ポンド） （百万ポンド）

１月１日現在残高 24,018  24,870 

発行 700  2,258 

償還 (1,426)  (2,680) 

その他 (1,597)  (430) 

期末現在の期限付及び無期限劣後負債合計 21,695  24,018 

 

- 88 -



 
2013 年度において、償還の内訳は、固定利付劣後債 647 百万ポンド（1,000 百万米ドル）及び 636 百万ポンド（750 百

万ユーロ）、CPI 連動コーラブル債 135 百万ポンド（1,886 百万南アフリカ・ランド）、並びに下位保証付無期限変動利

付債８百万ポンド（12 百万米ドル）であった。利率 7.75％コンティンジェント・キャピタル・ノート 652 百万ポンド

（1,000 百万米ドル）及び期限付劣後債 48 百万ポンド（8,500 百万円）が発行された。 

当該期間におけるその他の変動には、2012 年 12 月以降に金利が上昇したことによるヘッジ対象の劣後負債の公正価値

の減少 1,262 百万ポンドが含まれている。また、その他の変動には、英ポンドが米ドル及び南アフリカ・ランドに対し

て上昇したことに主に起因する為替レートの変動による 296 百万ポンドの減少も含まれている。 

 

 

13 引当金     

  
2013 年 

12 月 31 日現在 

2012 年

12 月 31 日現在

  （百万ポンド） （百万ポンド）

特定行為に係る救済  

 -支払保障保険（PPI）に係る補償 971  986 

 -金利ヘッジ商品に係る補償 1,169  814 

 - その他の特定行為関連 388  213 

訴訟 485  200 

余剰人員削減及び事業再編 388  71 

未実行のコミッテッド・ファシリティ及び提供された保証 165  159 

負担付契約 100  104 

その他引当金 220  219 

合計 3,886  2,766 
 

 

 

特定行為に係る補償 

特定行為に係る引当金は、当グループの事業活動遂行における不適切な判断に伴う損失あるいは損害について、顧客に

対して行う補償金支払いの推定費用から成っている。特定行為に係る補償はおおむね支払保障保険（PPI）及び金利ヘッ

ジ商品に係るものであるが、今後18カ月間に活用される可能性のあるリテール及びコーポレート事業全体のその他の少

額引当金も含まれている。 

 

支払保障保険（PPI）に係る補償  

2011 年の司法審査手続の結論を受けて、バークレイズは PPI に係る補償費用及び請求取扱費用に対して総額 39.5 億ポ

ンドの引当金を計上した。2013 年 12 月 31 日現在、29.8 億ポンドの引当金が活用され、引当金残額は 9.7 億ポンドとな

っている。 

2013 年 12 月 31 日までに、顧客が開始した 100 万件（2012 年度：60 万件）の請求１が受理され、処理されている。受理

された月間請求件数は 2012 年５月のピーク時から 59％減少しているが、減少率はこれまでの予想を下回っている。こ

の結果、請求件数の増加予想、それに対応する金融オンブズマン・サービス（FOS）に付託される請求件数の増加及びそ

れに伴う運用費用を反映させ、2013 年６月に 13.5 億ポンドの追加引当金を計上した。 

バークレイズは規制基準に従い 2012 年８月に、約 75 万件の保険の契約者に対する積極的な通知の郵送を開始した。こ

のうち、2013 年 12 月 31 日現在、66 万件（2012 年度：10 万件）について通知が郵送され、残りについては 2014 年３月

31 日までに郵送される見込みである。 

これまでに、バークレイズは受理された請求の 74％（2012 年度：70％）を承認している２。善意としての支払い及び

PPI 保険証が存在しない請求への支払いは除外している。これまでの有効請求 1 件当たり平均補償支払額３は 1,763 ポン

ド（2012 年度：1,705 ポンド）で、内訳はケースによって異なるが、支払保険料の払戻、複利負担及び 8％の補償金利

から成る。  

１ これまでに受理した合計請求件数には PPI 保険証が存在していなかった請求及び積極的な通知郵送に対する回答は含んでいない。2012 年度の請求件
数は PPI 保険証が存在していなかった請求件数を除いて修正再表示されている（前年度：110 万件）。 

２ 請求１件当たりの平均承認率は PPI 保険証が存在していなかった請求は除外して算出している。2012 年度の平均承認率は PPI 保険証が存在していな
かった請求の承認率を除外して修正再表示されている（前年度：39％）。 

３ 平均補償額は保険契約１件当たりベースで表示されている。2012 年度の平均補償額は保険契約１件当たりベースで修正再表示されている。前年度の
有効請求１件当たりベースでは 2,750 ポンドであった。 
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現在の引当金は、重大な経営者の判断が継続的に伴う、多くの重要な仮定に基づいて算出されている。 

・ 顧客請求件数 – 受理されたが 2013 年 12 月 31 日現在未処理の請求及び今後顧客が開始する請求の見積もり。後者

は時間の経過とともに請求件数が減少する見込み。 

・ 積極的回答率 – 積極的な通知の郵送の結果発生した請求件数。 

・ 承認率 – 審査の結果、有効であるとして承認された請求の比率。  

・ 平均補償額 – 承認された請求に関して顧客に支払われる保険契約のタイプ及び年限に基づく予想平均支払額。 

これらの仮定、特に将来の請求水準に係る不確実性は引き続き主観的である。その結果としての引当金は PPI に係る補

償のあらゆる将来的な予想費用に関するバークレイズの最良の見積もりを表している。しかしながら、最終的な結果が

現在の見積もりと異なり、その相違が大幅かつマイナスの場合は追加引当金が計上されることになるが、そうでない場

合は残余費用は通常業務の一部として取り扱われる見込みである。引当金には請求取扱費用及び FOS に付託される請求

に伴う費用の見積もりも含まれている。 

下記の表は、重要な仮定別に 2013 年 12 月 31 日までの実績データ、引当金算出に使用した予測の仮定及び感度解析を詳

述し、将来の予測が使用された仮定と異なった場合の引当金への影響を説明している。 

 

 
１ これまでに受理した合計請求件数には PPI 保険証が存在していなかった請求及び積極的な通知郵送に対する回答は含んでいない。2012 年度の請求件

数は PPI 保険証が存在していなかった請求件数を除いて修正再表示されている（前年度：110 万件）。 
２ 請求１件当たりの平均承認率は PPI 保険証が存在していなかった請求は除外して算出している。2012 年度の平均承認率は PPI 保険証が存在していな

かった請求の承認率を除外して修正再表示されている（前年度：39％）。 
３ 平均補償額は保険契約１件当たりベースで表示されている。2012 年度の平均補償額は保険契約１件当たりベースで修正再表示されている。前年度の

有効請求１件当たりベースでは 2,750 ポンドであった。 

 

2013 年度において、受理された請求件数の月次平均の 45％（2012 年度：44％）には、PPI が付いていなかった。また、

2013 年度に受理された請求件数のうち、54％（2012 年度：43％）は請求管理会社（CMC）からの請求であり、この比率

は 2013 年 12 月には 70％に上昇した。 

 

金利ヘッジ商品に係る補償 

2012 年６月 29 日、FSA は英国の複数の銀行（バークレイズを含む）が、合意文書の条件に従い「高度の金融知識を有し

ない（ノンソフィスティケイテッド）」に区分されるリテール顧客又は民間顧客に対して、2001 年 12 月１日以降に販

売した金利ヘッジ商品について調査及び補償を行うと発表した。バークレイズは当該期間に約 4,000 人のリテール顧客

又は民間顧客に金利ヘッジ商品を販売しており、うち約 2,900 人がノンソフィスティケイテッドに区分される顧客であ

った。 

2012 年 12 月 31 日現在、850 百万ポンドの引当金が認識されていた。これはノンソフィスティケイテッドに区分される

顧客に対する将来の補償及び関連費用に係る経営者の最良の見積もりを反映している。この見積もりは当該母集団にお

ける当初の試験的な実施の結果の予想に基づいたものであった。2012 年 12 月 31 日現在、貸借対照表上で認識された引

当金は、主として管理費用に関連して取り崩された 36 百万ポンドを控除すると、814 百万ポンドである。 

2013 年度には追加的ケースが調査され、FCA がさらなるガイダンスを提示し、引当金の見積もりが基づくべき追加情報

を示した。その結果、2013 年６月に追加引当金 650 百万ポンドが認識され、累計費用は 1,500 百万ポンドに上った。

2013 年 12 月 31 日現在、認識された引当金は、主として管理費用に関連して取り崩された 331 百万ポンド及び負担した

補償費用 87 百万ポンドを控除すると、1,169 百万ポンドである。当初の補償結果は調査対象であるノンソフィスティケ

イテッドに区分される顧客のほぼ 30％に通知されていた。 

 

 

仮定 

2013 年

12 月 31 日まで

の累計実績 将来予測

感度解析 

引当金の増加／減少 

2012 年

12 月 31 日まで

の累計実績

受理、処理済の顧客が開始した請求１  97 万件 19 万件 5 万件  = 9,000 万ポンド 57 万件

積極的な通知郵送 66 万件 9 万件  10 万件

積極的な通知郵送に対する回答率 26％ 25％ 1％ = 100 万ポンド 27％

請求１件当たり平均承認率２ 74％ 73％ 1％ = 400 万ポンド 70％

有効請求１件当たり平均補償額３ 1,763 ポンド 1,726 ポンド
100 ポンド =  2,300 万ポ

ンド 
1,705 ポンド

 

2012 年 12 月 31 日現在 814 百万ポンド

期中の引当金の増加 650 百万ポンド

期中の引当金の取り崩し  (295 百万ポンド) 

2013 年 12 月 31 現在 1,169 百万ポンド
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ノンソフィスティケイテッドに区分される各顧客に対する補償の形式は確定していない。当該商品が購入されなかった

と同じように全額払い戻しとなる、あるいはキャップなどの代替商品となる可能性もある。さらに、一部の販売は販売

時の関連規制要件を遵守することになるため、すべての顧客が補償を受ける権利を有するわけではない。 

この最終的な補償費用は以下の要因の影響も受ける。 

・ 原商品の公正価値。これは金利が大幅に変動した場合に変化する。 

・ 調査及び補償措置を完了する管理費用。 

・ 年利 8％の金利は商品払戻額に対して支払われるため、調査及び補償措置完了に要する期間。  

補償措置の対象ではない「高度の金融知識を有する（ソフィスティケイテッド）」に区分される顧客からの請求あるい

はノンソフィスティケイテッドに区分される顧客からの増分間接損失請求（年利８％を上回る金利）に係る引当金は認

識されていない。2013 年 12 月 31 日現在、ノンソフィスティケイテッドに区分される顧客からの多額の増分間接損失請

求については合意されていない。これらの事項はモニターされ、資金流出につながる蓋然性のある支払義務が確認され

た場合、将来的に引当金が認識される。 

当グループは 2013 年 12 月 31 日現在の引当金が補償措置を完了するための費用全額を賄うのに十分であると予想してい

るが、適切な引当金の水準を継続的に調査し、実際の補償が現在の見積もりと合致しない場合は、最終的な費用が大幅

に異なる可能性もある。 

訴訟 

当グループは英国及び米国を含む諸外国において様々な訴訟手続きに関与している。訴訟手続き及びこれに伴う不確実

要因については、注記 19「法律、競争及び規制関連事項」を参照のこと。 

 

余剰人員及び事業再編 

この引当金は当グループが実施した余剰人員及び組織上の事業再編措置の費用に係るものである。2013 年度に引当金は

Transform プログラムを主因に 317 百万ポンドから 388 百万ポンドに増加したが、今後 12 カ月以内に取り崩される可能

性が大きいものである。 
 
 

 

14 退職給付 

2013 年 12 月 31 日現在、当グループの全制度を通しての IAS 第 19 号（改訂）に基づく年金積立不足額は、18 億ポンド

（2012 年：12 億ポンド）であった。当グループの主要制度である英国退職基金（以下「UKRF」という。）は 14 億ポン

ド（2012 年：８億ポンド）の積立不足であった。 

UKRF の変動の主因は、英国のインフレ率の仮定が 3.42％（2012 年：2.93％）に上昇したことであるが、これは英国の

割引率が 4.46％（2012 年：4.31％）に上昇したことによって一部相殺されている。2013 年 12 月から、この率はタワー

ズワトソンの RATE リンク・モデルによって示された単一で同等の割引率に基づいている。2012 年には、格付 AA の社債

のイールド・カーブ及びタワーズワトソンの RATE リンク・モデルから導き出された平均率が使用されていた。この変更

の影響により、UKRF の確定給付債務は４億ポンド減少したが、当年度の利益に与える影響はない。 

現在、UKRF の３年毎の積立状況についての評価が 2013 年９月 30 日より進行中である。積立不足額回収計画を含む拠出

金の規定については、2014 年度末までにバークレイズ・バンクと受託者の間で合意される予定である。前回、2010 年９

月 30 日付で行われた３年毎の積立状況の評価では、50 億ポンドの積立不足が判明した。合意された回収計画に基づき、

当該基金に対して不足額に対する拠出金 18 億ポンドが 2011 年 12 月に支払われ、さらに５億ポンドが 2012 年４月に支

払われた。不足額に対する追加拠出金はその後 2017 年から 2021 年まで支払われる予定であり、2017 年度の７億ポンド

から 2021 年度まで毎年約 3.5％ずつ増加する予定である。不足額に対するこれらの拠出金は、毎年発生する給付費用の

当グループ負担分に対応するための通常の拠出金の他に支払われるものである。 

評価が行われない年には、制度の保険数理人が積立状況の年次報告を作成している。直近の年次報告は 2012 年９月 30

日現在で実施され、36 億ポンドの積立不足が判明した。 

 

15 払込済株主資本 

払込済株主資本は、１株 25 ペンスの普通株式 16,113 百万株（2012 年：12,243 百万株）で構成されている。この増加は

主として、3,219 百万株の新株が発行された 2013 年度第４四半期のバークレイズ・ピーエルシー新株予約権無償割当に

伴う発行によるものである。 

2013 年 12 月 31 日現在、未行使のワラントはない（2012 年：379.2 百万株）。 
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16 その他の資本性金融商品 

その他の資本性金融商品には、2013 年度第４四半期における追加 Tier1（AT1）証券の発行が含まれている。この AT1 証

券は、元本総額が 20 億米ドルと 10 億ユーロの固定金利再設定無期限劣後強制転換証券で構成されている。 

 

17 その他の剰余金 

為替換算再評価差額 

2013 年 12 月 31 日現在、為替換算再評価差額の借方に 1,142 百万ポンドが計上されていた（2012 年：貸方に 59 百万ポ

ンド）。この 1,201 百万ポンドの減少（2012 年：1,289 百万ポンドの減少）は主に、南アフリカ・ランドと米ドルが英

ポンドに対して下落したことを反映している。非支配持分に関連する為替換算再評価差額は 566 百万ポンド（2012 年：

259 百万ポンド）減少したが、これは南アフリカ・ランドが英ポンドに対して下落したことに起因している。 

当期において、為替換算再評価差額から５百万ポンドの純利益（2012 年：24 百万ポンドの利益）が損益計算書に認識さ

れた。 

売却可能投資再評価差額 

2013 年 12 月 31 日現在、売却可能投資再評価差額の貸方に 148 百万ポンドが計上されていた（2012 年：貸方に 527 百万

ポンド）。この 379 百万ポンドの減少（2012 年：502 百万ポンドの増加）は主に、国債の公正価値の変動から生じた損

失 27 億ポンドが、公正価値ヘッジに起因して損益計算書に振替られた利益 24 億ポンドによって相殺されたことに起因

している。 

キャッシュフロー・ヘッジ再評価差額 

キャッシュフロー・ヘッジ再評価差額は、有効なキャッシュフロー・ヘッジ商品に係る累積損益を表し、ヘッジ対象取

引が損益に影響を及ぼす時点で損益計算書に振替られる。 

2013 年 12 月 31 日現在、キャッシュフロー・ヘッジ再評価差額の貸方に 273 百万ポンドが計上されていた（2012 年：貸

方に 2,099 百万ポンド）。この 1,826 百万ポンドの減少（2012 年：657 百万ポンドの増加）は主に、金利フォワード・

カーブの上昇によってヘッジ目的で保有する金利スワップの公正価値が 1,881 百万ポンド減少したことと純利益に振替

えられた 509 百万ポンドの利益（この一部は、553 百万ポンドの繰延税額控除によって相殺されている。）を反映した

ものである。 

自己株式 

2013 年 12 月 31 日現在、自己株式に関連してその他の剰余金の借方に 41 百万ポンドが計上されていた（2012 年：借方

に 22 百万ポンド）。この増加は主に、従業員株式制度のために保有する自己株式の正味購入 1,066 百万ポンド（2012

年：979 百万ポンド）（この一部は、繰延株式報酬の権利確定を反映して利益剰余金に振替られた 1,047 百万ポンド

（2012 年：946 百万ポンド）によって相殺されている。）を反映したものである。 

 
18 偶発債務及び契約債務 

 
 2013年12月31日現在 2012年12月31日現在

 （百万ポンド） （百万ポンド）

担保有価証券として差入れられた保証及び信用状 15,226  15,855 

契約履行保証、銀行引受手形及び裏書手形 5,958  6,406 

偶発債務 21,184  22,261 

荷為替信用状及びその他の短期貿易関連取引 780  1,027 

フォワード・スタート・リバース・レポ取引１ 19,936  23,549 

スタンドバイ・ファシリティ、クレジットライン及び 

その他の契約債務 
254,855  247,816 

１ 貸付金に係る契約債務は、フォワード・スタート・リバース・レポ契約を含めるよう修正表示されている。 

金融サービス補償機構（以下「FSCS」という。） 

FSCS は、認定を受けた金融機関が支払請求に対応できない場合の顧客に向けた、英国政府の支援による補償制度である。

この制度では、英国の認可預金受入機関が預金者からの請求に対応できない場合に預金者に補償を提供している。FSCS
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は、制度上の年度（４月１日から３月 31 日まで）の前年の 12 月 31 日現在の英国の全預金に占める比率に基づき、かか

る請求に対応するために英国の認可預金受入機関から徴収を行っている。 

補償金は以前には、債務不履行に陥った銀行の預金者に対する FSCS の債務の裏付けとして英国財務省が FSCS に提供し

た合計約 180 億ポンドのローン・ファシリティによって資金調達され、FSCS が支払っていた。業界に課される当該ロー

ンの金利は、関連する国債の金利に基づくもので、英国財務省自身の借入コストを下限としている（FSCS は金融機関に

対し、ローンのブラッドフォード・アンド・ビングレー負担分については債務管理局が公表する 2024 年満期国債の金利

を適用するよう勧告している）。このファシリティの大半が回収される見込みであるが、10 億ポンドの見積不足額につ

いては、FSCS が 2013 年、2014 年及び 2015 年にわたる３回の分納を業界に課すことによって回収する予定である。2013

年 11 月に、英国財務省は FSCS を通じ、ダンファームリン住宅金融組合からの回収において追加的な不足額が見込まれ

ることを報告した。この不足額は、2014 年における 100 百万ポンドの暫定的な負担金をはじめとして回収される予定で

ある。バークレイズでは、FSCS が課す合計額のうちのバークレイズ負担分に関して、148 百万ポンド（2012 年：156 百

万ポンド）の引当金がその他の負債に含まれている。 

法律、競争及び規制関連事項に関する偶発債務の詳細については、注記 19 を参照のこと。 

 

19 法律、競争及び規制関連事項 

バークレイズ・ピーエルシー（以下「BPLC」という。）、バークレイズ・バンク・ピーエルシー（以下「BBPLC」とい

う。）及びバークレイズ・グループが直面している法律上、競争上及び規制上の課題の多くは、バークレイズの統制が

及ばないものである。これらの BPLC、BBPLC 及びバークレイズ・グループが関与しているあるいは将来関与する可能性

のある法律上、競争上及び規制上の事項が BPLC、BBPLC 及びバークレイズ・グループに与える影響の程度は必ずしも予

測可能ではなく、当グループの事業、財務成績及び財政状態並びに財務予測に重要な影響を及ぼす可能性がある。 

リーマン・ブラザーズ 

背景情報 

2009 年９月に、米国のニューヨーク州南部地区連邦破産裁判所（以下「破産裁判所」という。）にリーマン・ブラザー

ズ・ホールディングス・インク（以下「LBHI」という。）、リーマン・ブラザーズ・インクの SIPA 管財人（以下「管財

人」という。）及びリーマン・ブラザーズ・ホールディングス・インクの無担保債権者の公式委員会（以下「委員会」

という。）による申立てが提出された。３件の申立てはすべて、2008 年９月にバークレイズ・キャピタル・インク（以

下「BCI」という。）及び当グループの他の会社がリーマン・ブラザーズ・インク（以下「LBI」という。）の資産の大

部分を取得した取引の特定の部分並びにかかる売却（以下「当該売却」という。）を承認する裁判所命令に異議を唱え

ている。原告らは、BCI への一部の資産の譲渡を無効にすること、対価を超過して BCI が受取ったとされる分をすべて

LBI の財産として返還するように BCI に要求すること、BCI が売却書類及び当該売却を承認する命令に従って主張してい

る一部の資産に対する権利を有していないと宣言することについて、命令を求めていた（以下「ルール 60 による請求」

という。）。2010 年１月に、BCI は申立てに対する答弁書を提出し、また、LBHI 及び LBI が売却書類及び当該売却を承

認する裁判所命令で求められている受け渡しを行っていない一部の資産の受け渡しを求める申立てを行った（以下、こ

れらの資産に対する管財人の競合する請求とあわせて「契約による請求」という。）。 

現状 

2011 年２月に、破産裁判所は意見を公表し、ルール 60 による請求を却下し、契約による請求のうち、一部については

管財人を支持し、一部については当グループを支持する判決を下した。2011 年７月に、破産裁判所は、その意見を実行

する最終命令を下した。当グループと管財人はそれぞれ、契約による請求に関する破産裁判所の不利な判決に対して、

ニューヨーク州南部地区連邦地方裁判所（以下「SDNY」という。）に上訴を申立ていた。LBHI 及び委員会は、ルール 60

による請求に関する破産裁判所の判決に対して上訴を行わなかった。状況説明及び議論の後、2012 年６月に、SDNY は、

契約による請求に関して当グループに不利であった破産裁判所の判決の１つを覆し、契約による請求に関する破産裁判

所のそれ以外の判決を支持する意見を公表した。2012 年７月に、SDNY は、特定の誤りを訂正した以外には判決を修正す

る意見、及びこの意見における判決を実行する合意判決を公表した（以下「本判決」という。）。本判決において、当

グループは以下を受取る権利を有している。(ⅰ)「清算勘定」資産（以下「清算勘定資産」という。）に関して管財人

から 11 億米ドル（７億ポンド）。(ⅱ)当該売却において BCI に譲渡された上場デリバティブ勘定に関連して様々な金融

機関で保有されている資産（以下「ETD マージン」という。）。管財人は、SDNY の不利な判決に対して、第２巡回区連

邦控訴裁判所（以下「控訴裁判所」という。）に控訴している。管財人による控訴の判決が下るまで、現在、本判決は

延期されている。 

買収の一環として当グループが権利を有している資産のうち約 43 億米ドル（26 億ポンド）は 2013 年 12 月 31 日までに

受取っていないが、そのうち約 27 億米ドル（16 億ポンド）の資産は、同日現在の貸借対照表に受取債権として認識さ

れている。2013 年 12 月 31 日現在の未認識額約 16 億米ドル（10 億ポンド）は、事実上、訴訟に固有の不確実性及び控

訴後の潜在的な訴訟並びに米国外の金融機関が保有する特定の資産の回収に関する問題に対する引当金を表している。

当グループが最終的に、2013 年 12 月 31 日現在の貸借対照表上の認識額である約 27 億米ドル（16 億ポンド）を超える

価値の資産を将来受け取ることになった場合、この超過額と同額の利益が収益に計上されることになる。当グループが
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係属中である控訴裁判所の訴訟に勝利した場合でも、管財人は ETD マージンの一部に対する当グループの権利に異議を

唱える可能性があると考えられる。さらに、当グループへの受け渡しが済んでいない ETD マージンのうち、米国外の金

融機関が保有しているものの回収可能性には不確実性が伴う。そのため、当グループは、ETD マージンのうちどれくら

いを当グループが最終的に受取る可能性があるかについて、確実に見積もることができない。しかしながら、SDNY の判

決は将来の訴訟によって影響されないが、当グループが控訴後の管財人による請求又は回収に関する不確実性によって

左右されると考える ETD マージンを当グループが一切受け取らないと保守的に仮定した場合、当グループは、2013 年 12

月 31 日現在の当グループの貸借対照表に受取債権として認識されている 27 億米ドル（16 億ポンド）を超える部分の資

産を受け取ることになる。控訴裁判所が SDNY の判決を覆し、当グループは清算勘定資産又は ETD マージンのいずれにも

権利を有していないという判決が下されるという最悪の事態を想定したシナリオでは、有効な引当金以外に、合計で約

60 億米ドル（36 億ポンド）の損失が生じると当グループは見積もっている。その損失のうち約 33 億米ドル（20 億ポン

ド）は、当グループが以前に受取った清算勘定資産及び ETD マージン、並びにこれらの清算勘定資産及び ETD マージン

に係る判決前及び判決後の利息に関連しており、管財人への返還又は支払が必要になると考えられる。このことから、

当グループは、貸借対照表に認識された資産の評価額に納得しており、その結果生じた有効な引当金の水準は十分であ

ると考えている。 

その他 

2013 年５月に、シティバンク・エヌ・エイ（以下「シティ」という。）は、BBPLC を相手取り、SDNY において補償契約

違反を主張する訴訟を提起した。2008 年 11 月に、BBPLC は、2008 年９月の 17 日から 19 日の間に LBI の指定決済者と

して CLS バンク・インターナショナルとの LBI 向けの外国為替決済サービスの実施時にシティで発生した損失に関する

補償をシティに提供した。シティは、2013 年２月１日に請求を起こすまで、この補償に基づく支払請求を行っていなか

った。当該請求には、バークレイズが支払責任はないと判断した金額が含まれている。シティは 2013 年５月に訴訟を提

起し、その中でシティは、バークレイズには 90.7 百万米ドルの「元本損失」の責任があるだけでなく、BBPLC は 2008

年９月から 2012 年 12 月における特定の「資金調達損失」についてもシティに支払う義務があると主張した。2013 年６

月の裁判所への申請において、シティは、90.7 百万米ドルの元本損失に係る請求に加えて、55 百万米ドルを超える金利

損失と 38.5 百万米ドルの資本費用からなる 93.5 百万米ドルを最低額とする資金調達損失の請求も行った。両当事者は

部分的略式判決の申立てを提出しており、2013 年 11 月に SDNY は以下の判決を下した。(ⅰ)シティは、法定の判決前の

利息について、BBPLC に対する補償請求を行った日である 2013 年２月１日以降の分のみ請求することができる。（ⅱ）

2008 年９月から 2012 年 12 月までの間に、実際の資金調達損失が利息及び資本費用の形で生じたことをシティが証明で

きた場合に限り、シティには、BBPLC が提供した補償契約に基づいて当該損失を回収する権利がある。（ⅲ）BBPLC は、

シティが、2008 年９月の 17 日から 19 日の間に LBI 向けの CLS サービス実施時にシティが失ったと主張している元本金

額を超える額の預金を当該期間に LBI に保有していた事実により、資金調達損失請求に対する抗弁として、当該契約に

基づき、シティには 2008 年９月から 2012 年 12 月までの間に資金調達損失はなかったことを論証する権利がある。 

米国預託株式 

背景情報 

BPLC、BBPLC、並びに BPLC の取締役会の現メンバー及び元メンバー数名は、SDNY において併合された有価証券集団訴訟

５件の被告とされている。2010 年２月に提出されたこの併合修正訴状は、1933 年証券法第 11 条、第 12(a)(2)条及び第

15 条に基づく請求を主張するものであり、2006 年から 2008 年の間に複数回にわたり BBPLC が募集した優先株式シリー

ズ２、３、４及び５を表す米国預託株式（以下「優先株式 ADS」という。）に関する登録届出書に、特に BBPLC のモー

ゲージ関連証券（米国のサブプライム関連を含む）のポートフォリオ、モーゲージ及び信用市場リスクに対する BBPLC

のエクスポージャー並びに BBPLC の財政状態に関する虚偽表示が含まれており、また、記載の省略が行われていたと主

張している。 

現状 

2011 年１月に、SDNY は訴状の棄却を求めた被告らの申立てを全面的に認め、本件は結審した。2011 年２月に、原告ら

は棄却命令の一部の再審議を SDNY に求める申立てを提出し、2011 年５月に、SDNY は、再審議を求める原告らの申立て

を全面的に却下した。原告らは、棄却と再審議申立て却下の両方の判決について控訴裁判所に控訴した。 

2013 年８月に、控訴裁判所は、シリーズ２、３及び４の募集に関連する原告らの請求は訴権の時効を迎えているとして、

請求の棄却を支持した。しかし、控訴裁判所は、原告らはシリーズ５の募集に係る請求に関して第２修正訴状の提出が

認められるべきであったとする判定を下し、控訴裁判所の判決と一致する追加手続きをとるよう、当該訴訟を SDNY に差

し戻した。2013 年９月に、原告らは、シリーズ５の募集に関する請求並びにシリーズ２、３及び４の募集に関する棄却

された請求について主張する第２修正訴状を提出した。被告は棄却の申立てを行っている。 

BBPLC は、BBPLC に対するこれらの優先株式 ADS 関連の請求には実体がないと考えており、積極的に抗弁している。 

モーゲージ関連業務及び訴訟 

2005 年度から 2008 年度にかけての米国住宅モーゲージ市場における当グループの業務には、約 390 億米ドルのプライ

ベート・レーベルの証券化のスポンサリング及び引受、約 340 億米ドルのその他のプライベート・レーベルの証券化の
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引受に係る経済的エクスポージャー、約２億米ドルの貸付金の政府系機関（以下「GSE」という。）への売却、並びに約

30 億米ドルの貸付金のその他の者への売却が含まれていた。また、この期間においては、約 194 億米ドルの貸付金（か

かる期間中に売却されてその後買い戻された約 500 百万米ドルの貸付金控除後）も、当グループが 2007 年に取得した企

業（以下「取得子会社」という。）の関係会社であるモーゲージ・オリジネーターによってオリジネートされ、第三者

に売却されている。 

当グループの貸付金の売却及びスポンサーとなったプライベート・レーベルの証券化に関連して、当グループは、一般

的に対象となるモーゲージ、不動産、モーゲージの文書化及び／又は法令遵守に関して貸付金レベルの特定の表明及び

保証（以下「R&W」という。）を行った。当グループがスポンサーとなった証券化のうち約 50 億米ドル、GSE に売却し

た貸付金のうち約２億米ドル、及びその他の者に売却した貸付金約 30 億米ドルについては、当グループが単独で R&W を

行った。また、取得子会社が第三者に売却した貸付金についてはすべて、取得子会社が単独で R&W を行った。その他の

者に売却した貸付金のうち約 10 億米ドルについては R&W が 2012 年以前に失効したが、それ以外については当グループ

又は取得子会社が行った R&W に適用される、規定された失効条項はない。その他の者に売却した 30 億米ドルの貸付金に

関する当グループの R&W は、大幅に割引されて売却された貸付金に関連しており、GSE に売却された貸付金、取得子会

社が売却した貸付金又は上記の当グループがスポンサーとなった証券化のうち約 50 億米ドルについて当グループが行っ

たものよりも限定的な R&W が含まれている。当グループがスポンサーとなった証券化の残り約 340 億米ドルに関する

R&W は、主に第三者のオリジネーターが証券化信託に対して直接行い、当グループの子会社は、証券化信託の預金者と

して、より限定的な R&W を行っている。一定の状況では、R&W の違反があった場合に、当グループ及び／又は取得子会

社は、関連する貸付金の買戻し又はかかる貸付金に関連するその他の支払を要求されることがある。GSE 及びその他の

者に売却した貸付金並びにプライベート・レーベル取引について当グループ又は取得子会社が行ったすべての R&W に関

連する、2013 年 12 月 31 日以前に受けた未解決の買戻請求の売却時点の当初の未払元本残高は約 17 億米ドルであった。 

買戻請求 

上記の実質的にすべての未解決の買戻請求は、特定の住宅モーゲージ・バック証券（以下「RMBS」という。）の証券化

に関して受託者が提起した民事訴訟に関連している。当該訴訟において、受託者は、当グループ及び／又は取得子会社

は有効な R&W に違反した貸付金を買い戻すべきであると主張している。受託者はこれらの訴訟において、かかる受託者

が過去に行った特定の買戻請求で示した貸付金の金額を上回る（が、未確定の）金額の貸付金が、有効な R&W に違反し

ていた可能性があると主張している。 

住宅モーゲージ・バック証券に係る請求 

米国連邦住宅金融局（以下「FHFA」という。）は、２つの米国政府系機関であるファニーメイとフレディマックの代理

として、ファニーメイとフレディマックによる RMBS の購入に関連して、17 の金融機関を相手取り、訴訟を提起した。

当該訴訟では特に、RMBS の募集資料に重要な虚偽及び誤解を生じさせる記載が含まれており、かつ／又は記載の省略が

行われていたと主張している。当グループの１子会社が主引受会社又は共同主引受会社であった 2005 年から 2007 年の

間の RMBS の売出しに関連して、BBPLC 及び／又はその特定の関連会社もしくは元従業員がこれら２件の訴訟において被

告とされている。 

いずれの訴状においても、特に RMBS の無効及び支払った対価の回収、並びにファニーメイとフレディマックが被ったと

される、RMBS の所有から生じた金銭的損失の回復が要求されている。訴状は、RMBS の購入に関連して、その他の複数の

原告らによる BBPLC 及び／又はその特定の関連会社に対する他の複数の民事訴訟と同様のものである。当グループは、

バークレイズに対する請求には実体がないと考えており、積極的に抗弁する予定である。 

FHFA 訴訟並びに当グループに対する上記の他の民事訴訟における当グループに対する請求に関連する RMBS の当初の額

面金額は合計約 90 億米ドルで、そのうち約 26 億米ドルが 2013 年 12 月 31 日現在の残高であった。これらの RMBS に関

して計上された累積損失は、2013 年 12 月 31 日現在、約５億米ドルであった。当グループがこれらの訴訟で敗れた場合、

（2013 年 12 月 31 日より後の元本の追加支払を考慮した）判決時点における RMBS の残高に、その時点での RMBS の累積

損失並びに利息、手数料及び費用を加算し、その時点での RMBS の市場価額を控除し、その時点までに取り崩した剰余金

を控除した金額を上限とする損失が発生する可能性があると当グループは考えている。当グループは、2013 年 12 月 31

日現在のこれらの RMBS の市場価額合計を約 16 億米ドルと見積っている。当グループは、こうした損失が発生した場合、

その一部について補償を受ける権利を有している可能性がある。 

規制当局による調査 

当グループは、モーゲージ関連業務に関して様々な規制当局及び政府当局からの調査（召喚を含む）を受けており、こ

のような調査に協力している。 

デボンシャー・トラスト 

背景情報 

2009 年１月に、BBPLC は、アセット・バック・コマーシャル・ペーパーの媒介機関としての信託であるデボンシャー・

トラスト（以下「デボンシャー」という。）との ISDA マスター契約に基づく２件のクレジット・デフォルト・スワップ
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の早期終了が有効であるという命令を求めて、オンタリオ上級裁判所で訴訟を開始した。バークレイズがかかるスワッ

プを終了した同日に、デボンシャーは、要求された時点で BBPLC がデボンシャーのコマーシャル・ペーパーに対する流

動性の裏付けを提供しなかったことを理由に、スワップの終了を主張した。 

現状 

2011 年９月に、オンタリオ上級裁判所は、BBPLC の早期終了は無効で、デボンシャーの早期終了は有効であり、その結

果、デボンシャーは、BBPLC から現金担保約 533 百万カナダドルの払戻し及び経過利息を受取る権利があるという判決

を下した。BBPLC はオンタリオ上級裁判所の判決に対して、オンタリオ控訴裁判所に控訴した。2013 年７月に、控訴裁

判所は、BBPLC の控訴を却下する判決を下した。2013 年９月に、BBPLC は、判決に対してカナダ最高裁判所に控訴した。

2014 年 1 月に、カナダ最高裁判所は、控訴裁判所の判決に対する BBPLC の控訴の申請を却下した。BBPLC は、この件に

関して残る選択肢を検討している。控訴裁判所の判決が将来の訴訟によって影響されない場合、BBPLC はその損失を、

約 500 百万カナダドルから現在までに認識した減損引当金を控除した金額になると見積っている。これらの引当金は、

控訴裁判所の判決を十分に考慮している。 

LIBOR 及びその他のベンチマークに係る民事訴訟 

下記の「LIBOR、ISDAfix、その他のベンチマーク及び外国為替レート」において言及している調査の解決を受け、様々

な管轄区域における複数の個人及び企業が、当グループに対して LIBOR 及び／又はその他のベンチマークに係る民事訴

訟を提起する兆候がある、あるいは提起している。米国内の様々な管轄区域で提起されている米ドル建 LIBOR に係る訴

訟の大半は、ニューヨーク州南部地区連邦地方裁判所（以下「MDL 裁判所」という。）において公判前手続の目的上、

併合されている。訴状はほぼ同様で、特に米ドル建 LIBOR の金利の操作を行うことにより、BBPLC 及び他の銀行は個別

に、また共同で、米国シャーマン法、米国商品取引所法（以下「CEA」という。）、威力脅迫及び腐敗組織に関する連邦

法（以下「RICO 法」という。）並びに様々な州法の様々な規定に違反したと主張している。当該訴訟では、金額を特定

しない損害賠償を求めているが、３件の訴訟では、原告らが、BBPLC を含む全被告に対する実際の損害賠償及び懲罰的

損害賠償として合計約 910 百万米ドルを求めている。これらの一部の訴訟では、米国シャーマン法及び RICO 法に基づき

３倍の損害賠償を求めている。民事訴訟の一部は集団訴訟であり、（ⅰ）米ドル建 LIBOR に連動した店頭取引を行った

（以下「OTC 集団訴訟」という。）、（ⅱ）米ドル建 LIBOR に連動した金融商品を取引所で購入した（以下「取引所集

団訴訟」という。）、（ⅲ）米ドル建 LIBOR に連動した債券を購入した（以下「債券集団訴訟」という。）、（ⅳ）米

ドル建 LIBOR に連動した変動金利モーゲージを購入した、又は（ⅴ）米ドル建 LIBOR に連動したローンを発行した原告

らを特に代表して提起したと主張している。 

2013 年３月に、MDL 裁判所は、BBPLC 及びその他の銀行を相手取った主要３件の集団訴訟（以下「主要集団訴訟」とい

う。）並びに主要３件の個別訴訟（以下「主要個別訴訟」という。）における大半の請求を棄却する判決を下した。こ

の判決を受け、主要集団訴訟の原告らは、修正訴状の提出又は 2013 年３月の判決の一部に対する控訴の承認を求めた。

2013 年８月に、MDL 裁判所は主要集団訴訟で提起された申立ての大半を却下した。その結果、債券集団訴訟は全面的に

棄却され、取引所集団訴訟の請求は CEA に基づく請求に限定され、OTC 集団訴訟の請求は不当利得及び善意かつ公正に

取引を行うという黙示の了解の違反に関する請求に限定された。MDL 裁判所の 2013 年３月の判決の後、主要個別訴訟の

原告らは、上記の集団訴訟における当初の主張と同じ主張に基づく新たな訴訟をカリフォルニア州裁判所（その後、MDL

裁判所に移送された）に提起した。将来、様々な原告が MDL 裁判所の判決の一部又は全部に対して控訴を試みる可能性

がある。 

さらに、MDL 裁判所以前にも、複数の他の訴訟が、主要集団訴訟における今後の進展を待って延期されている。 

各裁判所が MDL 裁判所の判決について、下記の訴訟（一部の訴訟は、別のベンチマーク金利に関するものである。）を

含む他の訴訟に影響するものと解釈する可能性があるものの、更なる判決が下るまで MDL 裁判所の判決による最終的な

影響は不明である。 

BBPLC 及びその他の銀行はこの他にも、他の連邦地方裁判所に提起された個別訴訟及び集団訴訟の被告として指名され

ている。これらの訴訟では、上記の米ドル建 LIBOR の訴訟と同様に、原告らが、様々な期間において被告が米ドル建

LIBOR、円建 LIBOR、ユーロ円 TIBOR 及び／又は EURIBOR の金利の操作を行ったと主張している。原告らの主張は概して、

彼らが取引を行った貸付金、デリバティブ及び／又はその他の金融商品の価額が米ドル建 LIBOR、円建 LIBOR、ユーロ円

TIBOR 及び／又は EURIBOR の変動によって影響を受けたとするものであり、連邦法及び州法に基づく請求を主張してい

る。2012 年 12 月に、カリフォルニア州中央地区連邦地方裁判所は、米ドル建 LIBOR に連動する変動利付モーゲージの

所有者を代表する１件の集団訴訟を棄却した。原告らは控訴し、状況説明は完了している。 

さらに、BPLC は、EURIBOR を参照する金融商品に関する潜在的な連邦反トラスト法違反に関連して、米国司法省反トラ

スト局（以下「DOJ-AD」という。）から条件付で制裁措置の減免を認められている。条件付の減免措置が認められた結

果、BPLC は、(ⅰ)条件付制裁措置の減免の対象となる行動に基づき、連邦反トラスト法に基づく反トラスト民事訴訟に

おいて損害賠償が認められた場合、その責任を３倍損害賠償ではなく実際の責任に限定すること、(ⅱ) BPLC が DOJ-AD

及び協力義務を履行した民事訴訟を統括する裁判所を納得させることを条件として、かかる反トラスト民事訴訟に関連

した潜在的な連帯責任から救済されることが認められている。 

BPLC、BBPLC 及び BCI はまた、LIBOR への金利情報提供を行うパネル銀行としての BBPLC の役割に関連して SDNY で係属

中の有価証券集団訴訟において、BBPLC の現職及び元の役員及び取締役４名と共に被告とされている。訴状は、米国
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1934 年証券取引所法第 10(b)条及び第 20(a)条に基づく請求を主張し、BBPLC の 2006 年度から 2011 年度の年次報告書に、

特に BBPLC のオペレーショナル・リスク管理プロセス及び特定の法規制の準拠に関して虚偽表示が含まれており、また、

記載の省略が行われていたと主張している。訴状はまた、BBPLC の日次米ドル建 LIBOR の提出が米国証券法に違反して、

虚偽の記載を構成していると主張している。訴状は、2007 年７月 10 日から 2012 年６月 27 日の間にアメリカの証券取

引所で BPLC がスポンサーとなっている米国預託証書を購入した全ての個人又は事業体で形成される集団を代表して提起

された。2013 年５月に、裁判所は、訴状全体の却下を求めた BBPLC の申立てを認めた。原告らは控訴し、状況説明は完

了している。 

米国の訴訟の他に、複数の管轄区域において、LIBOR 及び EURIBOR を操作したという主張に関連する訴訟が当グループ

に対して提起されている、あるいは提起される兆候がある。このうち１件目となるイングランド及びウェールズにおい

てグレイズリー・プロパティーズ・リミテッドが提起した訴訟は、2014 年４月に高等法院での公判が予定されている。

このような訴訟の件数、かかる訴訟が関連するベンチマークの数、並びにかかる訴訟が提起されうる管轄区域の数は時

間の経過とともに増加することが予想される。 

外国為替取引に係る民事訴訟 

2013 年 11 月以降、提案された複数のクラスの被告による民事訴訟が SDNY に提起された。米国シャーマン反トラスト法

及びニューヨーク州法に違反して外国為替市場を操作したと訴えているもので、BBBLC を含む数社の国際銀行が被告と

されている。 

「LIBOR 及びその他のベンチマークに係る民事訴訟」に関連する競争及び規制関連事項の説明については、以下の

「LIBOR、ISDAfix、その他ベンチマーク及び外国為替相場に関する調査」を参照のこと。 

LIBOR、ISDAfix、その他ベンチマーク及び外国為替相場に関する調査 

金融行為監督機構（以下「FCA」という。）、米国商品先物取引委員会（以下「CFTC」という。）、米国証券取引委員会

（以下「SEC」という。）、米国司法省（以下「DOJ」という。）詐欺対策課（以下「DOJ-FS」という。）及び反トラス

ト局（DOJ-AD）、欧州委員会（委員会）、英国重大不正捜査局（以下「SFO」という。）、シンガポール金融管理局

（MAS）、日本金融庁、イタリア・トラニ検察庁及び米国の様々な州検事局などの様々な当局がロンドン銀行間取引金利

（LIBOR）、欧州銀行間取引金利（EURIBOR）などの各種銀行間取引金利を設定又は編集している機関に対して、BBPLC

や他の金融機関が行った申告に関する調査（本調査）を行っている。  

2012 年 6 月 27 日、BBPLC は本調査に関して、金融サービス機構（以下「FSA」という。）（FCA の前身）、CFTC 及び

DOJ-FS と和解に達し、合計 290 百万ポンドの課徴金を支払うことに同意したと発表した。この金額は 2012 年度の営業

費用に反映されている。この和解にともない、FSA との和解協定、DOJ-FS との非訴追協定（以下「NPA」という。）、

CFTC との和解命令協定（以下「CFTC 命令書」という。）が締結された。また、EURIBOR を参照する金融商品について、

米国反トラスト法違反の可能性に関連して DOJ-AD から条件付きで制裁措置の減免を認められている。 

FSA との和解協定の内容は部外秘であるが、59.5 百万ポンドの課徴金を課した FSA の最後通達は FCA のウェブサイトで

閲覧できる。この文書で FSA は課徴金を課す理由を述べ、和解原則について言及し、和解の条件の根拠となった事実と

論拠を説明している。NPA と CFTC 命令書の要旨は以下のとおりである。NPA 及び CFTC 命令書の全文は、それぞれ DOJ、

CFTC のウェブサイトで閲覧できる。 

CFTC 命令書は 200 百万米ドルの民事制裁金の支払いに加え、米国商品取引法の特定の条項に対する違反の再発防止、

LIBOR 及び EURIBOR を含めた基準金利の申告の一貫性と信頼性を確保するための具体的な措置の実施及び関連する内部

統制の改善を BBPLC に求めている。CFTC 命令書が BBPLC に求めている主な項目は以下の通りである。 

・ BBPLC の取引に最大の比重を置き、特定の調整及び考慮に従った上で、特定の要因を基に申告を行うこと。  

・ トレーダーと申告者の間を含む不適切なやり取りを防ぐためのファイア・ウォールを導入すること。   

・ 申告に関する特定の文書を作成及び保管し、関連するやり取りを保管すること。   

・ 申告及び関連プロセスに関する監査、監視、研修のための措置を実施すること。  

・ CFTC 命令書の条件の遵守について CFTC に定期的に報告すること。  

・ 基準金利に関する基準の厳格化を促すために最大限の努力を行うこと。 

・ CFTC が継続中の基準金利に関する調査に協力し続けること。 

NPA の一環として、BBPLC は 160 百万米ドルの課徴金を支払うことに同意した。さらに、DOJ は（DOJ に合意を交わす権

限がなく、DOJ が合意を交わすことのない税犯罪を除き）BBPLC が NPA に明記された義務を履行することを条件に、

LIBOR 及び EURIBOR を含めた基準金利の申告に関連する犯罪に関して BBPLC を訴追しないことに合意した。特に NPA に

基づき、BBPLC が 2012 年６月 26 日からの２年間を対象に合意した主な項目は以下の通りである。 

・ 米国でいかなる犯罪行為も行わないこと。   
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・ DOJ が BBPLC に照会する全ての事項に関わる BBPLC の活動、その役員及び従業員、その他に関連する免責特権のな

い情報を誠実かつ全面的に開示すること。なお、かかる情報は NPA で制限されているもの以外の全ての目的に使用

できることとする。 

・ BBPLC 又はその従業員による詐欺あるいは証券及び商品市場を規制する法律の違反に関わる全ての潜在的な犯罪行

為を DOJ に報告すること。 

・ 米国行政当局が BBPLC 又はその従業員に対して詐欺又は証券及び商品市場を規制する法律に違反する行為を理由に

行う全ての犯罪又は規制に関する調査、行政手続又は民事訴訟を DOJ に全て報告すること。  

また、BBPLC は NPA に記されている行為により発生する調査又は訴追に関連し、DOJ 及びその他の米国行政当局に協力す

ることに合意した。この協力は、係る調査及び訴追が全て終了するまで続けられる。また、BBPLC は進行中の他の調査

にも引き続き協力する。 

2012 年６月に発表された和解合意を受け、米国の 31 の州検事局が LIBOR、EURIBOR 及び東京銀行間取引金利（TIBOR）

に関する独自調査を開始した。ニューヨーク州検事局は、各州検事局を代表して、2012 年７月に BBPLC に対して広範な

情報の提出命令（他の多くの銀行にも同様の提出命令）を発し、それ以降、BBPLC に対して文書及び取引データの追加

情報要請を行った。BBPLC は係る要請に対して逐次対応している。また、和解合意を受けて、SFO は 2012 年７月に

LIBOR について調査することを決定した旨発表した。これに関して、BBPLC は情報要請を受け、引き続き対応している。 

欧州委員会も特に EURIBOR の操作に関する調査を行っている。欧州委員会は 2013 年 12 月４日、EURIBOR に関する反競

争的行為に関してに当グループ及び他の多くの銀行と和解に達したと発表した。当グループは EURIBOR に係る行為につ

いて自発的に欧州委員会に報告し、欧州委員会の調査に全面的に協力した。この協力が認められ、当グループは協力が

なければ対象となっていた可能性のある課徴金の支払いを免除された。 

CFTC 及び FCA も他のベンチマークの中で ISDAfix に関する過去の行為を別途調査している。BBPLC は情報提出命令及び

情報要請を受け、引き続き対応している。 

英国の FCA、米国の CFTC 及び DOJ、香港金融管理局を含む様々な規制・施行当局は、特定のベンチマーク通貨の為替相

場を操作する、あるいはトレーディング・ポジションに利益をもたらす他の活動に従事する可能性のある行為を含む外

国為替取引について調査していることを明らかにした。係る調査の一部は各国の複数の市場参加者に関わるものである。

BBPLC はこれらの当局の一部からその特定の調査に関連して、また、外国為替問題に関心を有する他の規制当局から照

会を受けている。当グループは 2013 年 10 月までの数年間にわたる外国為替取引の調査を行っており、関連当局の調査

に協力している。 

これらの調査に関連して発生する訴訟の説明については、「LIBOR 及びその他のベンチマークに関する民事訴訟」及び

「外国為替取引に係る民事訴訟」を参照のこと。 

FERC 

背景情報 

米国連邦エネルギー規制委員会（FERC）施行局は、2006 年後半から 2008 年にかけての期間に当グループが行った米国

西部における電力取引について調査した。2012 年 10 月、FERC は本件に関して BBPLC 及びその元トレーダーのうちの４

人に対して理由開示命令書及び罰金案通知書（命令書及び通知書）を発行した。FERC はこの命令書及び通知書において、

BBPLC 及びその元トレーダーは 2006 年 11 月から 2008 年 12 月までカリフォルニア州周辺の電力市場を操作し、FERC の

反不正操作規制に違反したとして、BBPLC による民事制裁金及び不正利益返還を提案した。2013 年７月、FERC は BBPLC

に対して 435 百万米ドルの民事制裁金の支払いに加え、利益に金利を加算した合計 34.9 百万米ドルの返還を求める民事

制裁金命令を発した（ともに命令書及び通知書で提案されていた金額と同一である）。 

現状 

2013 年 10 月、FERC は BBPLC 及びその元トレーダーを相手取り、民事制裁金及び不正利益返還額の回収を求める民事訴

訟をカリフォルニア州連邦地方裁判所に提訴した。この民事訴訟における FERC の主張は、2012 年 10 月の命令書及び通

知書並びに 2013 年７月の民事制裁金命令で行われたものと同一である。BBPLC は本件に関して徹底的に抗弁している。

BBPLC 及びその元トレーダーは裁判管轄が不適切だとして訴訟却下あるいは当該訴訟を SDNY に移管することを求める申

し立てを行うとともに、請求権を明らかにしていない訴訟の棄却を求める申し立てを行った。2013 年９月、BBPLC はニ

ューヨーク南部地区連邦検事局から、同検事局が FERC と係争中のものと同一の行為について調査しているとの通知を受

けた。 
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BDC ファイナンス・エルエルシー 

背景情報 

2008 年 10 月に、BDC ファイナンス・エルエルシー（以下「BDC」という。）は、ニューヨーク州地方裁判所（以下「ニ

ューヨーク州地方裁判所」という。）に申立てを提出した。訴状では、BBPLC が、BDC による 2008 年 10 月の要求（以下

「要求」という。）に応じて超過担保とされる約 40 百万米ドルの譲渡を履行しなかった際に ISDA マスター契約及びト

ータル・リターン・ローン・スワップ・マスター・コンファメーション（以下「本契約」という。）を違反したと主張

している。BDC は、本契約に基づき、かかる超過担保の譲渡の前に BBPLC には要求に異議を唱える権利はなく、仮にそ

うする権利が BBPLC にあったとした場合でも、BBPLC は要求に異議を唱えなかったと主張している。BDC は合計 297 百万

米ドルの損害賠償に弁護士報酬、諸経費及び判決前の利息を求めている。 

現状 

2012 年８月に、ニューヨーク州地方裁判所は BBPLC に部分的略式判決を認め、かかる超過担保の譲渡の前に BBPLC は要

求に異議を唱える権利を有していたと裁定したものの、BBPLC が実際にこれを行ったかどうかを判定するための審理が

必要であるとした。両当事者は、ニューヨーク州地方裁判所の上訴部（以下「上訴部」という。）に交差上訴を行った。

2013 年 10 月に、上訴部は、BBPLC に対してニューヨーク州地方裁判所が認めた部分的略式判決を無効とし、代わりに

BDC の部分的略式判決の申立てを認め、BBPLC は本契約に違反したという判決を下した。上訴部は、BDC の損害賠償の金

額については規定しておらず、この金額はニューヨーク州地方裁判所による決定もなされていない。2013 年 11 月 25 日

に、BBPLC は上訴部に対し、再審請求、もしくは代替案として、ニューヨーク州控訴裁判所への控訴承認に関する申立

てを行った。2014 年１月に、上訴部は、再審請求の申立てを棄却し、ニューヨーク州控訴裁判所への控訴承認に関する

申立てを認める命令を下した。2011 年９月に、BDC の投資顧問会社である BDCM ファンド・アドバイザー・エルエルシー

及びその親会社であるブラック・ダイアモンド・キャピタル・ホールディングス・エルエルシーも、BBPLC と BCI に対

して、本契約に関連する BBPLC の行為によって被ったとされる金額未確定の損害賠償を求める訴えをコネチカット州裁

判所に起こした。当該訴訟では、コネチカット州不正取引慣行法の違反並びにビジネス及び将来的なビジネス関係の不

法な妨害に関する請求を主張している。両当事者は、当該訴訟の延期に合意している。 

手数料に関する調査 

公正取引庁及びヨーロッパ各地の他の競争監督当局は、引き続きビザ及びマスターカードのクレジットカード及びデビ

ットカードの手数料率に関する調査を行っている。BPLC は、カード発行者として、各商店へのサービスを取得したカー

ド提供者から手数料を受け取っている。これらの調査から生じる主要なリスクは、競争監督当局により罰金が課される

可能性、訴訟及び新しい法案である。BPLC は、罰金又は損害賠償の支払いを要求される可能性があり、また、手数料の

規則を修正する法律の影響を受ける可能性がある。 

金利ヘッジ商品 

注記 13 を参照のこと。 

クレジット・デフォルト・スワップ（以下「CDS」という。）に関する反トラスト法の調査 

委員会及び DOJ-AD は、CDS 市場に関する調査を（それぞれ 2011 年及び 2009 年に）開始した。2013 年７月に、委員会は、

BBPLC 及び他の 12 の銀行、マークイット並びに ISDA に異議告知書を送付した。この案件は、一部の銀行が集団行動を

取って、上場信用デリバティブ商品の参入を遅らせ、又は妨げたという懸念に関連している。委員会がこの案件につい

て結論に至った場合、制裁を科す予定であることを示している。委員会の制裁には罰金が含まれる可能性がある。DOJ-

AD の調査は民事調査であり、類似案件に関連している。類似案件を主張する集団訴訟とされる訴訟も米国で提起されて

いる。これらの訴訟の時期は確定していない。 

スイス／米国の税プログラム 

2013 年８月に、DOJ とスイス連邦財務省は、スイスの銀行に関する非追訴協定、すなわちノンターゲット・レターに関

するプログラム（以下「プログラム」という。）を公表した。この協定は、スイスの銀行で保有する米国関連の口座の

納税義務に関して米国とスイスの間で長く続いた対立の結論となるものである。 

米国口座に対する組織的なレビューが要求されるこのプログラムには、バークレイズ・バンク（スイス）エスエー及び

バークレイズ・バンク・ピーエルシーのジュネーブ支店が参加している。このレビューは現在進行中であり、レビュー

の結果によって、何らかの合意が締結されるか、あるいはバークレイズ・バンク（スイス）エスエー及びバークレイ

ズ・バンク・ピーエルシーのジュネーブ支店に制裁が課されるかどうかが決まる。レビュー完了の期限は 2014 年４月

30 日である。 
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特定の契約に対する調査 

FCA は、BBPLC とカタール・ホールディング・エルエルシー（以下「カタール・ホールディング」という。）との間で

2008 年６月と 10 月にそれぞれ締結された２件のアドバイザリー・サービス契約を含む特定の契約について、これらが

2008 年６月及び 11 月の BPLC の資本調達に関連していた可能性があるかどうかを調査している。 

FCA は、2013 年９月に、BPLC 及び BBPLC に対して警告通知書（以下「警告通知書」という。）を発行した。2008 年６月

に締結されたアドバイザリー・サービス契約の存在は開示されていたが、2008 年 10 月におけるアドバイザリー・サー

ビス契約の締結並びに両契約に基づき５年間にわたって支払われる総額 322 百万ポンドの報酬については、2008 年６月

及び 11 月の資本調達に関するアナウンスメント又は公表書類において開示されていなかった。警告通知書は、BPLC 及

び BBPLC が当時、当該契約によって少なくとも一部の不確定かつ未決定の金額が生じるであろうと考えていたことを認

める一方で、当該契約の主たる目的は、アドバイザリー・サービスを得ることではなく、資本調達におけるカタールの

参加に関して開示されない追加的な支払いを行うことであったと述べている。警告通知書は、BPLC 及び BBPLC が開示に

関連する特定の上場規則に違反し、さらに BPLC が上場原則３（企業の株式の保有者及び潜在的保有者に対して誠実性を

もって行動する要求事項）に違反したと結論付けている。この件について、FCA は、BPLC 及び BBPLC が軽率な行動をと

ったとみなしている。警告通知書における当グループに対する罰金は 50 百万ポンドである。BPLC 及び BBPLC はこの認

定に対し、引き続き異議を唱えている。 

FCA の手続は現在、同契約に対する SFO の不正捜査局による調査の進展を待って停止している。SFO の調査は初期段階に

あり、当グループは更なる情報の請求を受け、引き続きこれに対応している。 

DOJ 及び SEC は、BPLC の事業の獲得又は維持を支援する第三者と当グループの関係が、米国海外腐敗行為防止法に準拠

しているかどうかの調査を実施中である。両機関は、２件のアドバイザリー・サービス契約を含む上記の契約の調査も

進めている。米国連邦準備制度は、引き続き情報提供を行うように要請している。 

一般事項 

この注記で開示している案件の結果を予測することは困難である。当グループは、これらの案件から生じる偶発債務が

当グループに与える可能性のある財務上の影響の見積りについて、これを見積もることが実行可能でないか、あるいは

実行可能であっても開示によってかかる案件の進行に不利益をもたらす可能性がある場合は、これを開示していない。

これらの案件に関して当グループが信頼性をもって推定損失を見積もることができる場合は引当金が認識されている。

当グループでは、最終的な結果に関わらず、これらの案件に関連する多額の費用が生じる可能性があり、また、これら

の案件によって当グループは多額の金銭的損害賠償及び罰金、その他の罰則及び差し止めによる救済、別の集団訴訟又

は個別訴訟の可能性、特定の状況における刑事訴追の可能性、当グループの事業に対して規制上の制限が課される可能

性、及び／又は当グループの評判に対する不利な影響のいずれかにさらされる可能性がある。また、こうした調査又は

訴訟によって、関連する法律制定者及び規制当局による広範な回答の一環として法律又は規制の変更が生じるリスクも

ある。これらのリスクのいずれかが実体化した場合、当グループの営業活動、財務成績及び財政状態並びに見通しには

不利な影響が及ぶ可能性がある。 

上述の通り、当グループは、LIBOR の調査に関連して DOJ と締結した NPA の影響下にある。かかる NPA に基づき、当グ

ループは、2012 年６月 26 日からの２年間、特に、いかなる米国の犯罪行為も行わなず、米国の政府当局に対して情報

を提供し、これに協力する特定の義務を遵守することに同意している。NPA 条項に違反した場合、当グループのベンチ

マーク金利の提供に関する訴追が生じ、当グループの米国における現在及び将来の事業活動に重大な影響が及ぶ可能性

がある。 

当グループは、英国と、海外の複数の管轄区域の両方において、その他の様々な法律、競争及び規制関連事項に関わっ

ている。当グループは、通常の営業活動の一環として随時生じる、契約、有価証券、債権回収、消費者信用、不正行為、

信託、顧客資産、競争、データ保護、マネー・ロンダリング、雇用、環境並びにその他の制定法及びコモンロー上の問

題を含む（が、これらに限定されない）当グループによる、又は当グループに対する訴訟の対象となっている。 

また、当グループは、当グループが現在、又は以前から関わっている消費者保護対策、法規制遵守、ホールセール取引

活動並びに銀行業及び事業活動のその他の分野（これらに限定されない）に関連する、規制当局、政府機関又はその他

の公共機関による聴取及び検査、情報請求、監査、調査及び訴訟及びその他の手続の対象となっている。 

現時点において、当グループは、本注記中に開示されていない、当グループが当事者となっているこれらその他の案件

の最終的な解決が当グループの財政状態に重大で不利な影響を与えるとは予想していない。当グループは、偶発債務が

当グループに与える可能性のある財務上の影響の見積りについて、これを見積もることが実行可能でないか、あるいは

実行可能であっても開示によって案件の進行に不利益をもたらす可能性がある場合は、これを開示していない。しかし

ながら、こうした案件に伴う不確実性の観点から、特定の１案件又は複数の案件の結果が、特定の期間における当グル

ープの経営成績又はキャッシュ・フローにとって重要でないという保証はない。これは、特に、かかる案件によって生

じる損失の金額若しくは当該報告期間に計上される収益の金額に依拠する。 

20 関連当事者取引 

2013 年 12 月 31 日終了事業年度における関連当事者取引は、当グループの 2012 年度年次報告書に開示された事項と性

質的に類似している。2013 年度において発生した関連当事者取引で、当期の当グループの財政状態又は経営成績に重要
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な影響を与えたものはなく、2012 年度年次報告書に記載された関連当事者取引について、当事業年度における当グルー

プの財政状態又は経営成績に重要な影響を与え得る重要な変更はなかった。 

ワン・アフリカ 

ワン・アフリカには、バークレイズ・アフリカ・グループ・リミテッド、バークレイズ・バンク・エジプト・エスエー

イー、バークレイズ・バンク・オブ・ジンバブエ・リミテッド、バークレイズ・バンク・ピーエルシーの、アフリカに

おいて稼得した収益及び費用並びにアフリカに関連する経営上の再費用計上額が含まれる。 

2013 年度において、アフリカ全土における８ヵ国の業務の所有権がアブサと統合され、バークレイズ・アフリカ・グル

ープ・リミテッドが創設された。これらの事業の統合により、同グループは、それぞれの国における現地の強力なプレ

ゼンスとグローバル・バンキング・グループの一員であることの利点を兼ね備えることとなる。この統合は、Transform

戦略の一環として、事業コストの削減、アフリカの顧客に対するグローバルなリレーションシップ、商品及び専門知識

の提供、アフリカの顧客への全世界の金融市場へのアクセス提供を促進することになる。また、これらの変革は、全世

界の顧客にとってアフリカ市場の専門知識へのアクセスを容易にすることも意図している。 

下記の損益計算書情報は、アフリカ RBB セグメントに加えて、当グループのアフリカにおける営業活動の概観を示す目

的で提供している。このプロフォーマ損益計算書は、当グループのアフリカにおけるリテール・アンド・ビジネス・バ

ンキング、カード、コーポレート及びインベストメント・バンキング並びにウェルス・マネジメント事業の業績の要約

に、当グループの連結調整を加えたものである。 

この開示は、IFRS 第８号「事業セグメント」の定義に基づく事業セグメントではないことに留意されたい。 
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 調整後ベース 法定ベース 

パフォーマンス指標 
2013 年

12 月 31 日現在

2012 年

12 月 31 日現在

2013 年

12 月 31 日現在

2012 年 

12 月 31 日現在 

平均有形株主資本利益率 7.5％ 10.4％ 7.5％ 10.4％ 

平均株主資本利益率 4.0％ 4.7％ 4.0％ 4.7％ 

平均リスク調整後資産利益率 1.3％ 1.3％ 1.3％ 1.3％ 

収益に対する費用の比率 67％ 64％ 67％ 64％ 
  

 

    
 

  

 

１ 株主帰属利益には、税金及び非支配持分を控除後の利益が含まれている。経営上の再費用計上額を控除後の株主帰属利益は 380 百万ポンド（2012
年：388 百万ポンド）である。 

２ 経営上の再費用計上額を控除後の税引後利益は 1,095 百万ポンド（2012 年：1,068 百万ポンド）である。 

 

 

損益計算書関連の情報 

2013 年

12 月 31 日

終了事業年度

2012 年

12 月 31 日

終了事業年度

 
2013 年 

12 月 31 日 

終了事業年度 

2012 年 

12 月 31 日 

終了事業年度 

 恒常通貨ベース 

   (百万ポンド) (百万ポンド) 増減率(％)  (百万ポンド) (百万ポンド) 増減率(％)

アフリカ RBB 2,801 3,135 (11) 3,286  3,135  5 

アフリカ・カード 496 398 25 583  398  46 

アフリカ・インベストメント・バンク 368 429 (14) 433  429  1 

アフリカ・コーポレート・バンキング 374 348 7 436  348  25 

アフリカ・ウェルス・マネジメント 29 36 (19) 34  36  (6)

本社 (30) - (38) - 

収益合計  4,038 4,346 (7) 4,734  4,346  9 

保険契約に基づく保険料収入純額 (185) (209) (11) (216) (209) 3 

保険金控除後の収益合計  3,853 4,137 (7) 4,518  4,137  9 

信用関連減損費用及びその他の引当金繰入額 (478) (695) (31) (554) (695) (20)

営業収益純額  3,375 3,442 (2) 3,964  3,442  15 

営業費用（英国銀行税および Transform 達成費

用を除く） 
(2,519) (2,632) (4) (2,932) (2,632) 11 

英国銀行税 (34) (28) 21 (35) (28) 25 

Transform 達成費用 (26) - (26) - 

営業費用  (2,579) (2,660) (3) (2,993) (2,660) 13 

その他の利益純額  9 18 (50) 10  18  (44)

税引前利益２ 805 800 1 981  800  23 

株主帰属利益１ 143 165 (13) 201  165  22 

   

アフリカ RBB 404 322 25 505  322  57 

アフリカ・カード 183 216 (15) 216  216  

アフリカ・インベストメント・バンク 115 158 (27) 137  158  (13)

アフリカ・コーポレート・バンキング 107 96 11 128  96  33 

アフリカ・ウェルス・マネジメント 3 7 (57) 4  7  (43)

本社 (7) 1 (9) 1  

税引前利益２ 805 800 1 981  800  23 

   
       

貸借対照表関連の情報     

リスク調整後資産－CRD Ⅲ 
360

億ポンド

389

億ポンド
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事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移 

 

 以下は、バークレイズ・バンク・ピーエルシーの事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移である。 

なお、以下の情報は、2013年３月８日に公表されたバークレイズ・バンク・ピーエルシーの2012年度年次

報告書（アニュアル・レポート）からの抜粋である※。 

 

１．事業内容の概要 

 

ＵＫリテール・アンド・ビジネス・バンキング 
 

 ＵＫリテール・アンド・ビジネス・バンキング（「UKRBB」）は、当座預金、貯蓄預金及びウール

ウィッチブランドのモーゲージを提供する英国における有数の大手銀行である。UKRBBはまた、無担

保ローン、一般保険、バンキング及び送金サービスを中小企業に提供している。 

 

ヨーロッパ・リテール・アンド・ビジネス・バンキング 
 

 ヨーロッパ・リテール・アンド・ビジネス・バンキングは、スペイン、イタリア、ポルトガル及

びフランスにおいてクレジットカードを含むリテール・サービスを提供し、様々な販売網を通じて

中小企業に事業者向け貸付を提供している。 

 

アフリカ・リテール・アンド・ビジネス・バンキング 
 

 アフリカ・リテール・アンド・ビジネス・バンキング（「アフリカRBB」）は、アフリカ及びイン

ド洋の各地でリテール、コーポレート及びクレジットカードのサービスを提供している。アフリカ

RBBは、かつてバークレイズ・アフリカ及びアブサとして報告されていた事業を統合したものである。 

 

バークレイカード 
 

 バークレイカードは、消費者及び法人顧客に対し、クレジットカード及び消費者向貸付を含む国

際的な決済サービスを提供している。 

                                 
※※  但し、2008 年度、2009 年度、2010 年度及び 2011 年度の主要な経営指標に関する情報は、2012 年 6 月 27 日に提出し

たバークレイズ・バンク・ピーエルシーの有価証券報告書及び各年度の年次報告書（アニュアル・レポート）を出典と

している。  
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インベストメント・バンク 
 

 バークレイズのインベストメント・バンク部門は、大企業、各国政府及び機関投資家に対し戦略

的アドバイス、資金調達及びリスク管理のニーズに応じたあらゆる分野のソリューションを提供し

ている。 

 

コーポレート・バンキング 
 

 コーポレート・バンキングは、英国及び世界各地で、大企業、金融機関及び多国籍企業を対象に

総合的なバンキング・ソリューションを提供している。 

 

ウェルス・アンド・インベストメント・マネジメント 
 

 ウェルス・アンド・インベストメント・マネジメントは、世界各国のプライベート顧客及び仲介

代理店顧客に焦点を合わせ、インターナショナル・バンキング及びプライベート・バンキング、投

資運用、信託業務、並びに委託売買業務を提供している。 

 

本社及びその他の事業 
 

 本社及びその他の事業は、本社及び本部サポート機能、移行事業及び連結調整から構成されてい

る。 
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２．主要な経営指標等の推移 

 別紙に記載。 
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（別紙） 

過去５年間の主要な経営指標 

【主要な経営指標等の推移】 
 

2008年度、2009年度、2010年度、2011年度及び2012年度の主要な経営指標（IFRSに基づく） 
バークレイズ・バンク・ピーエルシー 

 

 当グループ 

 2012年 2011年 2010年 2009年 2008年 

 （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド）

損益計算書からの 

抜粋データ（注１） 

   
  

保険金控除後の収益合計 24,539 32,382 31,450 29,094 23,069 

税引前利益（注２） 99 5,974 6,079 4,559 6,035 

税引後（損失）／利益（注２） (384) 4,046 4,563 10,289 5,249 

      

貸借対照表からの 

抜粋データ 
     

非支配持分を除く 

株主資本 60,038 62,078 59,174 55,925 41,202 

資産合計 1,490,747 1,563,402 1,490,038 1,379,148 2,053,029 

      

キャッシュフロー計算書 

からの抜粋データ 
     

営業活動からの 

キャッシュ純額 (15,014) 28,868 17,722 41,421 32,870 

投資活動からの 

キャッシュ純額 (6,720) (1,912) (5,627) 12,260 (8,755)

財務活動からの 

キャッシュ純額 (1,923) (5,750) 1,123 (610) 13,117 

現金及び現金同等物 

─期末現在 121,907 149,673 131,400 114,340 64,509 

      

その他      

当期包括利益合計 (505) 4,840 4,500 10,836 7,190 

平均従業員数（注３） 143,700 149,700 151,300 153,800 151,500 
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（続き） 

 

 当行 

 2012年 2011年 2010年 2009年 2008年 

 （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド） （百万ポンド） 
損益計算書からの 

抜粋データ（注１） 
         

保険金控除後の収益合計      

税引前利益（注２）      

税引後利益（注２）      

      

貸借対照表からの 

抜粋データ 
     

非支配持分を除く 

株主資本 47,705 50,759 50,045 47,831 33,879 

資産合計 1,515,163 1,602,603 1,536,290 1,399,428 1,987,542 

      

キャッシュフロー計算書 

からの抜粋データ 
     

営業活動からの 

キャッシュ純額 (4,256) 26,250 13,075 26,953 41,436 

投資活動からの 

キャッシュ純額 (9,286) (475) (5,422) 24,287 (20,840)

財務活動からの 

キャッシュ純額 (4,264) (4,215) 1,942 (533) 9,194 

現金及び現金同等物 

─期末現在 107,664 128,572 109,009 96,357 48,044 

      

その他       

平均従業員数（注３）      

 
(注１) 2006年会社法第408条(3)に基づき、2008年度、2009年度、2010年度、2011年度及び2012年度について親会社

の損益計算書は表示されていない。 

(注２) 2009年度に売却された事業による税引後利益（売却益を含む）は、2009年度の税引後利益に含まれている。

2009年度より前の当該事業による税引前利益は、税引前利益に含まれている。 

(注３) 従業員数には臨時社員及び派遣職員を含まない。当行の従業員数は不明である。従業員数については、当グ

ループの従業員数を参照のこと。 
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